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第１ 用語の定義 

 本制度における用語の定義は、次の各号の定めるところによる。 

（１）「法」とは、道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）をいう。 

（２）「施行規則」とは、道路運送車両法施行規則（昭和２６年運輸省令第７４号）をいう。 

（３）「保安基準」とは、道路運送車両の保安基準（昭和２６年運輸省令第６７号）をいう。 

（４）「細目告示」とは「道路運送車両の保安基準の細目を定める告示」（平成１４年国土交通省告示第６１９号）をいう。 

(５)「協定規則」とは、車両並びに車両への取付け又は車両における使用が可能な装置及び部品に係る統一的な技術上

の要件の採択並びにこれらの要件に基づいて行われる認定の相互承認のための条件に関する協定に附属する規則を

いう。 

（６）「適用関係告示」とは「道路運送車両の保安基準第二章及び第三章の規定の適用関係の整理のため必要な事項を定

める告示」（平成１５年国土交通省告示第１３１８号）をいう。 

（７）「旧技術基準」とは「道路運送車両の保安基準に係る技術基準について（依命通達）」（昭和５８年１０月１日付け

自車第８９９号）に掲げる別添技術基準をいう。 

（８）「細目告示技術基準」とは「道路運送車両の保安基準の細目を定める告示」（平成１４年国土交通省告示第６１９号）

に掲げる別添技術基準をいう。 

（９）「装置指定規則」とは、装置型式指定規則（平成１０年運輸省令第６６号）をいう。 

（10）「指定装置等」とは、法第75条の３第１項による指定を受けた装置及び同条第７項により指定を受けたと見なされ

る装置をいう。 

（11）「装置指定通知書等」とは、装置型式指定規則第９条の装置型式指定通知書又は既指定装置型式指定通知書をいう。 

（12）「認定証」とは、車両並びに車両への取付け又は車両における使用が可能な装置及び部品に係る統一的な技術上の

要件の採択並びにこれらの要件に基づいて行われる認定の相互承認のための条件に関する協定に基づく規則に定め

る認定証をいう。 

（13）① 「不正行為に係る部品について改善措置が適切に講じられていること及び改善措置の届出に関する不正行為の

再発を防止するための措置が適切に講じられていることを証する書面」とは、法第63条の３第１項に規定する改善措

置の届出（以下「改善措置の届出」という。）に関する重大な不正行為を行った者から届出があった輸入自動車に、

当該改善措置に係る自動車の部品と同種のものが使用されている場合に提出する書面をいう。 

      ② 「改善措置の届出に関する重大な不正行為」とは、次の各号に掲げる行為であって、その行為に係る部品の不

具合が原因で、死亡事故又は重傷事故が発生している又はその発生が明らかに見込まれる場合等をいう。 



    (ア) 法第63条の２第５項の規定による命令に違反したこと。 

     (イ) 法第63条の３第１項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をしたこと。 

     (ウ) 法第63条の４第１項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定による検査を拒

み、妨げ、若しくは忌避し、若しくは質問に対し陳述をせず、若しくは虚偽の陳述をしたこと。 

     ③ 「当該改善措置に係る自動車の部品と同種のものが使用されている自動車」とは、自動車の種別に係らず、法

第63条の３第１項の規定により適切に改善措置を行うべきであった部品と同じ機能の部品が使用されている自動車

をいう。 

（14）「研究所」とは、独立行政法人自動車技術総合機構交通安全環境研究所をいう。 

(15)「外国自動車試験機関」とは、研究所が外国で製作された自動車の保安基準への適合性の審査に係る業務を円滑に実

施するため、その定めるところにより、当該機関により外国で実施した試験結果（当該機関の職員が出張して、研究

所が予め確認した自動車製作者の試験施設において、試験を実施した場合の試験結果を含む。）を活用することが認め

られた機関をいう。 

(16)「電子申請」とは、「行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律（平成１４年法律第１５１号）に基づ

く、電子申請の総合窓口（ｅ－Ｇｏｖ）電子申請システムを利用し、国土交通省オンライン申請システムを経由して

行うオンライン申請・届出等をいう。 

(17)「審査事務規程」とは、独立行政法人自動車技術総合機構法（平成11年法律第218号）第１３条第１項に基づき、研

究所において定めた審査事務の実施に関する規程をいう。 

(18)「ハイブリッド自動車」とは、内燃機関及び駆動用の電動機又は油圧モーターを有するものをいう。 

(19)軽中量車の「プラグインハイブリッド自動車」とは、次の全ての要件を満たすものをいう。 

①(18)の自動車のうち、当該自動車の運動エネルギーを電気エネルギーに変換して電動機駆動用蓄電装置（以下「蓄

電装置」という。）に充電する機能及び蓄電装置を充電するための外部充電装置を備えていること。 

②バッテリー容量レシオ（単位車両重量あたりの走行に関与するバッテリー容量）が、0.002kWh/kg以上であること。 

 

第２ 本制度の適用 

 外国において製作され、かつ、販売することが認められている自動車（法第５８条第１項に規定する自動車をいう。

以下同じ。）と同じ型式の自動車（その相違が附則１「自動車等の同一型式判定要領」別表第１に掲げる「型式を区別

する事項」（気筒内径、気筒行程、総排気量、ステータ内容積、適合する排出ガス規制値を除く。）のいずれにも該当し

ない自動車をいう。）を本邦に輸出する場合において、当該型式の自動車を製作することを業とする者、又はその者と

当該型式の自動車について販売契約を締結している者（以下「製作者等」という。）が本邦において販売する自動車（一

型式当たりの年間販売予定台数が 5,000台以下のものに限る。以下「輸入自動車特別取扱」という。）について、国土

交通大臣に対して行う届出その他の取扱手続きは、別紙「輸入自動車特別取扱要領」（以下「取扱要領」という。）の定

めるところによる。 

 

第３ 輸入自動車特別取扱届出書の提出要領等 

 取扱要領において定める輸入自動車特別取扱届出書の提出要領、諸元要目表の記載要領及び審査の実施要領等につい

ては、次表の第１欄の要領に応じて、同表第２欄の附則により取り扱うものとする。 
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自動車等の同一型式判定要領 附則 １ 

自動車の車台番号又は原動機の型式の打刻届出等の取扱要領 附則 ２ 

自動車排出ガス規制の識別記号 附則 ３ 
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作 

 

成 

輸入自動車特別取扱届出書等の提出要領 附則 ４ 

車両諸元要目表の記載要領 附則 ５ 

電子申請を行う場合の車両諸元要目表等の書面の作成要領 附則5の2 

自動車等の外観図の記載要領 附則 ６ 

輸入自動車特別取扱制度における仕様の相違が軽微なものの取扱要
領 

附則 ７ 

製作者試験に係る実施要領 附則 ９ 

製作者試験における確認者 附則１０ 

輸入自動車特別取扱要領別表の４（２）の公的な試験機関等として認
められる機関等 

附則１１ 

輸入自動車の試験成績書を提出する場合に認められる外国の試験方法 附則１２ 

外国の自動車試験機関による試験結果の活用 附則１３ 

認 

可 

後 

輸入自動車特別取扱制度における仕様の相違が軽微なものの取扱い 附則 ７ 

輸入自動車特別取扱届出済書の交付 附則１５ 

  

 

第４ 経過措置 

 本制度の施行の際現に、「「輸入車特別取扱制度」の創設について（依命通達）」（昭和60年12月27日、地審第1161号・

地技第 433号）別添輸入車特別取扱要領第２の規定により輸入車特別取扱自動車の届出をした自動車にあっては、平成

10年11月24日以降においても同要領第５の規定により届出書等の変更届出（自動車の構造・装置に係る変更であって、

当該変更の結果、騒音の大きさ又は排出ガスの排出量に影響を与えるものに限る。）の届出を行うまでの間は、なお、

従前の例により輸入車特別取扱自動車の取扱いを受けることができる。 
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輸入自動車特別取扱要領 
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第１１    電子申請による届出 

 

第１ 輸入自動車特別取扱の届出 

１ 製作者等は、輸入自動車特別取扱による届出をする自動車を販売することを目的として製作し又は販売する前に、あ

らかじめ、国土交通大臣に対し、第１号様式による輸入自動車特別取扱届出書（以下「届出書」という。）を提出する

ことができる。 

２ 届出書には、次に掲げる書面を別表の定めるところにより作成し、添付するものとする。 

（１）車両諸元要目表 

（２）外観図及び外観写真 

（３）構造・装置の概要説明書 

（４）保安基準の規定に適合することを証する書面 

① 保安基準適合等検討書 

② 試験成績表 

（５）騒音及び排出ガスの品質管理説明書 

（６）前項の届出（以下「輸入自動車特別取扱届出」という。）を行った者（以下「届出者」という。）が自動車の販売

を業とする者である場合は、自動車の製作を業とする者（以下「製作者」という。）との間に締結した販売契約書

の写し 

（７）車台番号の打刻届出書（写し）及び原動機の型式の打刻届出書（写し） 

（８）その他審査の実施に当たって必要があると認められる書面 

① 構造基準等適合検討書 

② その他 

３ 前項(４)②の試験成績表のうち騒音試験、ガソリン自動車排出ガス試験、ディーゼル自動車排出ガス試験及び熱害試

験に係るものについては、製作者が附則９「製作者試験に係る実施要領」に基づく試験を同附則第１項により指定され



た附則10「製作者試験における確認者」が立ち会いの確認の下で実施した試験結果を記載した書面又は研究所がその定

めるところにより予め自ら所有しない外国の施設及び設備を用いて実施した試験結果を記載した書面（当該型式の自動

車のものに限る。）とすることができる。 

４ 第２項の添付書面は、届出に係る自動車について、複数の仕様のもの（附則７「輸入自動車特別取扱制度における仕

様の相違が軽微なものの取扱い」による仕様の相違が軽微なものに限る。）がある場合には、標準的な仕様の自動車に

係るものを提出すれば足りる。 

 

第２ 審査の方法 

１ 国土交通大臣は、第１の届出又は第６の変更届出があったときは、当該届出に係る自動車が保安基準の規定に適合し

ているかどうかの審査を研究所に行わせるものとする。 

  この場合において、改善措置の届出に関する重大な不正行為を行った自動車製作者等により第１の届出があった自動車

のうち、当該改善措置に係る自動車の部品と同種のものが使用されている自動車については、国土交通大臣は、当該不

正行為に係る部品について改善措置が適切に講じられていること及び当該改善措置の届出に関する不正行為の再発を

防止するための措置が適切に講じられていることを審査するものとする。 

２ 研究所が行う前項の審査は、法第75条及び第75 条の５並びに独立行政法人自動車技術総合機構法の規定に従って行

う型式指定に係る審査と同様の方法で適正に行わなければならない。 

 

第３ 届出済書の交付 

１ 国土交通省自動車局審査・リコール課の長（以下「審査・リコール課長」という。）は、輸入自動車特別取扱の届出

があった場合であって、届出書の添付書面の記載内容が第２に規定する審査により保安基準の規定に適合しているとさ

れたときは、当該届出者に対し、第４号様式による輸入自動車特別取扱届出済書（以下「届出済書」という。）を50部

交付するものとする。 

２ 審査・リコール課長は、前項の届出済書の交付部数を超えて届出済書を交付する場合には、附則１５「輸入自動車特

別取扱届出済書の交付」による所定の試験成績表が１部提出される毎に、届出済書を50部交付するものとする。 

３ 届出者は、第１の規定により届出を行った自動車について、製作又は販売をやめたときは、第５号様式による「輸入

自動車特別取扱届出済書」返納届とともに、未使用の届出済書を速やかに審査・リコール課長に対し返納するものとす

る。 

４ 届出済書の再交付は行わない。 

 

第４ 届出済書の交付の特例措置 

１ 第１の届出に係る自動車が第３の届出済書の交付の度に行われる第１第３項の規定により附則10「製作者試験の確認

者」の確認の下で実施した試験又は別表の４（２）に示す試験機関等における試験において、過去に保安基準に適合し

ないと認められたことがない場合にあつては、審査・リコール課長は、300部を超えて交付する届出済書について、第

３第２項の規定にかかわらず、所定の試験成績表が１部提出される毎に届出済書を 100部を限度として交付することが

できるものとする。ただし提出された試験成績表について疑義が生じたときを除く。 

２ 第１の規定により届出を行った自動車について、第３第２項の規定により交付部数を超えて届出済書を交付する場合

において、届出を行った自動車が電気自動車等排出ガス試験が適用とならない自動車にあっては、所定の試験成績表の



うち、排出ガス試験成績書は除く。 

 

第５ 点検整備方式の周知 

 届出者は、輸入自動車特別取扱の届出に係る自動車について、点検整備方式を使用者に周知するものとする。 

 

第６ 変更届出 

 届出者は、届出書又はその添付書面のうち別表第１項、第２項、第３項、第４項及び第５項の書面の記載事項につい

て変更があった場合には、第６号様式による輸入自動車特別取扱変更届出書及び変更に関する資料を国土交通大臣に提

出するものとする。ただし、別表第１項及び第２項の書面の記載事項について変更があった場合は、軽微な変更以外の

変更のときのみに当該書面を提出すればよい。 

 

第７ 届出書等へ記入する署名 

 外国人又は外国法人が輸入自動車特別取扱の届出その他の届出又は報告をする場合における届出書又は報告書には、

押印に代えて届出又は報告をする者（法人にあつてはその代表者又はその法人の者であつてその法人の代表者から届出

又は報告に関する権限の委任を受けた者）が署名してもよい。 

 

第８ 届出済書の使用停止 

 審査・リコール課長は、第１若しくは第６の規定により提出された書面について疑義が生じたとき又は届出済書が不

正に使用されたことが判明したときは、当該型式の自動車に係る未使用の届出済書の使用を停止する旨を、当該届出者

及び地方運輸局自動車技術安全部長等に対し、通知することができる。 

 

第９ 新規検査等の申請に際しての届出者の措置等 

１ 届出者は、法第59条第１項の規定による新規検査又は法第71条第１項の規定による予備検査（以下「新規検査等」と

いう。）の申請書に次に掲げる書面を添付するよう措置するものとする。 

（１）車両諸元要目表（写し） 

（２）外観図（写し） 

表の備構造・装置の概要説明書（写し） 

（４）届出済書 

２ 届出者は、新規検査等の申請をすることとなる前に、あらかじめ、当該申請に係る自動車の構造・装置の仕様と第１

及び第６の規定により国土交通大臣に提出した書面に記載した仕様との相違の有無を確認し、相違があるときはその内

容を当該届出済書の所定の欄に記載し、押印するものとする。 

３ 運輸監理部長、運輸支局長、自動車検査登録事務所長又は沖縄総合事務局陸運事務所長若しくはその支所長（以下「運

輸監理部長等」という。）は、同一型式の自動車について２台以上の新規検査等の申請があったときは、２台目以降の

自動車に係る第１項の添付書面（第４号の書面を除く。）を返付することができる。 

 

第10 指定装置等を装着している場合等の取扱い 

 指定装置等を届出自動車に装着している場合には、装置指定通知書等又は認定証の写しを添付することにより別表に



掲げる届出書の添付書面のうち、当該装置に係る書面の提出を省略することができる。 

第11  電子申請による届出 

第１の届出、第３の第２項及び第３項の届出並びに第６の届出を行う際、電子申請により行うことができる。 

 

別表 （届出書の添付書面の記載要領等）（第１関係） 

添  付  書  面 記    載    要    領    等 

１  車両諸元要目表 １  様式は、専ら乗用の用に供する乗車定員１０人以下の自動車

にあっては第２号様式及び第３号様式、その他の自動車で２軸

車にあっては第２号様式の１及び第３号様式、それ以外にあっ

ては第２号様式の２及び３号様式とする。 

また、第３号様式にあっては、当該自動車に装着されていな

い装置の項目については削除することができる。 

２  記載要領は、附則５「車両諸元要目表の記載要領」の例によ

ること。 

２  外観図及び外観写真 

 

 

 

 

１  外観図（前面、後面、側面及び平面の４面図）は、附則６「自

動車等の外観図の記載要領」の例によること。 

２  外観写真は、少なくとも、自動車の斜め前、斜め後から撮影

し、自動車の外観を判別できるものであること。ただし、エン

ブレム、バッジ、エアスポイラー等の装飾物が含まれていなく

ともよい。 

３  構造・装置の概要説明書   自動車の構造・装置の特徴を中心として記載すること。 

４  保安基準の規定に適合するこ

とを証する書面 

 

 

 (１)  保安基準等適合 

   検討書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  保安基準及び細目告示の規定に適合しているかどうかを検討

した結果を記載すること。また、次に掲げる書面を添付すること。 

①  灯火三面図 

②  技術基準適合証明書（附則１２「輸入自動車の試験成績書を

提出する場合に認められる外国の試験方法」の別表に掲げる技

術基準又は同等と認められる外国の試験方法の規定に適合し

ているかどうかを当該自動車の製作者が検討した結果を記載

した書面若しくは適合していることを証した書面をいう。） 

  なお、(２)試験成績表が提出される試験については、提出を

要しない。 

③  装置指定通知書等又は認定証の写しを添付するとともに指

定装置等一覧表を添付すること（指定装置等に限る。）。 

 (２)  試験成績表 

 

 

 

 

  細目告示技術基準、審査事務規程別添の試験規程又は附則12

「輸入自動車の試験成績書を提出する場合に認められる外国の

試験方法」の別表に掲げる同等と認められる外国の試験方法（以

下「同等試験方法」という。）により実施し、その結果を、審査

事務規程別添の試験規程に定められている試験成績表の様式に



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載すること。 

 なお、同等試験方法により試験を実施した場合には、試験成績

表の備考欄に当該試験方法を記載すること。 

 また、装置指定通知書等又は認定証の写しの提出がある場合は

これら試験成績表の提出は要しない。 

 さらに、複数の仕様の自動車について届出がなされる場合であ

って、それぞれの仕様の自動車について、①（(a)及び(b)に限

る。）、②、③、④、⑤、⑥、⑦、⑩、⑪、⑫(c)(d)(e)及び⑬か

ら㉛に係る試験を行った場合に、その試験結果に差異がないと認

められるときは、当該試験成績表については、当該複数の仕様の

うち代表的な仕様の自動車に係る試験成績表の写しを添付して

も差し支えない。 

  ①  騒音試験 

  (a) 定常走行 

  (b) 加速走行 

  (c) 近接排気 

 

 

 ② 前面衝突時の乗員 

  保護装置試験 

 ③ オフセット衝突時の 

   乗員保護装置試験 

  ④ 側面衝突時の乗員 

  保護装置試験 

  ⑤ ポールとの側面衝突時

の乗員保護装置試験 

⑥ 歩行者頭部保護装置試

験 

  ⑦ 歩行者頭部装置及び脚

部保護装置試験 

  ⑧ 車両転覆時の乗員保護

装置 

 施行規則第３６条第７項第３号の規定に基づく登録試験機関、

外国自動車試験機関若しくはこれらの試験を行うのに必要な組

織、能力、経験及び設備を有している公的な試験機関等が発行し

たもの、又は本要領第１第３項の規定により自動車製作者若しく

は研究所が発行したものとする。 

 ②及び③の試験成績表については、同等試験方法によって自動

車製作者が試験を実施したものでも差し支えない。 

 また、１型式当たりの販売台数が５年間で1,000台以下のもの

にあっては、②、③、④、⑤、⑥、⑦及び⑧については４(１)②

の技術基準適合証明書の提出があった場合は、試験成績表の提出

を要しない。 

 

   ⑨ ガソリン自動車排出 

   ガス試験 

  (a) JC08H+JC08Cモー 

   ド 

  (b) JE05モード 

  (c) ガソリン二輪自 

   動車アイドリング 

   、二輪車モード又は

WMTCモード 

 施行規則第３６条第７項第３号の規定に基づく登録試験機関、

外国自動車試験機関若しくはこれらの試験を行うのに必要な組

織、能力、経験及び設備を有している公的な試験機関等が発行し

たもの、又は本要領第１第３項の規定により自動車製作者若しく

は研究所が発行したものとする。 

  ⑩ ガソリン自動車燃料 

   蒸発ガス試験（暖機放 

   置時及び終日保管時排 

   出試験） 

 ⑪ ガソリン自動車車載 

  式故障診断装置試験 

 同等試験方法によって自動車製作者が試験を実施したもので

も差し支えない。 



  ⑫ ディーゼル自動車 

  排出ガス試験 

  (a) JC08H+JC08Cモー 

   ド 

  (b) WHTCモード及びWHSC

モード 

  (c) 無負荷急加速 

   黒煙 

  (d) 無負荷急加速 

      光吸収係数 

    (e) ８モード黒煙 

 施行規則第３６条第７項第３号の規定に基づく登録試験機関、

外国自動車試験機関若しくはこれらの試験を行うのに必要な組

織、能力、経験及び設備を有している公的な試験機関等が発行し

たもの、又は本要領第１第３項の規定により自動車製作者若しく

は研究所が発行したものとする。 

  ⑬ ディーゼル自動車 

  車載式故障診断装置 

  試験 

 ⑭ 熱害試験 

 ⑮ 乗用車の制動装置 

  試験 

 ⑯ トラック及びバスの 

  制動装置試験 

  ⑰ トレーラの制動装置 

  試験 

 ⑱ 二輪車等の制動装置 

  試験 

 ⑲ 急制動試験 

 ⑳ 連結車両の制動作動 

  おくれ試験 

 ㉑ 燃料ガス容器取付部 

  試験 

 ㉒ 燃料ガス気密・換気 

  試験 

 ㉓ 灯火装置試験 

㉔ 視界試験 

  (a) 直接前方視界 

   試験 

  (b) 直前直左確認鏡 

   試験 

 ㉕ 圧縮水素ガスを燃料 

  とする自動車の燃料 

   装置試験 

 ㉖ 電力により作動する 

  原動機を有する自動車 

  の高電圧からの乗員保 

  護に関する試験 

 (a) 高電圧からの乗員 

  保護試験 

 (b) 前面衝突後の高電 

  圧からの乗員保護試 

 ⑬、⑮、⑲、㉓（前部霧灯試験、側方照射灯試験、番号灯試験、

後退灯試験及び後部霧灯試験に限る。）、㉘、㉙、㉚及び㉜の試験

成績表については、同等試験方法によって自動車製作者が試験を

実施したものでも差し支えない。 

また、㉓（番号灯試験に限る。）、㉗（圧縮水素ガスを燃料とす

る自動車を除く）、㉘、㉙及び㉚にあっては、４(１)②の技術基

準適合証明書の提出があった場合は、試験成績表の提出を要しな

い。 

 さらに、㉔の試験成績表については研究所が定める条件 

を満たす場合、４(１)②の技術基準適合証明書に代えるこ 

とができる。 

 



  験 

 (c) オフセット前面衝 

  突後の高電圧からの 

  乗員保護試験 

 (d) 側面衝突後の高電 

  圧からの乗員保護試 

  験 

 (e) 衝突後の高電圧か 

  らの乗員保護試験 

 ㉗ 衝突時等における 

  燃料漏れ防止に関する 

   試験 

 ㉘ 外装の試験 

 ㉙ 外装の手荷物積載用 

  部品の試験 

  ㉚ 外装の電波送受信用 

    アンテナの試験 

  ㉛ 電磁両立性試験 

 ㉜ WNTE試験 

５  騒音及び排出ガスの品質管理

説明書 

  当該自動車の騒音防止装置及び一酸化炭素等発散防止装置に

ついて、出荷する際に行う品質管理の方法及びその体制を具体的

に説明したものであること。 

 なお、協定規則第41号及び第51号に対応した自動車で 

あって、騒音防止装置の装置指定通知書又は認定証の写しの提出

がある場合は、騒音の品質管理説明書の提出は要しない。 

 

６  届出者が自動車の販売を業と

する者である場合は、自動車の製

作者との間に締結した販売契約

書の写し 

(1) 契約書が日本語で記載されているもの以外のものにあって

は、これを翻訳した書面を添付すること。 

(2) 輸入自動車特別取扱の届出に係る自動車に関して、必要な

技術情報の提供及び補修用部品の供給が当該自動車の製作者

から届出者に対してなされる旨の契約が締結されていること

が、当該契約書等から明らかであること。 

７  車台番号の打刻届出書（写し）

及び原動機の型式の打刻届出書

（写し） 

 

８ 不正行為に係る部品について  

改善措置が適切に講じられてい  

ること及び改善措置の届出に関  

する不正行為の再発を防止する  

ための措置が適切に講じられて  

いることを証する書面 

次に掲げる事項を記載すること。 

１ 当該不正行為に係る部品について講じられた改善措置の内

容、及び届出に係る自動車に使用されている部品のうち当該不

正行為に係る部品と同種のものについても、これと同様の措置

が講じられており、問題が解消されていること 

２ 当該不正行為が発生した理由（具体的事実に基づく説明）及

び不正行為の再発を防止するための措置 

９  その他審査の実施に当たって

必要があると認められる書面 

 

 構造基準の規定に適合しているかどうか等を検討した結果を

記載すること。 



 (１) 構造基準等適合検討書 

 

 (２) その他 

 

 備考 １ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とする。ただし、この大きさによることが困難なものについては、折

り畳んだ状態でこの大きさとする。 

２ 第９に掲げる提出書面を除き、既に同一の書面を提出しているときは、その旨を申し出ることによつて当該書

面の提出を省略することができる。 

 



第１号様式  （輸入自動車特別取扱届出書）（取扱要領第１関係） 

 

 

 

 

輸入自動車特別取扱届出書 

 

 

    国土交通大臣  殿 

 

 

                                                年    月    日 

 

                                        届出者の氏名又は名称 

 

 

                                                            印 

 

 

                                        住所                    

車 名 及 び 型 式  

種 別  

主たる製作工場の名称及び所在地  

年 間 販 売 予 定 台 数  

備 考  

 

（日本工業規格Ａ列４番） 

注）１．主たる製作工場の名称及び所在地欄には、原動機、車台、車体及び完成車について、それぞれの製作工場の

名称及び所在地を記載すること。 

    なお、主たる製作工場が複数ある場合には、それぞれについて記載すること。 

  ２．年間販売予定台数欄には、５年間の販売予定台数が 1,000台以下のものにあっては、括弧書きで５年間の販

売予定台数を記載すること。 



第２号様式（車両諸元要目表）（第１関係）（用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とする。） 

車 両 諸 元 要 目 表 

Ｐ Ｈ Ｐ 番 号 類 別 区 分 番 号  

 

仕 様  

届  出  年  月  日 

 

変 更 届 出 年 月 日 

 

車 名 及 び 型 式 

通 称 名  

 用 途  

車 体 の 形 状  
車 台 の 名 称 及 び 型 式 

車 体 の 型 式  

 長     さ  （ｍ）  

幅     （ｍ）  

車 体 の 名 称 高     さ  （ｍ）  

 
軸     距  （ｍ）  

車 両 

(kg) 

重 量 

前 軸 重  

届 出 者 等 の 氏 名 又 は 名 称 後 軸 重  

 

計  

乗 者 定 員 （ 人 ）  

車 両 

(kg) 

総重量 

前 軸 重  

後 軸 重  
自 動 車 の 種 別 

計  
 

車 輪 配 列  
燃 料 の 種 類 

旅 客 運 送 事 業 用 適 否 

（ 詳 細 説 明 ） 
 

 
最 高 出 力 ( k W / r p m )  



原 動 機 の 型 式 最 大 ト ル ク (N・ m/ r pm )  

 騒 規 制 区 分  

 

音 

近接(dB/rpm)  

定常(dB(km/h))  
総排気量(L)又は定格出力(kw) 

加速(dB)  

 

排 

 

出 

 

ガ 

 

ス 

 

重 

 

量 

試験モード  

車 台 番 号 の 打 刻 様 式 
C O (                  )  

H C (     ) 
 

 
N M H C (     )  

車 台 番 号 の 打 刻 位 置 H C (    )  

 
N O x (     )  

P M (     )  

原 動 機 の 型 式 の 打 刻 様 式 試験モード       

 
C O ( g / ﾃ ｽ ﾄ )      

H C ( g / ﾃ ｽ ﾄ )      

原 動 機 の 型 式 の 打 刻 位 置 
N M H C ( g / ﾃ ｽ ﾄ )      

N O x ( g / ﾃ ｽ ﾄ )      

 

 

 



第２号様式の１（車両諸元要目表）（第１関係）（用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とする。） 

車 両 諸 元 要 目 表 

Ｐ Ｈ Ｐ 番 号 類 別 区 分 番 号  

 

仕 様  

届 出 年 月 日 

 

変 更 届 出 年 月 日 

 

車 名 及 び 型 式 

通 称 名  

 用 途  

車 体 の 形 状  
車 台 の 名 称 及 び 型 式 

 

車 体 の 型 式  

長          さ  （ｍ）  

幅        （ｍ）  
車 体 の 名 称 

高          さ  （ｍ）  

 軸          距  （ｍ）  

荷   台 

の内側 

寸法(m) 

長   さ  

届 出 者 等 の 氏 名 又 は 名 称 

幅  

 

高   さ  

荷 台 オ フ セ ッ ト ( m )  

車  両 

(kg) 

重  量 

前 軸 重  

自 動 車 の 種 別 後 軸 重  

 計  

燃 料 の 種 類 乗 車 定 員 （ 人 ）  

 最 大 積 載 量 ( k g )  



車  両 

(kg) 

総重量 

前 軸 重  

原 動 機 の 型 式 後 軸 重  

 

計  

最 大 安 定 

傾 斜 角 度 

左  

総排気量(L)又は定格出力(kw) 
右  

 

車 輪 配 列  
車 台 番 号 の 打 刻 様 式 

旅 客 運 送 事 業 用 適 否 

（ 詳 細 説 明 ） 
 

 

最 高 出 力 ( k W / r p m )  
車 台 番 号 の 打 刻 位 置 

最 大 ト ル ク (N・ m/rpm )  

 

騒 

 

音 

規 制 区 分  

近接(dB/rpm)  

原 動 機 の 型 式 の 打 刻 様 式 定常(dB(km/h))  

加速(dB)  

原 動 機 の 型 式 の 打 刻 位 置 

排 

 

出 

 

ガ 

 

ス 

 

重 

 

量 

試験モード  

 

CO（    ）  

HC（    ）  

NMHC（    ）  

 

NOx（    ）  

PM（    ）  

試験モード  

CO（g/ﾃｽﾄ）  

HC（g/ﾃｽﾄ）  

 NMHC（g/ﾃｽﾄ）  

 NOx（g/ﾃｽﾄ）  

 

 



 



第２号様式の２（車両諸元要目表）（第１関係）（用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とする。） 

車 両 諸 元 要 目 表 

Ｐ Ｈ Ｐ 番 号 類 別 区 分 番 号  

 

仕 様  

届 出 年 月 日 

 

変 更 届 出 年 月 日 

 

車 名 及 び 型 式 

通 称 名  

 
用 途  

車 体 の 形 状  
車 台 の 名 称 及 び 型 式 

 

車 体 の 型 式  

長          さ  （ｍ）  

幅        （ｍ）  
車 体 の 名 称 

高          さ  （ｍ）  

 軸          距  （ｍ）  

荷   台 

の内側 

寸法(m) 

長   さ  

届 出 者 等 の 氏 名 又 は 名 称 

幅  

 

高   さ  

荷 台 オ フ セ ッ ト ( m )  

車  両 

(kg) 

重  量 

前 前 軸 重  

自 動 車 の 種 別 前 後 軸 重  

 後 前 軸 重  

燃 料 の 種 類 後 後 軸 重  

 
計  

乗 車 定 員 （ 人 ）  



原 動 機 の 型 式 最 大 積 載 量 ( k g )  

 

車  両 

(kg) 

総重量 

前 前 軸 重  

前 後 軸 重  

後 前 軸 重  

総排気量(L)又は定格出力(kw) 
後 後 軸 重  

 
計  

車 台 番 号 の 打 刻 様 式 

最  大  安  定 

 

傾  斜  角  度 

左 
 

 

右 
 

車 台 番 号 の 打 刻 位 置 

 
車 輪 配 列  

旅 客 運 送 事 業 用 適 否 

（ 詳 細 説 明 ） 

 

原 動 機 の 型 式 の 打 刻 様 式 

最 高 出 力 ( k W / r p m ) 
 

 
最 大 ト ル ク (N・ m/rpm)  

原 動 機 の 型 式 の 打 刻 位 置  

騒 

 

 

音 

規 制 区 分  

 
近接(dB/rpm)  

定常(dB(km/h))  

 加速(dB)  

排 

出 

ガ 

ス 

重 

量 

試験モード  

CO(    )  

HC(    )  

NMHC(    )  

NOx(    )  

PM(    )  

 

 



第３号様式（車両諸元要目表）（第１関係）（用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とする。） 

 原動機（内燃機関） 

種類  

気筒配列、気筒数及び配置  

内径×行程 (mm)  

原動機（電動機） 

 

取付位置及び個数 

種類 
 

種類 

定格電圧（Ｖ） 
 

定格電圧（Ｖ）  

定格出力（kＷ） 

 
 

最高出力（kＷ）  

最大トルク（Ｎ・m）  

冷却方式  

ステータ寸法（mm）  

ステータ内容積（㎝３）  

原動機（電動機）用制御装置 

 

主制御装置：形式  

主制御装置：制御方式  

作動電圧（Ｖ）  

原動機（電動機）用電源装置 

主電池：種類及び型式  

主電池：電圧（Ｖ）  

主電池：容量（Ａｈ）  

主電池：数及び総電圧  

過電流保護デバイス：形式  

充電装置：形式  

充電装置：制御方式  

充電装置：交流入力電源  

充電装置：直流入力電源  

充電装置：発電用内燃機関  

燃料電池：種類及び型式  

燃料電池：数及び総電圧並びに定格出力  

絶縁抵抗低下モニタ：形式  

 燃料装置 

燃料タンク：材質  

燃料タンク：容量 (Ｌ)  

気化器：型式  

燃料噴射装置：形式  



高圧ガス減圧装置：形式  

 電気装置 

点火装置：断続器：形式  

 動力伝達装置 

クラツチ：倍力装置：形式  

変速機：形式  

変速機：操作方式  

変速機：変速比：一速  

変速機：変速比：二速  

変速機：変速比：三速  

変速機：変速比：四速  

変速機：変速比：五速  

変速機：変速比：六速  

変速機：変速比：七速  

変速機：変速比：後退  

副変速機：形式  

副変速機：操作方式  

副変速機：変速比：高  

副変速機：変速比：低  

推進軸の長さ・外径 (mm)：第一  

推進軸の長さ・外径 (mm)：第二  

推進軸の長さ・外径 (mm)：第三  

減速機：第一：減速比  

減速機：第二：減速比  

 走行装置 

輪距：前輪 (ｍ)  

輪距：後輪 (ｍ)  

タイヤの呼び：前輪  

タイヤの呼び：後輪  

タイヤの空気圧 (kPa)：前輪  

タイヤの空気圧 (kPa)：後輪  

許容限度：前軸  

許容限度：後軸  

許容限度：車両総重量  

 かじ取装置 

ハンドル：位置  

軸及び継手：形式  

 盗難防止装置 

施錠装置  

イモビライザ  



盗難発生警報装置  

  制動装置：主ブレーキ 

形式  

作動系統及び制動車輪  

ライニング又はパッド：材質  

ライニング又はパッド：寸法 (mm)：前輪  

ライニング又はパッド：寸法 (mm)：後輪  

ライニング又はパッド：面積 (cm２)：前輪  

ライニング又はパッド：面積 (cm２)：後輪  

ブレーキの胴径又はディスク有効径 (mm)：前輪  

ブレーキの胴径又はディスク有効径 (mm)：後輪  

ﾏｽﾀ･ｼﾘﾝﾀ゙ 又はﾌ゙ ﾚー ｷ弁：形式  

ﾏｽﾀ･ｼﾘﾝﾀ゙ 内径 (mm)  

サプライ・タンク：形式  

ﾎｲー ﾙ･ｼﾘﾝﾀ゙ の内径又はﾌ゙ ﾚー ｷ室膜板径 (mm)：前輪  

ﾎｲー ﾙ･ｼﾘﾝﾀ゙ の内径又はﾌ゙ ﾚー ｷ室膜板径 (mm)：後輪  

制動倍力装置：形式  

制動倍力装置：倍率  

空気圧縮機等：真空又は空気圧 (MPa)  

空気圧縮機等：真空ポンプ又は空気圧縮機：形式  

空気圧縮機等：タンク：容量 (L)  

制動力制御装置：形式  

制動警報装置：形式及び性能  

安全装置：形式  

 制動装置：駐車ブレーキ 

形式  

制動車輪  

ライニング又はパッド：材質  

ライニング又はパッド：寸法 (mm)  

ライニング又はパッド：面積 (cm２)  

ブレーキの胴径又はディスク有効径 (mm)  

 制動装置：補助ブレーキ 

形式  

制動装置：非常ブレーキ 

形式  

制動装置：分離ブレーキ 

形式  

緩衝装置 

前輪：懸架方式  

前輪：ばね：形式  



前輪：主ばね：寸法 (mm)  

前輪：補助ばね：寸法 (mm)  

後輪：懸架方式  

後輪：ばね：形式  

後輪：主ばね：寸法 (mm)  

後輪：補助ばね：寸法 (mm)  

 車わく 

形式  

断面形状  

上部醸造支持台 

 

寸法（ｍ）  

 車体 

前部潜り込み防止装置：形式  

巻込防止装置：形式  

突入防止装置：形式  

 連結装置 

連結器：形式  

電気配線連結器：形式  

ブレーキ・ホース連結器：形式  

キングピン：径 (mm)  

乗車装置 

座席：形式  

座席ベルト取付装置等：形式  

座席ベルト取付装置等：数  

座席ベルト：形式  

座席ベルト：数  

頭部後傾抑止装置：形式  

頭部後傾抑止装置：数  

エアバッグ：容量(Ｌ)及びインフレータ出力(kPa)  

乗降扉：形式  

 ガラス 

前面ガラス：種類  

前面ガラス以外のガラス：種類  

 騒音防止装置 

消音器：型式  

消音器：個数  

 排出ガス発散防止装置 

ブローバイ・ガス還元装置：形式  

燃料蒸発ガス抑止装置：形式  



触媒：種類及び形式  

触媒：個数、容量(Ｌ)及び主要成分  

その他の装置：形式  

警報装置：表示部：形式  

警報装置：検出部：形式  

警報装置：検出部：個数  

 灯火装置 

前照灯：個数、色及び性能  

前部霧灯：個数、色及び性能  

側方照射灯：性能  

車幅灯：個数、色及び性能  

昼間走行灯：性能  

側方灯：前部：個数及び性能  

側方灯：後部：個数、色及び性能  

側方灯：中央部：個数及び性能  

番号灯：個数及び性能  

尾灯：個数及び性能  

後部霧灯：個数及び性能  

駐車灯：前面：個数、色及び性能  

駐車灯：後面：個数及び性能  

制動灯：個数及び性能  

補助制動灯：個数及び性能  

後退灯：個数及び性能  

方向指示器：前面：個数及び性能  

方向指示器：後面：個数及び性能  

方向指示器：側面：前部：個数及び性能  

方向指示器：側面：中央部：個数及び性能  

方向指示器：補助：性能  

非常点滅表示灯：前面：個数及び性能  

非常点滅表示灯：後面：個数及び性能  

非常点滅表示灯：側面：個数及び性能  

反射器：前面：性能  

反射器：後面：個数及び性能  

反射器：側面：前部：個数及び性能  

反射器：側面：後部：個数及び性能  

反射器：側面：中央部：個数及び性能  

 視野確保装置 

後写鏡：左：形式  

後写鏡：左：寸法 (mm)  

後写鏡：右：形式  



後写鏡：右：寸法 (mm)  

後写鏡：室内：形式  

後写鏡：室内：寸法 (mm)  

直前確認鏡：形式  

直前確認鏡：寸法 (mm)  

直左確認鏡：形式  

直左確認鏡：寸法 (mm)  

窓ふき器：個数  

消火器 

型式  

性能  

内圧容器 

容量 (L)  

最高使用圧力 (MPa)  

性能 

最高速度 (km/h)  

制動停止距離 (ｍ) (初速 (km/h))  

最小回転半径 (m)  

主ﾌ゙ ﾚー ｷ：効きおくれ時間 (秒)  

排出ガス濃度：８モード黒煙 (％)  

その他  

その他（構造、装置に係る事項） 

  

 備考 

  



第４号様式  （輸入自動車特別取扱届出済書）（取扱要領第３関係） 
 

（表） 

 

 

輸入自動車特別取扱届出済書 

 

 

 

                              殿 

 

 

    次の自動車について、輸入自動車特別取扱要領により届出があつた。 

 
車 名 及 び 型 式  自 動 車 の 種 別  

 

自 動 車 の 用 途  車 体 の 形 状  

原 動 機 の 型 式 

（総排気量） 

 

（              Ｌ） 

軸 距 

（ｍ） 
 

窒 素 酸 化 物 

(g/km,g/kWh) 

 
粒子状物質 

(g/km,g/kWh) 

 

届出年月日､決裁番号 
 

変更届出年月日､決裁番号 

 

 

 

 

 

 

 

備考 

 

 

 

      第      号 

        年  月  日 

                                                    国土交通省自動車局 

                                                       審査・リコール課長  印 

 

（日本工業規格Ａ列４番） 



（裏） 

 

  

（取扱要領第９第２項の確認結果） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                    年    月    日 

 

                                            届出者の氏名又は名称 

 

                                                     印 

 

 

 

  

（車台番号拓本の貼付位置） 

 

 

 注）当該自動車に係る車台番号の全ての字体が、車台番号の打刻届出書等に貼付等された拓本等

によって確認できる場合は、上欄に車台番号の拓本の貼付を省略することができる。 

  この場合、当該自動車の車台番号は、上欄にインク等により記載するものとする。 



第５号様式  （「輸入自動車特別取扱届出済書」返納届出書）（取扱要領第３関係） 

 

 

「輸入自動車特別取扱届出済書」返納届出書 
 

 
  国土交通省自動車局  
      審査・リコール課長 殿 
 
                                               年    月    日 
 
                                       届出者の氏名又は名称 
 
                                                           印 
 
 
                                       住所                    
 

 さきに交付を受けた下記１の自動車の届出済書については、下記２の理由により、下表のとおり
返納します。 

 
記 

 
 １．対象自動車 

      車名・型式（ＰＨＰ番号）  

      決裁番号（自審第  号） 

      年月日 

 

  ２．返納の理由 

 

 

  ３．返納する届出済書 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

届 出 済 書 番 号 
枚  数 

届 出 済 書 番 号 
枚  数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

始 番 号 終 番 号 始 番 号 終 番 号 

      

      

      

   
合  計（Ｃ） 

 

交付を受けた枚数（Ａ） 
 

使 用 枚 数（Ｂ） 
 

    
      注）（Ｃ）＝（Ａ）－（Ｂ） 



第６号様式  （輸入自動車特別取扱変更届出書）（取扱要領第６関係） 

 

 

 

輸入自動車特別取扱変更届出書 

 

 

    国土交通大臣 殿 

 

 

                                               年    月    日 

 

                                       届出者の氏名又は名称 

 

                                                           印 

 

 

                                       住所                    

車 名 及 び 型 式 

（ Ｐ Ｈ Ｐ 番 号 ） 

 

変 更 事 項 及 び 変 更 事 由 

 

変  更  年  月  日 

 

 

備                          考 

 

（日本工業規格Ａ列４番） 

 



附則１ 自動車等の同一型式判定要領 

 

第１ 自動車等の同一型式の範囲 

 自動車の届出を現に行う場合において同一の型式として処理できる範囲は、自動車の構造・装置が、過去において届

出書を提出し届出済書の交付を受けた自動車等の構造・装置と比較して、その相違が別表第１に掲げる「型式を区別す

る事項」のいずれにも該当しないときとする。 

 

第２ 類別 

１ 自動車等の構造・装置が、過去において届出書を提出し届出済書の交付を受けた自動車の構造・装置と比較して、その

相違が第１の同一型式の範囲内にあり、かつ、この通達の別紙「輸入自動車特別取扱要領」で定める第２号様式、第２

号様式の１及び第２号様式の２の車両諸元要目表の類別区分番号を区分する項目の基準諸元（車体の形状、長さ、幅、

高さ、軸距、荷台の内側寸法、荷台オフセット、車両重量（軸重を含む）、乗車定員、最大積載量、車両総重量（軸重

を含む）、最大安定傾斜角度、車輪配列、旅客運送事業用適否、最高出力、最大トルク、騒音、排出ガス重量及び燃料

の規格をいう。（以下同じ。））の一つが異なるときは、相違する当該基準諸元ごとに「類別」を設けなければならな

い。 

 

２ 類別は次に掲げる例により表すものとする。 

 セダン、ハッチバック、ワゴン、コンバーチブル、ロングボデー、1.25トン積、６人乗、４ＷＤ、４ＷＳ、サイドダン

プ、高床三方、ダブルタイヤ、エアバッグ、ＡＢＳ、ディスクブレーキ、２扉、中扉前向、フレーム断面形状ロ型、軸

距１．８５０ｍ、Ｅ１０対応車 

 

 

別表第１（自動車等の同一型式の範囲） 

型式を区別する事項 例             示 

１ 種別（道路運送車両法施行規

則第１条及び第２条の規定によ

る。） 

普通自動車、小型自動車、軽自動車、大型特殊自動車、小型特

殊自動車、第一種原動機付自転車、第二種原動機付自転車 

２ 用途（「自動車の用途等の区

分」による。） 

  

 

乗用自動車、乗合自動車、貨物自動車、特種用途自動車 

３ 車体の外形 (1) 乗用自動車の場合 

 

 

 

 

 

 

   ボンネット、キャブオーバ、セミキャブ、オートバイ、

側車付オートバイ 

(2) 乗合自動車の場合 

    ボンネット、キャブオーバ、リヤエンジン、アンダフロ

ア 

(3) 貨物自動車の場合 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ボンネット、キャブオーバ、セミキャブ、ダンプ、バン、

ピックアップ、三輪トラック、三輪ダンプ、三輪バン、ト

ラクタ、フルトレーラ、セミトレーラ、ドリー付トレーラ 

(4) 特種用途自動車の場合 

    消防車、警察車、救急車、道路作業車、医療防疫車、寝

台車、冷蔵冷凍車、放送宣伝車、霊柩車、護送車、タンク

車、散水車、工作車、架線修理車、クレーン車、郵便車、

糞尿車、移動電話車、コンクリートミキサー車、塵芥車 

(5) 大型特殊自動車及び小型特殊自動車の場合（作業用附属

装置の装着による相違を除く。） 

    ブルドーザ、ロードローラ、タイヤローラ、ロードスタ

ビライザ、タイヤドーザ、グレーダ、スクレーパ、ショベ

ルローダ、ダンパ、モータスイーパ、フォークリフト、ホ

イールクレーン、ストラドルキャリア、アスファルトフィ

ニッシャ、ホイールハンマ、ロータリ除雪車、農耕トラク

タ、ポールトレーラ 

４ 原動機の種類及び主要構造 

  （農耕作業用に係る小型特殊自

動車を除く。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｱ) レシプロエンジン、ロータリエンジン、ガスタービン 

(ｲ) 火花点火式、圧縮着火式 

(ｳ) ２サイクル、４サイクル 

(ｴ) 気筒数、気筒内径、気筒行程の相違 

(ｵ) 気筒配列の相違 

(ｶ) 頭上弁式、側弁式 

(ｷ) 冷却方式の相違 

(ｸ) 総排気量の相違 

(ｹ) ステータ内容積の相違 

(ｺ) 電動機の種類の相違 

５ 燃料の種類及び動力用電源装

置の種類 

(ｱ)  メタノール、ガソリン、軽油、ＬＰＧ、灯油、電気、ガ

ソリン ＬＰＧ、ガソリン 灯油、ＣＮＧ、ＬＮＧ、ＡＮＧ、

圧縮水素、ガソリン・電気、ＬＰＧ・電気、軽油・電気 

(ｲ)  主電池の種類の相違 

(ｳ) 燃料電池の種類の相違 

６ 動力伝達装置の種類及び主要

構造 

 

 

 

(ｱ)  推進軸式、チェーン式 

(ｲ)  前輪駆動（全輪駆動を基本としたものを除く。）、後輪駆

動（全輪駆動を基本としたものを除く。）、全輪駆動（前輪又

は後輪駆動を基本にしたものを除く。） 

(ｳ)  後複軸一軸駆動、後複軸二軸駆動 

７ 走行装置の種類及び主要構造 

 

(ｱ) 車軸数の相違         

(ｲ) タイヤ、カタピラ           

(ｳ) ホチキス式、トルク管式        
  
８ 操縦装置の種類及び主要構

造 

 

 

(ｱ) 直接操向ハンドル式、間接操向ハンドル式 

(ｲ) 操向車輪の数（後輪が前輪の操向と連動し、かつ、補助

的に操向することによる操向車輪数の相違を除く。） 

(ｳ)  操向車輪の関係位置の相違 

９ 懸架装置の種類及び主要構造 (ｱ) 独立懸架、普通懸架          



 

 

(ｲ) トランスバース式、パラレル式     

(ｳ) テレスコピック式、ボトムリンク式   

(ｴ)  空気ばね、コイルばね、板ばね 

10 車わく 

 

(ｱ) 梯子形、背骨形            

(ｲ) フレームレス、フレーム付     

11 軸距 

 

 

 

 

軸距（複軸の場合は車軸毎の距離とする。）の相違であって、

次に掲げるもの以外のもの。ただし、カタピラを有する大型特

殊自動車にあっては、上部構造支持台寸法の相違 

(ｱ) 車枠を有する自動車（けん引車及び被けん引車を除く。）

であって、車わくの構造が梯子形、背骨型のもの（複軸間の

距離が相違するもの、複軸間の距離が同一であって当該２軸

の荷重合成中心位置が相違するもの及び各軸独立支持の軸

を有する自動車であって前前軸と前後軸との距離が相違す

るものを除く。） 

(ｲ) キャスタ、トレール、ばね、スイングアーム、チェーン式

減速機の減速比、緩衝装置の寸法の相違又はカウンタウエイ

トの変更によって相違する場合 

(ｳ) 小型特殊自動車 

12 主制動装置の種類 油圧ブレーキ、空気ブレーキ、機械式ブレーキ 

13 適合する排出ガス規制値 排出ガス規制年の相違 

14  車両総重量 8.0トン未満と

8.0トン以上（貨物の運送の用に

供する自動車に限る。） 

大型貨物自動車、普通貨物自動車 

 

 

 

 



附則２ 自動車の車台番号又は原動機の型式の打刻届出等取扱要領 

 

 本要領は、法第２９条及び第３０条並びに施行規則第２７条、第３０条、第３１条、第７０条第１項第１号及び第２号

の規定によるほか、以下のとおり定める。 

 

１．打刻届出書の提出 

（１）打刻届出書の提出 

 法第２９条第２項に規定する者（以下「自動車の製作を業とする者等」という。）が、車台番号又は原動機の型式の

打刻を行うときは、あらかじめ打刻開始前相当期間の余裕をもって、施行規則第６号様式による届出書に別記の記載例

に従って所要の事項を記載し、提出すること。ただし、打刻字体の欄は、当該打刻字体が既に届け出た打刻字体と同一

の場合には、その旨を記載することにより、打刻字体の記載を省略して差し支えない。 

（２）打刻変更届の提出 

 前号の届出をした者が施行規則第７０条第１項第１号に規定する変更をしたとき又は製作をやめたときの届出は、別

添第１号様式によること。 

（３）法第３０条第１項の規定による届出書は、輸入の日から２０日以内に施行規則第７号様式により提出すること。また、

同条第２項よる届出書は、施行規則第６号様式による届出書に別記の記載例に従って所要の事項を記載し、提出するこ

と。ただし、打刻字体の欄は、当該打刻字体が既に届け出た打刻字体と同一の場合には、その旨を記載することにより、

打刻字体の記載を省略して差し支えない。 

（４）届出書等に記入する署名 

 申請書、届出書には、押印することに代えて、申請、届出する者（法人にあってはその代表者又はその法人の者であ

ってその法人の代表者から申請、届出に関する権限の委任を受けた者）が署名することができる。 

 

２．打刻の基準 

（１）打刻の様式 

(ア)型式、番号及び記号（記号にあっては、自動車又は自動車の車台の輸入を業）とする者が打刻をする場合に限る。）

の順に配列し、これらをハイフォン等により明確に区分すること。ただし、日本工業規格（JIS）Ｄ４９０１－１９８

２「車両識別番号（VIN）」又は同規格Ａ８３１３－２００１「土工機械－製品識別番号（PIN）」により打刻した場合

には、この限りでない。また、原動機の番号は、省略することができる。 

(イ)同一型式の車台を用いて乗用に供する自動車と貨物の運送の用に供する自動車を製作するときは、これらが明確に区

分できる車台番号の打刻様式とすること。 

(ウ)打刻の総桁数は、１７桁以下とすること。 

（２）打刻の方法 

(ア)打刻は、容易に塗抹できないよう正確鮮明に行うこと。 

(イ)車台番号は、黒皮のまま打刻すること。ただし、自動車の車台の主要部分が金属でない場合には、表面の生地に直接

打刻し、又は一体構造として組み込まれた金属部分に打刻することができる。この場合には、表面の生地に直接打刻す

るものにあっては当該自動車の車台の主要部分が金属でないこと、及び一体構造として組み込まれた金属部分に打刻す

るものにあっては当該自動車の車台の主要部分が金属でなく、かつ、打刻する金属部分が一体構造であることを証する



当該自動車の製作を業とする者の書面を打刻届出書に添付すること。 

(ウ)原動機の型式は、削正面又は鋳肌面に打刻すること。ただし、鋳造浮出しとして表示して差し支えない。また、原動

機の型式を２か所に打刻する場合は、打刻様式及び打刻字体はそれぞれ同一であること。 

(エ)誤打刻又は不鮮明な打刻をしたときは、二重に打刻を行なうことなく、あらかじめ届け出た訂正様式により、訂正し

て打刻すること。 

   （例） 

                        ウ  ウ 

      ＡＢ－０１２３４５ 

            ６ ７ 

           ウ６ウ７ 

      ＡＢ－０１２３４５ 

（３）打刻は、次に掲げる位置に行うこと。 

(ア)車台番号にあっては、フレーム、カウルトップパネル等の車台の主要部分で、その型式、番号等が容易に確認できる

位置 

(イ)原動機の型式にあっては、シリンダブロック、シリンダヘッド（他の型式の原動機と互換性がある場合を除く）等の

原動機の主要部分で、その型式（２か所に打刻した場合には、いずれかの打刻）が容易に確認できる位置 

(ウ)蓄電池溶液等により腐食等のおそれのない位置 

（４）打刻の様式、位置等の統一 

 自動車の製作を業とする者等において、２以上の型式の車台又は原動機に打刻するときは、原則として、その様式、

位置及び字体（以下「打刻の様式等」という。）が同様となるように統一すること。ただし、輸入自動車であって、当

該自動車の製作者の指示に従って打刻しなければならないものにあっては、当該指示による打刻の様式等によって打刻

して差し支えない。 

 

３．打刻の字体の均一性の保持 

 刻印等の管理を適正に行い、打刻の字体の均一性の保持を図ること。 

 

４．部品として譲渡する車枠への打刻 

 車台番号の打刻位置を含む部分を部品として譲渡するときは、これに車台番号の打刻をしてはならない。 

 

５．輸入自動車等の打刻指定の申請書等 

（１）外国自動車の輸入を業とする者等が、法第２９条第１項の指定を受けようとするときの申請は、別添第２号様式によ

ること。この場合において、自動車の製作を業とする者が自ら製作した自動車以外の自動車又は自動車の車台若しくは

原動機に打刻する場合にあっては、別添第２号様式の申請者の経歴の概要欄に最近取得した自動車型式指定番号、新型

自動車番号又は自動車認定番号、指定、届出又は認定年月日、車名及び型式を、打刻業務に関する組織及び取扱い内規

欄に自動車製作者である旨をそれぞれ記載すればよい。 

（２）前号の申請書には、次の書面を添付すること。なお、添付された書面の原本が日本語以外の場合には、原本（(ウ)及

び（エ）にあってはその写し）及び和訳文を添付し、和訳文が原本と相違ないことを証明すること。 



(ア)当該車名の自動車の車台に車台番号の打刻がないこと又は原動機に原動機の型式がないことを証する当該車名の自

動車又は原動機を製作することをそれぞれ業とする者の書面 

（（イ）及び（ウ）の場合を除く。） 

(イ)既に打刻届出を行った型式の原動機の修理の用に供するシリンダブロック（以下「修理用シリンダブロック」という。）

に打刻をするための申請を行う場合には、当該修理用シリンダブロックに原動機の型式の打刻がないことを証する当該

原動機を製作することを業とする者の書面及び当該修理用シリンダブロックにより修理された後に当該原動機の型式

を打刻することを申請者に指示する当該原動機を製作することを業とする者の書面 

（ウ）自動車又は自動車の車台を製作する者（以下「自動車製作者」という。）により打刻された車台番号を、当該打刻

を実施した自動車製作者の指示により修正打刻をするための申請を行う場合には、自動車製作者との修正打刻を行うこ

とについての契約書の写し及び自動車製作者の指示により実施する旨を記載した書面 

（エ）当該車名の自動車又は自動車の車台若しくは原動機を輸入することについて、外国において本邦に輸出される当該車

名の自動車又は自動車の車台若しくは原動機を製作することをそれぞれ業とする者との契約書の写し 

（３）別添第２号様式の申請書の記載事項に変更があったときの変更届は、別添第３号様式によること。この場合において、

打刻しようとする自動車の製作者名若しくは車名、打刻しようとする車台の製作者名又は打刻しようとする原動機若し

くは修理用シリンダブロックの製作者名を変更しようとするときは、前号に準じた書類を添付すること。また、自動車

の製作を業とする者が自動車の製作を業とする者でなくなったときは、打刻業務に関する組織及び取扱内規を添付する

こと。 

 

６．地方運輸局等の経由 

  前記「１．輸入自動車等の打刻指定の申請書等」及び「２．打刻届出書の提出」について車台番号等の打刻届出を行う

場合は、以下により地方運輸局（沖縄総合事務局を含む。以下同じ。）を経由して国土交通大臣に提出することができる。 

（１）法第３０条第１項に規定する者が同項の規定により国土交通大臣に届出する輸入自動車又は当該自動車の車台若しく

は原動機（以下「輸入自動車等」という。）の車台番号等の打刻届出書の経由は、次によるものとする。 

（ア）打刻届出書を経由することのできる地方運輸局は、次の住所、所在地又は位置を管轄する地方運輸局のいずれかと

する。 

 ａ．自動車又はその部分の輸入を業とする者の住所 

 ｂ．自動車又はその部分の輸入を業とする者が管轄する保税倉庫の所在地 

 ｃ．打刻届出書に記載された車台番号等を有する自動車の使用の本拠の位置 

（イ）前項の地方運輸局は、打刻届出書を提出した者について「自動車又はその部分の輸入を業とする者」及び「自動車

又は自動車の車台若しくは原動機を輸入したとき」にそれぞれ該当する旨を次に掲げる書面を添付させて確認するも

のとする。ただし、次回以降の届出の際に添付する(１)の書面については、適切な方法により確認することによって

省略させて差し支えない。 

  ａ．「輸入を業とする者」に該当する旨を確認する書面は、次のいずれかとする。 

   ① 法人にあっては、次のいずれかとする。 

  ・自動車又はその部分の輸入を業とする旨が目的欄に記載されている登記簿謄本若しくは抄本 

  ・自動車又はその部分の輸入を業とする旨を地方自治体が証明した書面（事業開始等届提出済証明書等） 

   ② 個人にあっては、自動車又はその部分の輸入を業とする旨を地方自治体が証明した書面（個人事業開始届提出



済証明書等） 

  ｂ．「輸入したとき」に該当する旨を確認する書面は、税関の確認を受けた輸入（納税）申告書の写し又は税関等の

発行する自動車通関証明書の写しとする。 

（ウ）打刻届出書は、正本及びその写各１通を届出の際に提出させるものとする。 

  この場合において、必要と認められるときは、打刻届出書の正本に自動車の車台番号又は原動機の型式の拓本の貼付

を求めることができる。 

（エ）地方運輸局は、打刻届出書を受付するときは、その正本及びその写に受付印を押印するものとする。 

（オ）地方運輸局は、前項の打刻届の写を届出者に返付するものとする。 

（カ）地方運輸局は、打刻届出書を１０年間保存するものとする。 

（２）道路運送車両法施行規則（昭和２６年運輸省令第７４号。以下「施行規則」という。）第６３条の３第１項の規定によ

り検査対象外軽自動車等（同条第２項ただし書きに規定する小型特殊自動車を除く。以下同じ。）の型式認定（以下「型

式認定」という。）を申請する者に限る。）が同条第２項の規定により国土交通大臣に届出する自動車の車台番号等の打

刻届出書の経由は、次によるものとする。 

（ア）打刻届出書を経由することのできる地方運輸局は、申請者が型式認定申請書を提出する地方運輸局とする。 

（イ）打刻届出書は、正本１通及び写１通を提出するものとする。 

（ウ）地方運輸局は、打刻届出書を受付するときは、その届出内容を「審査・リコール課個別業務システム」のデータベ

ースに入力し、受付番号を払い出し、届出者に通知するとともにその正本及び写１通に受付印を押印するものとする。 

（エ）地方運輸局は、前項の打刻届出書の写１通を届出者に返付するとともに正本を審査・リコール課に送付するものと

する。 

（オ）打刻届出書の正本は、型式認定申請書とともに進達して差し支えないものとする。 

（カ）地方運輸局は、打刻届出に係る事項が適当でないと認めるときは、すみやかにその旨を具申すること。 

（キ）第１項から第４項まで及び第６項の規定は、施行規則第７０条の規定により変更届等について届け出る場合に準用

する。 

７．電子申請による届出 

法第２９条第１項の指定申請、法第２９条第２項の打刻届出、法第３０条第１項及び第２項の打刻届出、施行規則第７

０条第１項第１号及び第２号の変更届出等を行う際、電子申請により行うことができる。 

また、電子申請により申請又は届出を行う場合には、６．「地方運輸局等の経由」（６．（１）を除く。）の取扱いによら

ず、直接、国土交通大臣に申請又は届出を行うものとする。 



第２号様式（輸入自動車打刻指定申請書） 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

              自動車 

            輸入車 台打刻指定申請書 

              原動機  

                                     

 

 

 

 

 長   国土交通大臣     殿 受付番号 受付年月日   

 

 

 

 

          年  月  日 ※ ※  

 

 

 

 

 

 

○ 

                                    

 

  申請者の氏名又は名称                                     印 

 

 

   住        所   

 辺    

  
事業場の名称及び所在地                             

 

 

 

 
  

事 申請者の経歴の概要                         
 

 

 

 
  

業 打 刻 業 務 に 関 す る 組 織 及 び 取 扱 内 規                         
 

 

 

 
  

内 
打刻責任者 

氏名 
 

 

 

 
 ○ 

容 職名 
 

 

 

 
  

打 刻 し よ う と す る 自 動 車 の 製 作 者 名                             
 

 

 

 
  

打刻しようとする 車名 
     

  自動車 数量      

 
  

打 刻 し よ う と す る 車 台 の 製 作 者 名                             
 

 

 

 
  

打 刻 し よ う と す る 原 動 機 の 製 作 者 名                             
 

 

 

 
  

 備考 
 

 

 

 
    
 

         短   辺                      （日本工業規格Ａ列４番）       

備考１．当該欄に「別添」と記載することにより、当該欄の記載内容を別添とすることができる。 
  ２．申請書の記載項目及び記載内容については、参考として英語訳を併記しても差し支えない。この場合には、

備考欄に「英語訳は参考として併記したものである」旨を日本語及び英語で記載すること。 
  ３．申請書の名称については、不要な文字を抹消すること。また、打刻しようとする自動車の製作者名欄、打

刻しようとする自動車欄、打刻しようとする車台の製作者名欄及び打刻しようとする原動機の製作者名欄
については、不要な欄を削除することができる。 

  ４．※印の欄は、記入しないこと。 



第３号様式（輸入自動車打刻指定申請書記載事項変更届） 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

           自動車 

         輸入車 台打刻指定申請書記載事項変更届 

           原動機 

 

国土交通大臣      殿 

           年  月  日 

 

 

  届出の氏名又は名称                                       印 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   住        所   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 辺 

○ 
指定年月日 

 

 
指 定 番 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更事項及び 

変更年月日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  備考 

 

 

 

 

    
 

     短    辺             （日本工業規格A列４番） 

  備考 

  １．変更届の記載項目及び記載内容については、参考として英語訳を併記しても差し支えない。この場合には、
備考欄に「英語訳は参考として併記したものである」旨を日本語及び英語で記載すること。 

  ２．変更届の名称については、不要な文字を抹消すること。 



第１号様式（自動車の車台番号等の打刻変更届） 

 

 

 
   

 

 

 

 

 

 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

              車 台 番 号                  変更 

          自動車の      の打刻    届 

              原動機の型式      廃止 

 

 

国土交通大臣      殿 

           年  月  日 

 

 

  届出者の氏名又は名称                                      印 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   住        所   

 辺    

 

 

 

 
車 名 及 び 型 式                             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 車 台 

      の 名 称 及 び 型 式                      

 原動機 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

届出者の氏名又は                     新 
 

 

 

 

 

 

 

 
名 称 及 び 住 所                     旧 

 

 

 

 

 

 

 

 
打刻を行う事業場                     新 

 

 

 

 

 

 

 

 
の名称及び所在地                     旧 

 

 

 

 

 

 

 

 
製 作 を 廃 止 し た 日                           年  月  日 

 

 

 

 

 

 
   備考 

 

 

    
 

      短    辺                 （日本工業規格A列４番） 

 備考 

  １．当該欄に「別添」と記載することにより、当該欄の記載内容を別添とすることができる。 
  ２．変更届の記載項目及び記載内容については、参考として英語訳を併記しても差し支えない。この場合には、

備考欄に「英語訳は参考として併記したものである」旨を日本語及び英語で記載すること。 
                        車 台 
  ３．変更届の名称並びに      の名称及び型式欄については、不要な文字を抹消す 
             原動機 
   ること。また、車名及び型式欄、変更事項の届出者の氏名又は名称及び住所欄、打刻を行う事業場の名称及

び所在地欄並びに製作を廃止した日欄については、不要な欄を削除することができる。 



別記  車台番号又は原動機の型式の打刻届出書記載例 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 長 

 

 

 

 

 辺 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

車 台 番 号             

自動車の      の打刻届出書 

原動機の型式 

 

 

国土交通大臣殿 

               届出者の氏名又は名称 ○○自動車株式会社 

                                     代表取締役社長○○○○ ㊞ 

               住        所 ○○県○○市○○町○○番地 

平成６年１１月１日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
車 名 及 び 型 式                       富士Ｅ－ＡＢ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

車 台 

     の名称及び型式                 

原動機  

 

富士ＡＢ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

打 刻 様 式                       

 

ＡＢ－１０００００１ 

型式 番号                    ウ３ 

        訂正様式ＡＢ－１００００５１ 

 

 

 

 

 

 

 

○ 
打 刻 字 体                       ＡＢ０１２３４５６７８９－×ウ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

打 刻 位 置 説 明 図                       

 

 

            車台番号 

            左側前車軸上部のフレームの 

            上面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

打刻を行う事業場の名称 

及び所在地 

○○自動車株式会社 

○○県○○市○○町○○番地 

 

 

 

 

 

 

 
備         考 

 

 

 

 

    
 

                 短      辺                 （日本工業規格A列４番） 

 

 



附則３ 自動車排出ガス規制の識別記号 

 

 輸入自動車特別取扱の届出を行う場合は、型式の頭部に、下記による識別記号を付与すること。 

 

                   記 

 

１．平成１６年規制以前の自動車にあっては、型式の頭部に、次表による識別記号を付与する。 

自動車排出ガスの状態 識別記号 備       考 

昭和50年度規制に適合させ

たもの 

Ａ 専ら乗用の用に供する乗車定員10人以下の自動車 

Ｈ  上記以外の自動車 

昭和51年度規制に適合させ

たもの 

Ｂ 

１等価慣性重量が１トン以下のもの

（軽自動車を除く。） 

２等価慣性重量が１トンを超えるもの及

び４サイクル軽自動車であって、窒素

酸化物の排出量の値が10モード法によ

り運行する場合には0.84ｇ／㎞、11モ

ード法により運行する場合には 8ｇ以

下のもの 

専ら乗用の

用に供する

乗車定員10

人以下の自

動車 

Ｃ 

等価慣性重量が１トンを超えるもの、及び

４サイクル軽自動車であって上記２以外

のもの 

昭和53年度規制に適合させ

たもの 
Ｅ 

専ら乗用の用に供する乗車定員10人以下の自動車 

昭和54年規制に適合させた

もの 
Ｊ 

ガソリン又は液化石油ガスを燃料とする自動車（専ら乗

用の用に供する乗車定員10人以下の自動車を除く。） 

Ｋ  軽油を燃料とする自動車 

昭和56年規制に適合させた

もの Ｌ 

ガソリン又は液化石油ガスを燃料とする自動車であって

車両総重量が 2.5トン以下のもの（軽自動車及び専ら乗

用の用に供する乗車定員10人以下の自動車を除く。） 

昭和57年規制に適合させた

もの 
Ｍ 

ガソリン又は液化石油ガスを燃料とする自動車であって

車両総重量が 2.5トンを超えるもの及び４サイクル軽自

動車（専ら乗用の用に供する乗車定員10人以下の自動車

を除く。） 

Ｎ 
軽油を燃料とする自動車（直接噴射式の原動機を有する

ものを除く。） 

昭和58年規制に適合させた

もの 
Ｐ 

軽油を燃料とする自動車（直接噴射式の原動機を有する

ものに限る。） 



昭和61年規制又は昭和62年

規制に適合させたもの 
Ｑ 

軽油を燃料とする専ら乗用の用に供する乗車定員10人以

下の普通自動車及び小型自動車 

昭和63年規制に適合させた

もの Ｒ 

ガソリン又は液化石油ガスを燃料とする

自動車であつて車両総重量が 1.7トン以

下のもの（軽自動車を除く。） 

専ら乗用の

用に供する

乗車定員10

人以下の自

動車を除く。 Ｓ 

軽油を燃料とする自動車であって車両総

重量が 2.5（直接噴射式の原動機を有する

ものにあっては 3.5）トン以下のもの 

平成元年規制に適合させた

もの Ｔ 

ガソリン又は液化石油ガスを燃料とする

自動車であつて車両総重量が 1.7トンを

超えるもの 

Ｕ 

軽油を燃料とする自動車であって車両総

重量が 2.5（直接噴射式の原動機を有する

ものにあっては 3.5）トンを超えるもの

（車両総重量が８トンを超えるセミトレ

ーラをけん引するけん引自動車及びクレ

ーン作業用自動車を除く。） 

平成２年規制に適合させた

もの 

Ｖ  ４サイクル軽自動車  

Ｗ 

軽油を燃料とする自動車であって車両総

重量が８トンを超えるセミトレーラをけ

ん引するけん引自動車及びクレーン作業

用自動車 

 

Ｘ 

軽油を燃料とする専ら乗用の用に供する乗車定員10人以

下の普通自動車及び小型自動車であって車両重量が1265

キログラム以下のもの 

平成４年規制に適合させた

もの 

 

Ｙ 

軽油を燃料とする専ら乗用の用に供する乗車定員10人以

下の普通自動車及び小型自動車であって車両重量が1265

キログラムを超えるもの 

 

 

 

Ｚ 

ガソリン又は液化石油ガスを燃料とする

自動車であつて車両総重量が 2.5トンを

超えるもの 

専ら乗用の

用に供する

乗車定員10

人以下の自動

車を除く。 

平成５年規制に適合させた

もの 
ＫＡ 

軽油を燃料とする自動車であって車両総

重量が 1.7トン以下のもの 

 

 

 

ＫＢ 

軽油を燃料とする自動車であって車両総

重量が 1.7トンを超え 2.5トン以下のも

の 

 

 

平成６年規制に適合させた

もの 
ＫＣ 

軽油を燃料とする自動車であって車両総

重量が 2.5トンを超えるもの 

 



 
ＫＤ 

軽油を燃料とする専ら乗用の用に供する乗車定員10人以

下の普通自動車及び小型自動車 

 

ＧＡ 

ガソリン又は液化石油ガスを燃料とする自動車であって

車両総重量が 1.7トンを超え 2.5トン以下のもの（専ら

乗用の用に供する乗車定員１０人以下の自動車を除く。） 

平成７年規制に適合させた

もの ＧＢ 

ガソリン又は液化石油ガスを燃料とする自動車であって

車両総重量が 2.5トンを超えるもの（専ら乗用の用に供

する乗車定員１０人以下の自動車の自動車を除く。） 

平成９年規制に適合させた

もの 
ＫＥ 

軽油を燃料とする自動車（ハイブリッド自動車を除く。）

であって車両総重量が1.7トン以下のもの又は専ら乗用

の用に供する乗車定員１０人以下の自動車であって車両

重量が1265キログラム以下のもの 

 

ＨＡ 

軽油を燃料とする自動車（ハイブリッド自動車に限る。）

であって車両総重量が1.7トン以下のもの又は専ら乗用

の用に供する乗車定員１０人以下の自動車であって車両

重量が1265以下のもの） 

 

ＫＦ 

軽油を燃料とする自動車（ハイブリッド自動車を除く。）

であって車両総重量が1.7トンを超え2.5トン以下のもの

（専ら乗用の用に供する乗車定員１０人以下の自動車以

外のものであって手動変速装置を備えたものに限る。） 

 

ＨＢ 

軽油を燃料とする自動車（ハイブリッド自動車に限る。）

であって車両総重量が1.7トンを超え2.5トン以下のもの

（専ら乗用の用に供する乗車定員１０人以下の自動車以

外のものであって手動式変速装置を備えたものに限る。） 

 

ＫＧ 

軽油を燃料とする自動車（ハイブリッド自動車を除く。）

であって車両総重量が2.5トンを超え3.5トン以下のもの

（専ら乗用の用に供する乗車定員１０人以下の自動車を

除く。） 

 

ＨＣ 

軽油を燃料とする自動車（ハイブリッド自動車に限る。）

であって車両総重量が2.5トンを超え3.5トン以下のもの

（専ら乗用の用に供する乗車定員１０人以下の自動車を

除く。） 

平成10年規制に適合させた

もの ＫＨ 

軽油を燃料とする専ら乗用の用に供する乗車定員１０人

以下の自動車（ハイブリッド自動車を除く。）であって車

両重量が1265キログラムを超えるもの 

 

ＨＤ 

軽油を燃料とする専ら乗用の用に供する乗車定員１０人

以下の自動車（ハイブリッド自動車に限る。）であって車

両重量が1265キログラムを超えるもの 



 

ＫＪ 

軽油を燃料とする自動車（ハイブリッド自動車を除く。）

であって車両総重量が1.7トンを超え2.5トン以下のもの

（専ら乗用の用に供する乗車定員１０人以下の自動車以

外のものであって手動式変速装置を備えたものを除く。） 

 

ＨＥ 

軽油を燃料とする自動車（ハイブリッド自動車に限る。）

であって車両総重量が1.7トンを超え2.5トン以下のもの

（専ら乗用の用に供する乗車定員１０人以下の自動車以

外のものであって手動式変速装置を備えたものを除く。） 

 

ＫＫ 

軽油を燃料とする自動車（ハイブリッド自動車を除く。）

であって車両総重量が3.5トンを超え12トン以下のもの

（専ら乗用の用に供する乗車定員１０人以下の自動車を

除く。） 

 

ＨＦ 

軽油を燃料とする自動車（ハイブリッド自動車に限る。）

であって車両総重量が3.5トンを超え12トン以下のもの

（専ら乗用の用に供する乗車定員１０人以下の自動車を

除く。） 

 

ＧＣ 

ガソリン又は液化石油ガスを燃料とする自動車（ハイブ

リッド自動車を除く。）であって車両総重量1.7トンを超

え2.5トン以下のもの（専ら乗用の用に供する乗車定員１

０人以下の自動車を除く。） 

 

ＨＧ 

ガソリン又は液化石油ガスを燃料とする自動車（ハイブ

リッド自動車に限る。）であって車両総重量1.7トンを超

え2.5トン以下のもの（専ら乗用の用に供する乗車定員１

０人以下の自動車を除く。） 

 
ＧＤ 

軽自動車（ハイブリッド自動車を除く。）であって専ら乗

用の用に供する乗車定員１０人以下の自動車以外のもの 

 
ＨＨ 

軽自動車（ハイブリッド自動車に限る。）であって専ら乗

用の用に供する乗車定員１０人以下の自動車以外のもの 

 

ＧＥ 

ガソリン又は液化石油ガスを燃料とする自動車（ハイブ

リッド自動車を除く。）であって車両総重量が2.5トンを

超えるもの（専ら乗用の用に供する乗車定員１０人以下

の自動車を除く。） 

 

ＨＪ 

ガソリン又は液化石油ガスを燃料とする自動車（ハイブ

リッド自動車に限る。）であって車両総重量が2.5トンを

超えるもの（専ら乗用の用に供する乗車定員１０人以下

の自動車を除く。） 

 
ＢＡ 

４サイクル軽二輪自動車（側車付二輪自動車を含む。以

下同じ。） 



４サイクル第一種原動機付自転車 

 
ＢＢ 

２サイクル軽二輪自動車 

２サイクル第一種原動機付自転車 

平成10年アイドリング規制

に適合させたもの ＧＦ 

専ら乗用の用に供する乗車定員１０人以下の自動車（ハ

イブリッド自動車を除く。）であって昭和53年度規制に適

合させたもの 

 

ＨＫ 

専ら乗用の用に供する乗車定員１０人以下の自動車（ハ

イブリッド自動車に限る。）であって昭和53年度規制に適

合させたもの 

 

ＧＧ 

ガソリン又は液化石油ガスを燃料とする自動車（ハイブ

リッド自動車を除く。）であって車両総重量が1.7トン以

下のもの（軽自動車及び専ら乗用の用に供する乗車定員

１０人以下の自動車を除く。） 

 

ＨＬ 

ガソリン又は液化石油ガスを燃料とする自動車（ハイブ

リッド自動車に限る。）であって車両総重量が1.7トン以

下のもの（軽自動車及び専ら乗用の用に供する乗車定員

１０人以下の自動車を除く。） 

平成11年規制に適合させた

もの ＫＬ 

軽油を燃料とする自動車（ハイブリッド自動車を除く。）

であって車両総重量が12トンを超えるもの（専ら乗用の

用に供する乗車定員１０人以下の自動車を除く。） 

 

ＨＭ 

軽油を燃料とする自動車（ハイブリッド自動車に限る。）

であって車両総重量が12トンを超えるもの（専ら乗用の

用に供する乗車定員１０人以下の自動車を除く。） 

 
ＢＣ 

４サイクル小型二輪自動車 

４サイクル第二種原動機付自転車 
   
 

ＢＤ 
２サイクル小型二輪自動車 

２サイクル第二種原動機付自転車 

平成12年規制に適合させた

もの 
ＧＨ 

ガソリン又は液化石油ガスを燃料とする自動車（ハイブ

リッド自動車を除く。）であって専ら乗用の用に供する乗

車定員10人以下の普通自動車及び小型自動車並びに専ら

乗用の用に供する軽自動車 

 

ＧＪ 

ガソリン又は液化石油ガスを燃料とする自動車（ハイブ

リッド自動車を除く。）であって車両総重量が1.7トン以

下の普通自動車及び小型自動車（専ら乗用の用に供する

乗車定員10人以下の自動車を除く。） 



 

ＨＮ 

ガソリン又は液化石油ガスを燃料とする自動車（ハイブ

リッド自動車に限る。）であって専ら乗用の用に供する乗

車定員10人以下の普通自動車及び小型自動車並びに専ら

乗用の用に供する軽自動車 

 

ＨＰ 

ガソリン又は液化石油ガスを燃料とする自動車（ハイブ

リッド自動車に限る。）であって車両総重量が1.7トン以

下の普通自動車及び小型自動車（専ら乗用の用に供する

乗車定員10人以下の自動車を除く。） 

平成13年規制に適合させた

もの 
ＧＫ 

ガソリン又は液化石油ガスを燃料とする自動車（ハイブ

リッド自動車を除く。）であって車両総重量が1.7トンを

超え3.5トン以下の普通自動車及び小型自動車（専ら乗用

の用に供する乗車定員10人以下の自動車を除く。） 

 

ＨＱ 

ガソリン又は液化石油ガスを燃料とする自動車（ハイブ

リッド自動車に限る。）であって車両総重量が1.7トンを

超え3.5トン以下の普通自動車及び小型自動車（専ら乗用

の用に供する乗車定員10人以下の自動車を除く。） 

 

ＧＬ 

ガソリン又は液化石油ガスを燃料とする自動車（ハイブ

リッド自動車を除く。）であって車両総重量が3.5トンを

超える普通自動車及び小型自動車（専ら乗用の用に供す

る乗車定員10人以下の自動車を除く。） 
   
 

ＨＲ 

ガソリン又は液化石油ガスを燃料とする自動車（ハイブ

リッド自動車に限る。）であって車両総重量が3.5トンを

超える普通自動車及び小型自動車（専ら乗用の用に供す

る乗車定員10人以下の自動車を除く。） 

平成14年規制に適合させた

もの 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＧＭ 
軽自動車（ハイブリッド自動車を除く。）であって専ら乗

用の用に供する乗車定員10人以下の自動車以外のもの 

ＨＳ 
軽自動車（ハイブリッド自動車に限る。）であって専ら乗

用の用に供する乗車定員10人以下の自動車以外のもの 

ＫＭ 

軽油を燃料とする専ら乗用の用に供する乗車定員10人以

下の普通自動車及び小型自動車（ハイブリッド自動車を

除く。）であって車両重量が1265キログラム以下のもの 

ＨＴ 

軽油を燃料とする専ら乗用の用に供する乗車定員10人以

下の普通自動車及び小型自動車（ハイブリッド自動車に

限る。）であって車両重量が1265キログラム以下のもの 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成14年

規制に適

合させた

もの  

ＫＮ 

軽油を燃料とする専ら乗用の用に供する乗車定員10人以

下の普通自動車及び小型自動車（ハイブリッド自動車を

除く。）であって車両重量が1265キ 

ログラムを超えるもの 

ＨＵ 

軽油を燃料とする専ら乗用の用に供する乗車定員10人以

下の普通自動車及び小型自動車（ハイブリッド自動車に

限る。）であって車両重量が1265キ 

ログラムを超えるもの 

ＫＰ 

軽油を燃料とする自動車（ハイブリッド自動車を除く。）

であって車両総重量が 1.7トン以下のもの（専ら乗用の

用に供する乗車定員10人以下の自 

動車を除く。 

ＨＷ 

軽油を燃料とする自動車（ハイブリッド自動車に限る。）

であって車両総重量が 1.7トン以下のもの（専ら乗用の

用に供する乗車定員10人以下の自 

動車を除く。） 

平成15年規制に適合させた

もの 
ＫＱ 

軽油を燃料とする自動車（ハイブリッド自動車を除く。）

であって車両総重量が 1.7トンを超え 2.5トン以下のも

の（専ら乗用の用に供する乗車定 

員10人以下の自動車を除く。） 

ＨＸ 

軽油を燃料とする自動車（ハイブリッド自動車に限る。）

であって車両総重量が 1.7トンを超え 2.5トン以下のも

の（専ら乗用の用に供する乗車定 

員10人以下の自動車を除く。 

ＫＲ 

軽油を燃料とする自動車（ハイブリッド自動車を除く。）

であって車両総重量が 2.5トンを超え12トン以下のもの

（専ら乗用の用に供する乗車定員 

10人以下の自動車を除く。） 

ＨＹ 

軽油を燃料とする自動車（ハイブリッド自動車に限る。）

であって車両総重量が 2.5トンを超え12トン以下のもの

（専ら乗用の用に供する乗車定員 

10人以下の自動車を除く。） 

平成16年規制に適合させた

もの 
ＫＳ 

軽油を燃料とする自動車（ハイブリッド自動車を除く。）

であって車両総重量が12トンを超えるもの（専ら乗用の

用に供する乗車定員10人以下の自 

動車を除く。） 



ＨＺ 

軽油を燃料とする自動車（ハイブリッド自動車に限る。）

であって車両総重量が12トンを超えるもの（専ら乗用の

用に供する乗車定員10人以下の自 

動車を除く。） 

 



 

２．平成１７年規制以降の自動車にあっては、型式の頭部に、次表の1桁目から３桁目に掲げる 

識別記号を付与すること。         

 

（１）１桁目 

排出ガス規制年 低排出ガス認定 識別記号 

平成１７年規制 無 Ａ 

平成１９年規制 無 Ｅ 

平成２１年規制 無（軽油を燃料とする専ら乗用の用に供する 

  乗車定員10人以下の自動車以外） 
Ｌ 

無（軽油を燃料とする専ら乗用の用に供する 

  乗車定員10人以下の自動車） 
Ｆ 

平成２２年規制 無 Ｓ 

平成２８年規制 無 ２ 

 

（２）２桁目 

燃料の別 ハイブリット自動車の有無 識別記号 

ガソリン又はＬＰＧ 

 

 

有 Ａ 

無 Ｂ 

軽油 

 

 

有 Ｃ 

無 Ｄ 

ＣＮＧ 

 

 

有 Ｅ 

無 Ｆ 

メタノール 

 

 

有 Ｇ 

無 Ｈ 

ガソリン・電気又はＬ

ＰＧ・電気 
有 Ｌ 

軽油・電気 有 Ｍ 

その他 

 

 

有 Ｙ 

無 Ｚ 



 

（３）３桁目 

用途 重量条件等 識別記号 

 

乗用車 

 

 

 

 

平成17年規制のディーゼル車以外 Ａ 

平成17年規制のディーゼル車（車両重量が１２６５

キログラム以下） 
Ｂ 

平成17年規制のディーゼル車（車両重量が１２６５

キログラム超） 
Ｃ 

 

貨物・乗合 

 

 

 

 

軽自動車 Ｄ 

車両総重量が１．７トン以下 Ｅ 

車両総重量が１．７トン超、３．５トン以下 Ｆ 

車両総重量が３．５トン超 Ｇ 

二輪車 小型二輪自動車 Ｌ 

３． 排出ガス規制の適用を受けない自動車（内燃機関を原動機とする自動車を除く。）にあっては、型式の頭部に、次表の

１桁目から３桁目に掲げる識別記号を付与すること。 

（１）１桁目 

識別記号 

Ｚ 

 

（２）２桁目 

種類 燃料等の別 識別記号 

電気 電気 Ａ 

燃料電池 水素（圧縮水素） Ｂ 

 

（３）３桁目 

用途 識別記号 

乗用車 Ａ 

貨物 Ｂ 

乗合 Ｃ 



二輪車 小型二輪自動車 Ｅ 

 

 

（識別記号の付与例）                                                                      

     ガソリンを燃料とする乗用自動車（ハイブリッド自動車を除く。）であって平成１７年規制に適合させたもの                     

                                                                                              

           ＡＢＡ－○○○○                                                                 

               ①       ②                                                                    

                                                                                              

           ①排出ガス識別記号（３桁）                                                       

           ②車両型式                 



附則４ 輸入自動車特別取扱届出書等の提出要領 

 

 輸入自動車特別取扱要領（以下「取扱要領」という。）第１第１項の規定による輸入自動車特別取扱届出書、第６の規定に

よる輸入自動車特別取扱変更届出書（以下「届出書」と総称する。）及びその添付書面についての提出方法は、次によるもの

とする。 

  

１．届出書の作成と提出先等 

（１）届出書及びその添付書面の作成 

 届出者は、届出書及びその添付書面を次に掲げる２分冊に区分して作成すること。 

 ただし、変更届出であって、構造装置以外の変更にあっては第１分冊のみを作成すればよい。 

 また、電子申請を行った場合には、電子申請により提出した書面については第２分冊の提出を省略することができる。 

 第１分冊 届出書、別記様式の提出書面一覧表及び別表第１の添付書面 

 第２分冊 届出書の写し、別記様式の提出書面一覧表及び別表第２の添付書面 

 

（２）届出書及びその添付書面の提出先 

 届出者は、前（１）による第１分冊を国土交通省自動車局審査・リコール課（以下「審査・リコール課」という。）

による第２分冊を独立行政法人自動車技術総合機構交通安全環境研究所自動車認証審査部（以下「自動車審査部」とい

う。）に、それぞれ記載内容を説明のうえ提出すること。ただし、前（１）ただし書きの場合にあっては、第１分冊の

みを審査・リコール課に記載内容を説明のうえ提出すればよい。 

 電子申請をにより届出を行う場合には、審査・リコール課に対する説明を必要に応じて省略することができる。 

 

(３) 提出時期 

     第１分冊は届出書等の提出時に提出し、第２分冊は第１分冊の提出時期とほぼ同時期に提出すること。 

      ただし、第１分冊については別記様式の提出書面一覧表を除き、第２分冊の自動車審査部の審査終了前までに提出す

ることができる。このとき、電子申請による申請である場合にあっては、車両諸元要目表（第２号様式、第２号様式の

１及び第２号様式の２に限る。）以外の添付書面については、審査・リコール課個別業務システム別送ファイルの自動

引当機能の利用を可能とするファイルを含めて提出すること。 

 

２．届出資料の提出 

 取扱要領第１の届出を行い届出済書の交付を受ける際には、これと引き替えに、次に掲げる資料を電子的方式、磁気的

方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に

供されるものにより作成されたＰＤＦ形式（車両諸元要目表（第２号様式、第２号様式の１又は第２号様式の２）にあっ

ては、附則５の２ 電子申請を行う場合の車両諸元要目表等の書面の作成要領別紙２ ＣＳＶ形式による車両諸元要目表の

記載要領により作成したＣＳＶ形式）にあっては、附則５の２ 電子申請を行う場合の車両諸元る。 

要目表等の書面の作成要領別紙２ ＣＳＶ形式による車両諸元要目表の記載要領により作成したＣＳＶ形式）により提出

するものとする。 

 また、書面での提出に代えて電子ファイルでの提出ができるものとする。 



 ただし、電子申請により届出を行った場合には、資料の提出を省略することができる。 

（１）車両諸元要目表 

（２）外観図 

（３）構造・装置の概要説明書 

 



別表第１ （届出書の添付書面・審査・リコール課用） 

 

整理 

番号 

 

添付書類の名称 

 

提出時の提出事項等 

１ 車両諸元要目表  

２ 外観図及び外観写真  

３ 構造装置の概要説明書  

(1) 主要な構造・装置の概要説明書  記載すべき内容は、少なくとも以下の内容のうち

該当するものとする。ただし、必要に応じて追加す

ることは差し支えない。 

①新規届出又は変更届出の別 

②車名、型式、原動機の型式及び総排気量並びに燃

料の種類 

③種別、通称名、用途及び形状 

④適用される排出ガス規制年 

⑤規制適用日前に規制対応した基準 

⑥変更届出の場合は構造変更経緯の内容 

⑦新技術として採用した技術 

⑧旅客運送事業用自動車として適合してい ない

項目 

(2) 改善措置事項説明書  

(3) 検査時に注意する事項  検査時に注意する事項として、記載する内容は当

面以下の内容のうち該当するものとする。 

①騒音防止対策説明（自動車に備えられた騒音対策

品をすべて図示すること。騒音対策品のうち消音

器については主・副の別、個数、形状、配置を図

示すること。また、騒音対策品が自動車に備えら

れた状態が分かるように配管等を含めて平面図等

で図示すること。消音器に純正品表示がある場合

は表示位置を記載すること。） 

②排出ガス対策説明 

③高電圧からの乗車人員保護対策説明 

④かじ取装置の横滑り量の特例を受ける 自動車

の説明（協定規則第79号に適合しているものを除

く。） 

⑤常時四輪駆動車などマルチテスター使用 を前

提とした自動車の説明 

⑥ハイブリッド自動車のアイドリングスト ップ

しない方法の説明 

⑦二輪自動車のアイドリング運転における 排出

ガス測定方法の説明 

⑧突入防止装置、ステー形状及び寸法一覧表（「突

入を防止する車体構造」の場合にあっては、突入

防止装置の構造等の説明） 



⑨前部潜り込みを防止する車体構造の構造等の説

明 

⑩大型貨物自動車スピードリミッタの確認 方法 

⑪有機ガラス（JISマーク無）の確認方法 

⑫最大安定傾斜角度測定時のエアサスペン ショ

ン調整に係る説明（専ら乗用の用に供する乗車定

員１０人以下の自動車を除く） 

⑬ブレーキ適合カテゴリ(協定規則第１３号適用車

(軽自動車を除く)のみ) 

⑭指定装置等一覧表 

⑮かじ取装置適合カテゴリ（協定規則第79号適用車

（乗用車（乗車定員9人以下に限る。）及び3.5t以

下の貨物自動車（軽自動車に限る。）を除く。）） 

⑯車両接近通報装置が故障していることを示す表

示灯等の説明（当該表示灯等が装備されている場

合に限る。） 

４ 騒音及び排出ガスの品質管理説明書  取扱要領第９第１項の規定により届出済書を添

付する措置を講ずる自動車の全数について、保安基

準第30条及び第31条の規定に適合することが明ら

かに判かるように記載すること。 

５ 販売契約書（写し）  

６ 車台番号の打刻届書（写し）及び原動機の型

式の打刻届出書（写し） 

 

７ 不正行為に係る部品について改善措置が適

切に講じられていること及び改善措置の届

出に関する不正行為の再発を防止するため

の措置が適切に講じられていることを証す

る書面 

別紙「輸入自動車特別取扱要領」第１の届出にお

いて、改善措置の届出に関する重大な不正行為を行

った自動車製作者等により届出があった自動車の

うち、当該改善措置に係る自動車の部品と同種のも

のが使用されている自動車の届出の場合に限る。 

 

 



別表第２ （届出書の添付書面・自動車審査部用） 

整理 

番号 

 

添付書類の名称 

 

提出時の提出事項等 

１ 車両諸元要目表  

２ 外観図及び外観写真  

３ 構造装置の概要説明書  

(1) 主要な構造・装置の概要説明書  記載すべき内容は、少なくとも以下の内容のう

ち該当するものとする。ただし、必要に応じて追

加することは差し支えない。 

①新規届出又は変更届出の別 

②車名、型式、原動機の型式及び総排気量並びに

燃料の種類 

③種別、通称名、用途及び形状 

④適用される排出ガス規制年 

⑤規制適用日前に規制対応した基準 

⑥変更届出の場合は構造変更経緯の内容 

⑦新技術として採用した技術 

⑧旅客運送事業用自動車として適合してい ない

項目 

(2)騒音防止対策説明 

 

自動車に備えられた騒音対策品をすべて図示す

ること。騒音対策品のうち消音器については主・

副の別、個数、形状、配置を図示すること。また、

騒音対策品が自動車に備えられた状態が分かるよ

うに配管等を含めて平面図等で図示すること。消

音器に純正品表示がある場合は表示位置を記載す

ること。 

(3)排出ガス対策説明 

 

 

(4)高電圧からの乗車人員保護対策説明 

 

 

(5)かじ取装置の横滑り量の特例を受ける自

動車の説明 

 

協定規則第79号に適合しているものを除く。 

(6) 改善措置事項説明書   

４ 保安基準の規定に適合することを証する書

面 

  

(1) 保安基準等適合検討書（指定装置等を

装着している自動車にあっては、装置指

定通知書等又は認定証の写並びに指定装

置等一覧表を添付すること。） 

 

(2) 灯火三面図  



(3) 技術基準適合証明書  

(4) 試験成績表 

 ①騒音試験 

  (ａ) 定常走行 

  (ｂ) 加速走行 

  (ｃ) 近接排気 

  ②前面衝突時の乗員保護試験 

  ③オフセット衝突時の乗員保護試験 

④側面衝突時の乗員保護装置試験 

⑤ポールとの側面衝突時の乗員保護装置

試験 

  ⑥歩行者頭部保護試験 

⑦歩行者頭部及び脚部保護試験 

⑧車両転覆時の乗員保護装置 

⑨ガソリン自動車排出ガス試験 

  (ａ) ＪＣ０８Ｈ＋ＪＣ０８Ｃモード 

  (ｂ)ＪＥ０５モード 

(ｃ)ガソリン二輪自動車アイドリング、

二輪車モード又はWMTCモード 

  ⑩ガソリン自動車燃料蒸発ガス試験(暖機

放置時及び終日保管時排出試験） 

  ⑪ガソリン自動車車載式故障診断装置試

験 

  ⑫ディーゼル自動車排出ガス試験 

(ａ) ＪＣ０８Ｈ＋ＪＣ０８Ｃモード 

 (ｂ)WHTCモード及びWHSCモード 

(ｃ)無負荷急加速黒煙 

    (ｄ)無負荷急加速光吸収係数 

    (ｅ)８モード黒煙 

  ⑬ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ自動車車載式故障診断装置試験  

  ⑭熱害試験 

  ⑮乗用車の制動装置試験 

  ⑯トラック及びバスの制動装置試験 

  ⑰トレーラの制動装置試験 

  ⑱二輪車等の制動装置試験 

  ⑲急制動試験 

  ⑳連結車両の制動作動おくれ試験 

  ㉑燃料ガス容器取付部試験 

  ㉒燃料ガス気密・換気試験 

  ㉓灯火装置試験 

装置指定通知書等又は認定証の写しの提出があ

る場合には当該試験成績表の提出は要しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑫(ｃ)の書面については、ディーゼル自動車で

あって、平成１７年排出ガス規制以前の規制の適

用を受ける場合に限る。 



  (ａ) 前照灯 

  (ｂ) 前部霧灯 

  (ｃ) 側方照射灯 

  (ｄ) 番号灯 

  (ｅ) 後退灯 

    (ｆ)  後部霧灯 

  ㉔視界試験 

   (ａ)直接前方視界試験 

    (ｂ)直前直左確認鏡試験 

  ㉕圧縮水素ガスを燃料とする自動車の燃

料装置試験 

  ㉖電力により作動する原動機を有する自動

車の高電圧からの乗員保護に関する試験 

   (ａ)高電圧からの乗員保護試験 

   (ｂ)前面衝突後の高電圧からの乗員保

護試験 

   (ｃ)オフセット前面衝突後の高電圧か

らの乗員保護試験 

   (ｄ)側面衝突後の高電圧からの乗員保

護試験 

(ｅ)衝突後の高電圧からの乗員保護試

験 

  ㉗衝突時等における燃料漏れ防止に関する

試験 

  ㉘外装の試験 

  ㉙外装の手荷物積載用部品の試験 

㉚外装の電波送受信用アンテナの試験 

㉛電磁両立性試験 

㉜WNTE試験 

５ その他審査の実施に当たって必要があると認

められる書面 

取扱要領別表４（２）の規定による取扱を受け

る場合に試験結果に差異がないことを証する内容

についても記載すること。 

 

 

 

 

 

別記様式（提出書面一覧表） 

 

提 出 書 面 一 覧 表 

 

車名・型式          



 
書 面 の 名 称 提出・省略の別   備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

   

 

          （日本工業規格Ａ列４番） 

備考１ 記載内容が多い場合には、別葉とすることができる。 

    ２ 書面の名称欄には提出を要するとされた別添書面の名称をあらかじめ網羅し、提出・省略の別欄には書面を提

出する場合には「○」を、提出を省略する場合には「×」をそれぞれ記入すること。 

    ３ 備考欄には、書面の提出を省略する理由等を具体的に記載すること。 



別紙 

指定装置等一覧表 

番  号 装 置 名 指定番号（認定番号） 備  考 

    

備考 (1) 番号欄には装置毎に番号を振り分け、装置の仕様が複数ある場合には枝番号を加えること。 

  (2) 指定番号欄には、装置指定通知書等及び認定証に記載された番号等を記載すること。 

なお、改訂シリーズを含めた番号とすること。 



附則５ 車両諸元要目表の記載要領 

 

第１ 総則 

１ 本要領の適用 

本要領は、輸入車特別取扱自動車届出に関して作成する車両諸元要目表（以下「諸元要目表」という。）の記載に

ついて適用する。 

   また、電子申請により届出を行う場合には、本記載要領による他、附則５の２の取扱いにより行うこととする。 

２ 車種別の様式 

記載項目のうち車種により不要なものがあるときは、当該項目を削った様式により記載して差し支えない。例えばト

レーラの場合には、原動機を削った様式とすることができる。 

 

３ 記入項目の記載方法 

記入項目の記載は次による。 

３－１ 記入項目欄の大きさは、順序及び配列を変えない範囲で伸縮してもよい。 

また、「仕様」の欄については、他の類別の欄にまたがって記載してもよい。 

３－２ 同一型式中に複数の類別がある場合には、諸元要目表に欄を追加して記入することができる。ただし、用紙の大き

さは、日本工業規格（以下［ＪＩＳ」という。）Ａ列３番を限度とし、同規格Ａ列４番の大きさとなるように折りたたむか、

又は同規格Ａ列４番の大きさに縮小できる。 

３－３ 記入項目に該当するものがない場合は、「／」又は「－」を記入する。 

３－４ 同一型式の類別において諸元が相違する項目がある場合には、対応する類別を明らかにして相違する諸元を当該項

目の欄に併記することができる。ただし、諸元要目表にあっては「類別区分番号」及び「荷台の内側の寸法」の欄に限るほ

か、「荷台の内側の寸法」欄については頭部後傾抑止装置の形状若しくは荷台の内張素材の相違によるものにそれぞれ限るも

のとする。なお、諸元と類別の対応については、表形式とすることができる。 

３－５ 記載内容が左欄と同一の場合には、当該欄にその旨を示す「←」又は「同左」を記入してもよい。 

３－６ 装着されている装置に型式がない場合には、一般的に呼ばれている名称等を記入してもよい。 

３－７ 各装置の「形式」欄には、第２（項目別記載要領）に示す例にならって略称を記載してもよい。 

３－８ 記入欄の数値をわかりやすくするため、数値に説明語句を付記してもよい。 

    また、項目欄に複数の記入項目があるものは、各々分けて記載してもよい。 

     例        触媒：種類及び形式 

     分けて記載する例 触媒：種類 

              触媒：形式 

３－９ 「自動車の種別」、「用途」、「車体の形状」及び「燃料の種類」の欄並びに「備考」の欄に記入する「旅客運送事業

用自動車としての適否」は片仮名を用いて記載してもよい。 

例 ジョウヨウ 

３－10 車体の形状（例キャブ・オーバ）、装置の形式（例リミテッド・スリップデフ）等の名称中の「・」についてはこれ

を省略してもよい。 

３－11 記載値を従来単位からＳＩ単位への換算を行う場合の換算率は、ＪＩＳ Ｚ８２０２－１９８５によるものとする。 



 

４ その他 

４－１ 構造・装置の変更の場合には、変更箇所を明示するため、諸元表の欄外の下方に「※印は、変更箇所を示す。」と記

載し、当該変更のあった事項に係る記載欄の欄内左側に※印を付してもよい。 

４－２  様式中の単位を括る（  ）については、省略することができる。 

４－３  様式中の単位記号の文字「Ｌ」は、「ｌ、ℓ 、㍑」も使用することができる。 

４－４  様式中の単位記号の文字「rpm」は、「r/min、min－１」も使用することができる。 

 

第２ 項目別記載要領 

１ 自動車の構造等 

１－１ ＰＨＰ番号 

輸入自動車特別取扱制度により届出された際に付与される番号を記入する。 

１－２ 届出年月日 

当該自動車の届出された決裁年月日を記入する。 

１－３ 変更届出年月日 

自動車の構造・装置の変更届出された決裁年月日を記入する。 

１－４ 車名及び型式 

輸入自動車特別取扱制度により届出をした者（以下「届出者」という。）が呼ぶ車名及び型式を記入する。 

１－５ 車台の名称及び型式 

届出者が呼ぶ車台の名称及び型式を記入する。この場合において、型式は、自動車排出ガスの状態を表す識別記号

を除き、車台番号の打刻様式中の型式と同一のものを記入する。ただし、車台の名称及び型式が１－４の車名及び型

式と同一の場合には、記載を省略して差し支えない。 

１－６ 車体の名称 

届出者が呼ぶ車体の名称を記入する。ただし、記載を省略して差し支えない。 

１－７ 届出者等の氏名又は名称 

届出者の氏名又は名称を記載する。この場合において、届出者が自動車の製作者と購入契約を締結している者であ

るときは、当該製作者の氏名又は名称を（ ）書で付記する。 

１－８ 自動車の種別 

施行規則別表第１に規定する自動車の種別を次の例により記入する。 

例 普通、小型、小型（２輪）､大型特殊、小型特殊、軽 

１－９ 燃料の種類 

メタノール、ガソリン、軽油、液化石油ガス（以下「ＬＰＧ」という。）、灯油、電気、圧縮天然ガス（以下「Ｃ

ＮＧ」という。）、液化天然ガス（以下「ＬＮＧ」という。）、吸着天然ガス（以下「ＡＮＧ」という。）、圧縮水素ガ

ス（以下「圧縮水素」という。）等の別を記入する。 

なお、切替式の場合には、それぞれの燃料の間に「 」（１字空白）でつなぎ、併用式にあってはそれぞれの燃

料を「・」でつないで記載する。 

 



例 メタノール 

  ガソリン 

軽油 

電気 

ＬＰＧ 

灯油 

電気 

ガソリン ＬＰＧ 

ガソリン 灯油 

ＣＮＧ 

ＬＮＧ 

ＡＮＧ 

圧縮水素 

ガソリン・電気 

ＬＰＧ・電気 

軽油・電気 

１－10 原動機の型式 

申請者等が呼ぶ型式を記入する。この場合において、記入内容は、原動機の型式の打刻様式中の型式と同一とする。 

また、ハイブリッド自動車の原動機にあっては、内燃機関と電動機又は油圧モータの型式を「－」でつなぐものと

する。 

なお、原動機の製作者が自動車の製作者と異なるときは、原動機製作者の名称（略称でもよい。）を冠して記入す

る。 

この場合において、原動機を複数有するものにあっては、次の例により記入する。ただし、原動機の製作者

に自動車の製作者を含む場合にあっては、自動車製作者の名称（略称でもよい。）も含め記入する。 

例 Ａ社－Ｂ社－Ｂ社 

１－11 総排気量又は定格出力 

(1) 総排気量 

原動機の種類に応じ、次の各号により記入する。 

(ｱ) レシプロエンジン 

次の計算式により求めた値を記入する。記入値は小数第３位までとし、第４位以下を切り捨てる。 

     π       １ 
            Ｖ＝   Ｄ２  ＬＮ    

          ４       10６ 

  Ｖ：総排気量（Ｌ） 

  Ｄ：シリンダ内径（mm、小数第２位以下を切り捨てる。） 

  Ｌ：行    程（mm、小数第２位以下を切り捨てる。） 

  Ｎ：シリンダ数 

  π：円 周 率 （3.1416とする。） 



(ｲ) ロータリ・エンジン 

ロータリ・エンジンである旨を例により記入し、次の計算式により求めた単室容積及びロータ数を（ ）

書で付記する。この場合において、単室容積の記入値は小数第３位までとし、第４位以下を切り捨てる。 

            １   
            Ｖ＝Ｋ（Ａ２－Ｂ２)ｂ   

                 10６  

  Ｖ：単室容積（Ｌ） 

 

     3 √3 
              Ｋ：     （≒0.32476) 

           16 

  Ａ：トロコイド長軸長さ （mm、小数第２位以下を切り捨てる。） 

  Ｂ：トロコイド短軸長さ （mm、小数第２位以下を切り捨てる。） 

  ｂ：ロータ・ハウジング幅（mm、小数第２位以下を切り捨てる。） 

  例 ロータリ・エンジン（ 0.573×２） 

(2) 定格出力 

１時間定格出力を記入する。記入値は小数第１位までとし、第２位以下を切り捨てる。ただし、１kW未満のも

のにあっては、小数第２位までとし、第３位以下を切り捨てる。 

１－12  車台番号及び原動機の型式の打刻様式及び打刻位置 

(1) 車台番号の打刻様式 

次の例により記載する。 

例 ＡＵＴ－１００００１ 

(2) 車台番号の打刻位置 

次の例により記載する。 

例 フレーム右側面中央 

(3) 原動機の型式の打刻様式 

次の例により記載する。なお、ハイブリッド自動車の原動機にあっては、内燃機関と電動機又は油圧モータの型

式を「＃」でつなぐものとする。 

例 Ｅ１０ 

  Ｅ１０＃Ｆ２０＃Ｇ２０ 

(4) 原動機の型式の打刻位置 

次の例により記載する。なお、ハイブリッド自動車の原動機にあっては、内燃機関と電動機又は油圧モータの型

式の打刻位置を「＃」でつなぐものとする。 

例 クランクケース右側 

  シリンダブロック右側＃モータケース右側＃モータケース左側 

１－13 類別区分番号 

次の各号により記入してよい。 

(1)類別区分番号は、４桁の数字とする。また、当分の間、３桁の数字とすることができる。 

(2)類別区分番号は、少なくとも附則１「自動車等の同一型式判定要領」で定める内容により、別のものとする。 



 (3)車名、型式又は原動機の型式の呼称を変更したときは、類別区分番号を変更する。 

(4)類別区分番号は、同一型式内で重複して使用しないものとする。 

１－14 仕様 

当該類別の自動車の仕様の主な特徴を文章、略号又は符号で記入する。 

 なお、用途及び車体の形状を２種類以上設定する場合には、仕様欄に当該類別の用途及び車体の形状を記載すること。

ただし、用途及び車体の形状毎に指定番号等の項を別頁とし、用途及び車体の形状欄にそれぞれを記載した場合はこの

限りではない。 

例 箱型 

  ステーション・ワゴン 

  幌型 

  ４ドア・セダン 

  サンルーフ 

  三方座席 

  高床三方開 

  ピントル・フック付 

  過給機 

  給気冷却器付過給機（220kW） 

１－15  通称名 

  通称名を記入する。 

１－16 用途 

乗用自動車、乗合自動車、貨物自動車、特種用途自動車、幼児専用車（細目告示第28条第１項第２号の幼児専用車

をいう。以下同じ。）又は建設機械（建設機械抵当法施行令（昭和29年政令第294号）別表に掲げる建設機械に該当す

る大型特殊自動車をいう｡）のいずれかであるかを次の例により記入する。この場合において乗用自動車、乗合自動

車、貨物自動車及び特種用途自動車の区分は、「自動車の用途等の区分について」（昭和35年９月６日、自審第 452

号）に定めるところによる。 

なお、建設機械以外の大型特殊自動車及び小型特殊自動車にあっては、記載を省略して差し支えない。 

用途を２種類以上設定する場合には、各々の用途を「／」でつなぐものとする。また、用途毎に別頁としそれぞれ

の用途を記載してもよい。 

例 乗用、乗合、貨物、特種、幼児専用、建設機械、乗合／幼児専用 

１－17 車体の形状 

次の表の車体の形状欄の例により記入する。ただし、漢字の部分については片仮名によることができ、（ ）内に

示したものについてはこれを用いることができる。 

なお、特種用途自動車及び大型特殊自動車であって二輪又は三輪であるものについてはその旨（例タンク車三輪）

を、また、特種用途自動車であってセミトレーラ、フルトレーラ又はドリー付トレーラであるものについてはその旨

（例タンクセミ・トレーラ）をそれぞれ付記する。 

自動車の種類 車  体  の  形  状 



乗用自動車 
「箱型」「幌型」「ステーション・ワゴン」「オートバイ」「側車付オートバイ」

「三輪箱型」「三輪幌型」 

乗合自動車 「ボンネット」「キャブオーバ」「リヤーエンジン」「アンダーフロア」 

貨物自動車 

「ボンネット」「キャブオーバ」「バン」「ダンプ」「ピックアップ」「三輪トラ

ック」「三輪ダンプ」「三輪バン」「トラクタ」「三輪トラクタ」「セミトレー

ラ」「フルトレーラ」「ドリー付トレーラ」「バンセミトレーラ」「バンフルト

レーラ」「コンテナセミトレーラ」「コンテナフルトレーラ」「コンテナ専用

車」「荷台昇降車」 

特 種 用 途 

自 動 車 

「消防車」「警察車」「救急車」「道路作業車」「医療防疫車」「冷蔵冷凍車」

「放送宣伝車」「霊柩車」「護送車」「タンク車」「散水車」「工作車」「架線修

理車」「クレーン車」「郵便車」「糞尿車」「コンクリートミキサー車」「塵芥

車」「クレーン用台車」「ボートトレーラ」「キャンピングトレーラ」「穴堀建

柱車」「粉粒体運搬車」「コンクリート作業車」「採血車」 

大 型 特 殊 

自 動 車 

「ショベル・ローダ」「タイヤ・ローラ」「ロード・ローラ」「グレーダ」「ロー

ド・スタビライザ」「スクレーパ」「ロータリ除雪自動車」「アスファルト・フ

ィニッシャ」「タイヤ・ドーザ」「モータ・スイーパ」「ダンパ」「ホイール・ハ

ンマ」「ホイール・ブレーカ」「フォーク・リフト」「フォーク・ローダ」「ホイ

ール・クレーン」「ストラドル・キャリヤ」「ターレット式構内運搬自動車」「ロ

ード・ヒータ」「ライン・マーカ」「ブルドーザ」「クローラ運搬車」「雪上車」

「林内作業車」「原野作業車」「ホイール・キャリヤ」「草刈作業車」「農耕トラ

クタ」「農業用薬剤散布車」「刈取脱穀作業車」「田植機」「ポール・トレーラ」 

小 型 特 殊 

自 動 車 

「ショベル・ローダ」「タイヤ・ローラ」「ロード・ローラ」「グレーダ」「ロー

ド・スタビライザ」「スクレーパ」「ロータリ除雪自動車」「アスファルト・フ

ィニッシャ」「タイヤ・ドーザ」「モータ・スイーパ」「ダンパ」「ホイール・ハ

ンマ」「ホイール・ブレーカ」「フォーク・リフト」「フォーク・ローダ」「ホイ

ール・クレーン」「ストラドル・キャリヤ」「ターレット式構内運搬自動車」「ロ

ード・ヒータ」「ライン・マーカ」「ブルドーザ」「クローラ運搬車」「雪上車」

「林内作業車」「原野作業車」「ホイール・キャリヤ」「草刈作業車」「農耕トラ

クタ」「農業用薬剤散布車」「刈取脱穀作業車」「田植機」 

１－18  車体の型式 

  届出者が呼ぶ車体の型式を記入する。ただし、記載を省略して差し支えない。 

１－19 長さ、幅、高さ 

  空車状態の寸法を記入する。記入値は小数第３位までとし、末尾を０又は５に丸める。（末尾を０又は５に丸める場合に

は、２捨３入、７捨８入による。以下同じ。） 

１－20 軸距 

保安基準第１条第１項第３号に規定する空車状態（以下「空車状態」という。）における前後の車軸の中心間で車

両中心線に平行な水平距離（カタピラ式にあってはカタピラの接地長さ）を記入する。ただし、セミトレーラにあっ

ては連結部（第５輪）中心から後車軸中心までの水平方向の距離を軸距とし、３以上の車軸を有する自動車にあって

は次の例により第１軸距と第２軸距に分けて前から順に記入し、必要な場合には、その合計を付記する。また、フル

又はセミ兼用のトレーラでドリーにオフセットがある場合には、それぞれの軸距を記入する。 



記入値は小数第３位までとし、末尾を０又は５に丸める。 

例 ３軸車の場合 4.400＋1.300＝5.700 

１－21 荷台の内側の寸法 

次の各号により記入する。 

記入値は小数第３位までとし、末尾を０又は５に丸める。また、「幅」及び「高さ」については、内装仕様差等により

その値が複数得られる場合、最小値のみを記載すれば良い。 

(1) 長さ 

(ｱ) 普通型貨物自動車の荷台の長さは、車両中心面付近にある前後の荷台枠の上縁付近の荷台内壁の間における大部

分の床面に平行な方向の最短距離とする。 

(ｲ) バン型貨物自動車の荷物室の長さは、車両中心面付近の荷物室前縁（隔壁、座席の後縁又は折り畳んだ座席の部

分）と荷物室後縁（突起物及び局部的なくぼみ部を除く。）の間における荷物室高さの中点を通る大部分の床面

に平行な方向の距離とする。ただし、当該平行線がガラスと交わるときの荷物室後縁は、窓の下縁材に接する

鉛直線と当該平行線の交点（交点がガラス内面より外にあるときは、ガラス内面と当該平行線の交点）とする。 

 また、折り畳み座席又は脱着式座席（脱着して使用することを目的とした座席であり、工具等を用いることなく、

容易に、かつ、確実に脱着ができる構造の座席をいう。以下同じ。）を有する貨物自動車にあっては、当該座席

を折り畳み又は取り外し、物品積載設備を最大限に利用した状態の荷物室の長さを記入し、乗車設備を最大限

に利用して積載量を有するものはその状態の荷物室の長さを（ ）書で付記する。 

(2) 幅 

(ｱ) バン型貨物自動車の荷物室の幅は、荷物室長さの中央部で荷物室高さの２分の１の高さにおける荷物室内壁（突

起物及び局部的なくぼみ部を除く。）の間の車両中心線に直角でかつ水平な方向の距離とする。ただし、当該水

平線がガラスと交わるときの荷物室内壁は、窓の下縁材に接する鉛直線と当該水平線の交点（交点がガラス内

面より外にあるときは、ガラス内面と当該水平線の交点）とする。また、折り畳み座席又は脱着式座席を有す

る貨物自動車にあっては、当該座席を折り畳み又は取り外し、物品積載設備を最大限に利用した状態の荷物室

の幅を記入し、乗車設備を最大限に利用して積載量を有するものはその状態の荷物室の幅を（ ）書で付記す

る。 

(ｲ) 普通型貨物自動車の荷台の幅は、荷台長さの中央部で荷台枠の上縁付近における荷台内壁の間の車両中心線に直

角でかつ水平な方向の距離とする。 

(3) 高さ 

(ｱ) バン型貨物自動車の荷物室の高さは、車両中心線付近における局部的凹凸を除く床面から天井までの間における

大部分の床面に垂直な方向の最大距離とする。 

 なお、折り畳み座席又は脱着式座席を有する貨物自動車にあっては、当該座席を折り畳み又は取り外し、物品積

載設備を最大限に利用した状態の荷物室の高さを記入し、乗車設備を最大限に利用して積載量を有するものは

その状態の荷物室の高さを（ ）書で付記する。 

(ｲ) 普通型貨物自動車の荷台の高さは、荷台長さの中央部で荷台幅の中央部床面から荷台枠（柵のあるものは柵を含

む。）の上縁までの間における大部分の床面に垂直な方向の距離とする。 

１－22 荷台オフセット 

 空車状態における後車軸の中心（後車軸が２軸のものにあっては前と後の車軸の中央。ただし､荷重支点が車軸の中央



にないものにあってはその荷重中心とする。)から荷台床面の中心までの水平な方向の距離を記入する。この場合にお

いて、ミキサー、タンク車等形状が複雑なものにあっては積載物品の体積中心又は積載装置の容積中心を、けん引自動

車にあっては連結部（第５輪）中心をそれぞれ荷台床面の中心とみなす。 

 また、折り畳み座席又は脱着式座席を有するバン型貨物自動車にあっては、当該座席を折り畳み又は取り外し、物品積

載設備を最大限に利用した状態における荷台床面の中心から後車軸の中心までの距離を記入し、乗車設備を最大限に使

用した場合でも積載量を有するものは、その状態における、荷台床面の中心から後車軸の中心までの距離を（ ）書で

付記する。 

 なお､荷台床面の中心が後車軸の中心から後方にある場合には､数値の前に「－」の記号を付して記入する。記入値は小

数第３位までとし、末尾を０又は５に丸める。 

１－23 車両重量 

 空車状態（脱着式座席を有する自動車にあっては座席をすべて取り付けた状態をいう。）におけるそれぞれの軸重及び

その合計を記入する。 

 なお、軸の数が１の場合にあっては後軸重又は後後軸重の欄に、カタピラ式にあっては前軸重又は前前軸重の欄に記入

する（以下同じ。）。ただし、５軸以上の自動車にあっては第２号様式の２の諸元要目表にそれぞれの軸重を次の例によ

り記入する。 

 また、タイヤ・ローラ、ロード・ローラ等の水又は金属のバラストについては車両重量に含める。 

 記入値は整数位までとし、二輪車を除き、末尾を０に丸める。（末尾を０に丸める場合には、四捨五入による。以下同

じ。） 

１－24 乗車定員 

 保安基準第53条の規定による乗車定員を記入する。ただし、幼児用座席を備える幼児専用車、専ら座席の用に供する床

面の協定規則第14号の技術的な要件に定める基準に適合する取付具に年少者用補助乗車装置を備える自動車又は協定

規則第44号の技術的な要件に定める基準に適合する特定車両用の年少者用補助乗車装置を備える自動車（以下「幼児専

用車等」という。）にあっては「大人定員＋小人定員／1.5」を記入し、乗車定員11人以上の乗合自動車にあっては「（座

席定員＋立席定員＋乗務員）」を付記する。 

 なお、乗車定員11人以上の乗合自動車であって補助座席を有するものについては、これを折り畳んだ状態の乗車定員を

記入する。ただし、次の各号に掲げる自動車であって座席定員を超えて旅客を運送しないことが明らかな構造のものに

ついては、補助座席を使用した状態の乗車定員を記入して差し支えない。 

(ｱ) 一般貸切旅客運送事業用自動車 

(ｲ) 一般乗合旅客運送事業用自動車のうち、定期観光に使用するもの 

(ｳ) 特定旅客運送事業用自動車 

 また、折り畳み座席又は脱着式座席を有する自動車のうち、貨物自動車にあっては、当該座席を折り畳み又は取り外し、

物品積載設備を最大限に利用した状態において定めた乗車定員を記入するとともに、乗車設備を最大限に利用した状態

において定めた乗車定員を（ ）書で付記し、貨物自動車以外の自動車にあっては、乗車設備を最大限に利用した状態

において定めた乗車定員を記入する。 

 

例 幼児専用車等の場合                  ３＋    
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1.5 



  乗合自動車の場合                  25（24＋０＋１） 

 

  折り畳み座席又は脱着式座席を有する    ３（６） 

  貨物自動車の場合 

 

  折り畳み座席又は脱着式座席を有する    ６ 

  貨物自動車以外の自動車の場合 

１－25  最大積載量 

 保安基準第53条第１項の規定による最大積載量（けん引自動車にあっては、連結部（第５輪）にかかる最大許容荷重と

する。）を100から5,000までは50毎、5,000を超える場合は100毎（単位はkg）に記入する。 

ただし、ＩＳＯ規格の国際海上コンテナを輸送するコンテナ・セミトレーラにあっては、この限りではない。 

    また、折り畳み座席又は脱着式座席を有するバン型貨物自動車にあっては、当該座席を折り畳み又は取り外し、物

品積載設備を最大限に利用した状態において定めた最大積載量を記入し、乗車設備を最大限に利用した状態において

定めた最大積載量を（ ）書で付記する。ただし、次に掲げるものにあっては、次の各号によって算出した値を記入

する。 

(1) 物品積載設備としてタンク類を使用する自動車（高圧ガスを運搬するタンク自動車及び粉粒体物品を運搬するタンク自

動車を除く｡）にあっては､タンクの容積（タンクの容積が1,000Ｌ以下のものにあっては10Ｌ、タンクの容積が1,000Ｌを超

え5,000Ｌ以下のものにあっては50Ｌ（末尾が50Ｌ以上100Ｌ未満の場合は50Ｌとする｡）及びタンクの容積が5,000Ｌを超え

るものにあっては100Ｌ未満は切り捨てる｡）に次表の左欄に掲げる積載物品に応じ、同表の右欄に掲げる比重を乗じて得た

数値（0.90から1.00までの数値を乗ずることができる。）を積載物品の重量（10㎏未満は切り捨てる。）として用いるものと

する。 

積載物品   比重 
  

揮発油 

灯油 

軽油 

重油 

潤滑油 

アスファルト溶液 

アルコール 

フォルマリン 

水、牛乳、糞尿 

セメントと骨材の混合物 

生コンクリート 

  0.75 

  0.80 

  0.85 

  0.93 

  0.95 

  0.90 

  0.80 

  1.05 

  1.00 

  2.20 

  2.40 
  

(2) 高圧ガスの運搬の用に供するタンク自動車にあっては、容器保安規則（昭和41年通商産業省令第50号) 第45条の液化ガ

スの質量の計算の方法により得た数値を積載物品の重量（10㎏未満は切り捨てる。）として用いるものとする。この場合にお

いて、タンクの容積は、高圧ガス保安法（昭和26年法律第204号）第44条第１項による容器検査に合格したことを証する書面

に記載された容器の内容積を用いるものとする。 

(3) 専ら土砂等の運搬の用に供するダンプ車にあっては、荷台の容積(0.1m3未満は切り捨てる。）に1.5トン/m3（小型車にあ



っては1.3トン/m3）を乗じた数値以上の値を積載物品の重量として用いるものとする。 

(4) コンクリート・ミキサー及びアジテータ・トラックにあっては、ドラムの最大混合容量に2.4トン/m3（ドライ方式にあ

ってセメント及び骨材のみをドラムに積載する場合には、2.2トン/m3）を乗じて得た数値に0.9から1.0までの数値を乗じて

得た数値と水タンクを満量とした状態の重量とを加算したものを積載物品の重量（10㎏未満は切り捨てる。）として用いるも

のとする。ただし、ドライ方式にあっては、セメント及び骨材のみをドラムに積載する状態及び生コンクリートをドラム内

で製造する状態のそれぞれについて検討するものとする。この場合において、セメント及び骨材のみをドラムに積載する状

態における水タンクの水の重量は水タンクを満量とした状態とし、生コンクリートをドラム内で製造した状態における水タ

ンクの水の重量は水タンクを満量とした状態の重量からドラムの最大混合容量に200㎏/m3を乗じて得た重量を減じたものと

する。 

(5) 専ら粉粒体物品の運搬の用に供するタンク自動車にあっては、タンクの容積（100Ｌ(タンクの容積が1,000Ｌ未満のもの

にあっては10Ｌ)未満は切り捨てる｡)に次表の左欄に掲げる積載物品に応じ、同表の右欄に掲げる見掛けの比重（積載物品の

見掛けの比重が明らかな場合には､当該比重）を乗じて得た数値に0.9から1.0までの数値を乗じて得た数値を積載物品の重量

（10㎏未満は切り捨てる｡）として用いるものとする。 

積載物品 見掛けの比重 

バラセメント 

フライ・アッシュ 

飼料 

ビニール・パウダ 

小麦粉 

カーボン・ブラック 

    1.00 

    0.80 

    0.50 

    0.45 

    0.50 

    0.32 

(6) タイヤ・ローラ、ロード・ローラ等で転圧作業を行うために必要な散水タンクを備えるものにあっては、当該

散水タンクを満量とした状態の水の重量を積載物品の重量（10㎏未満は切り捨てる。）として用いるものとする。 

１－26  車両総重量 

 細目告示第２条第１項第９号に規定する積車状態（車両重量＋最大積載量＋乗車定員×55㎏（幼児専用車等にあっては､

大人定員×55㎏＋小人定員×55㎏÷1.5により得た重量(１㎏未満は切り捨てる。)))におけるそれぞれの軸の軸重及び

その合計を１－22の例により記入する。また、折り畳み座席又は脱着式座席を有する自動車のうち、貨物自動車にあっ

ては、当該座席を折り畳み又は取り外し、物品積載設備を最大限に利用した状態の車両総重量を記入するとともに、乗

車設備を最大限に利用した状態の車両総重量を（ ）書で付記し、貨物自動車以外の自動車にあっては、乗車設備を最

大限に利用した状態の車両総重量を記入する。 

 記入値は整数位までとし、二輪車及び幼児専用車等を除き、末尾を０又は５に丸める。 

  例 折り畳み座席又は脱着式座席を有する貨物自動車 

前前軸重 790 ( 815) 

前後軸重 ／ 

後前軸重 ／ 

後後軸重 1,160 (1,150) 



計 1,950 (1,965) 

１－27  最大安定傾斜角度 

 傾斜角度測定機で測定した角度又は計算した角度を記入する。この場合において、セミ・トレーラにあっては、主とし

てけん引されるけん引自動車と連結した状態の値のみを次の例により記入する。ただし、けん引自動車及びフル・トレ

ーラにあっては、連結状態の値の記入は要しない。 

 記入値は整数位までとし、１度未満は切り捨てる。 

 なお、計算値の場合には、（ ）書によりその旨を付記する。 

  例 ○○○型と連結時38 

１－28  車輪配列 

 自動車の前から順に車軸毎の車輪数を次の例により記入する。駆動輪は、車輪数の後に「駆動」又は「Ｄ」と記載する

とともに、駆動選択ができる車輪については、その旨を（ ）書により付記する。また、前輪と後輪の間に「－」を入

れるものとする。 

 なお、前輪と後輪の車輪数の前に前後の別を記入してもよい。 

        例 前２－後２駆動、２－２Ｄ 

          前２・２－後４駆動、２・２－４Ｄ 

          前２駆動－後４駆動・４駆動、２Ｄ－４Ｄ・４Ｄ 

          前２駆動（選択）－後２駆動、２Ｄ（選択又はＳ）－２Ｄ 

１－29  旅客運送事業用自動車としての適否 

旅客運送事業用の適否を下記の例に倣って記入する。 

例    旅客運送事業用－適 

旅客運送事業用－否（室内照明灯） 

１－30  最高出力 

審査事務規程別添の試験規程に基づいて測定した全負荷運転における最高出力の値（以下本項において「測

定値」という。）を記入する。ただし、当分の間、ＥＣＥ規則、ＥＥＣ指令、ＩＳＯ規格、ＳＡＥ規格又はＤ

ＩＮ規格によることができる。 

記入値は測定値が10kW未満にあっては小数第１位までとし第２位を四捨五入し、10kW以上にあっては整数位

までとし、小数第１位を四捨五入する。 

なお、最高出力時の回転速度及び試験方法（（ ）書とする。）を次の例により付記し、この場合において、

原動機負荷にあっては「グロス」又は「Ｇ」と記載する。また、原動機車載出力にあっては「ネット」又は「Ｎ」

の記載を省略して差し支えない。 

例  147/2,800 

147/2,800(グロス)又は147/2,800(Ｇ) 

184/3,300(ＩＳＯ) 

77/5,500(ＤＩＮ) 

１－31  最大トルク 

審査事務規程別添の試験規程に基づいて測定した全負荷運転における最大トルクの値（以下本項において



「測定値」という。）を記入する。ただし、当分の間、ＥＣＥ規則、ＥＥＣ指令、ＩＳＯ規格、ＳＡＥ規格又

はＤＩＮ規格によることができる。 

記入値は、１０Ｎ・ｍ未満のものにあっては小数第１位までとし、第２位以下を四捨五入し、１０Ｎ・ｍ以

上のものにあっては整数位までとし、第１位以下を四捨五入する。 

なお、最大トルク時の回転速度及び試験方法(( ）書とする。）を次の例により付記する。この場合において、

原動機負荷にあっては「グロス」又は「Ｇ」と記載する。また、原動機車載出力にあっては「ネット」又は「Ｎ」

の記載を省略して差し支えない。 

例  196/2,000 

196/2,000(グロス)又は196/2,000(Ｇ) 

181/3,000(ＩＳＯ) 

162/3,000(ＤＩＮ) 

１－32  騒音 

     騒音規制区分は次の例により記入する。 

     例 平成26年騒音規制に適合する場合 

      H26年騒音規制 

また、平成28年騒音規制に適合する場合は、次の例により記載する。 

例 Ｈ28年騒音規制 Ｍ１Ａ１Ａ 

（「Ｍ１Ａ１Ａ」は車両カテゴリを表す。） 

平成28年騒音規制における５桁の記号による車両カテゴリは、次の表に掲げる記号のうち該当するものを選択

し記載すること。 

１桁目から４桁目（車両のカテゴリ、サブカテゴリ及びフェーズの別） 

 １桁

目及

び２

桁目 

３桁目 ４桁目 

協定規則第41号

又は協定規則第

51号のフェーズ

１の要件を適用 

協定規則第51号

のフェーズ２の

要件を適用 

乗車定員９人以下

の専ら乗用の用に

供する自動車 

Ｍ１ Ａ ＰＭＲ※１が120以下のもの １ 

Ｂ ＰＭＲが120を超え160以下の

もの 

Ｃ ＰＭＲが160を超えるもの 

Ｄ ＰＭＲが200を超え、乗車定員

が４人以下、かつ、Ｒポイン

ト※２の地上からの高さが450

㎜未満のもの 

乗車定員９人を超

える専ら乗用の用

に供する自動車で

あって、技術的最

大許容質量※３が５

トン以下のもの 

Ｍ２ Ａ 技術的最大許容質量が2.5ト

ン以下のもの 

Ｂ 技術的最大許容質量が2.5ト

ンを超え、3.5トン以下のもの 

Ｃ 技術的最大許容質量が3.5ト

ンを超え、最高出力が135kW

以下のもの 



Ｄ 技術的最大許容質量が3.5ト

ンを超え、最高出力が135kW

を超えるもの 

乗車定員９人を超

える専ら乗用の用

に供する自動車で

あって、技術的最

大許容質量が５ト

ンを超えるのもの 

Ｍ３ Ａ 最高出力が150kW以下のもの 

Ｂ 最高出力が150kWを超え250kW

以下のもの 

Ｃ 最高出力が250kWを超えるも

の 

貨物の運送の用に

供する自動車であ

って、技術的最大

許容質量が３．５

トン以下のもの 

Ｎ１ Ａ 技術的最大許容質量が2.5ト

ン以下のもの 

Ｂ 技術的最大許容質量が2.5ト

ンを超えるもの 

貨物の運送の用に

供する自動車であ

って、技術的最大

許容質量が３．５

トンを超え、１２

トン以下のもの 

Ｎ２ Ａ 最高出力が135kW以下のもの 

Ｂ 最高出力が135kWを超えるも

の 

貨物の運送の用に

供する自動車であ

って、技術的最大

許容質量が１２ト

ンを超えるもの 

Ｎ３ Ａ 最高出力が150kW以下のもの 

Ｂ 最高出力が150kWを超え250kW

以下のもの 

Ｃ 最高出力が250kWを超えるも

の 

二輪自動車 Ｌ３ Ａ ＰＭＲが25以下のもの 

Ｂ ＰＭＲが25を超え50以下のも

の 

Ｃ ＰＭＲが50を超えるもの 

※１ 協定規則第41号又は第51号の規定により車両の最高出力（ｋW）を試験時重量（ｔ）で除した値。ただし、

当分の間、最高出力は審査事務規程別添の試験規程、ＥＣＥ規則、ＥＥＣ指令、ＩＳＯ規格、ＳＡＥ規格

又はＤＩＮ規格の試験方法によることができる。 

※２ 運転者席の着座位置について自動車製作者等が定め、三次元座標方式に基づいて決定する設計点 

※３ 安全性の確保及び公害の防止ができるものとして技術的に許容できる自動車の質量であって、自動車製

作者が指定したもの 

 

５桁目（特例措置の適用） 

 特例措置の内容 

Ａ 特例措置なし 

Ｂ Ｎ１カテゴリから派生したＭ１カテゴリの車両（技術的最大許容質量が2.5トンを超え、かつ、

Ｒポイントの地上からの高さが850㎜を超えるものに限る。） 

Ｃ オフロード仕様の車両（ただし、Ｍ１カテゴリの車両にあっては技術的最大許容質量が２トン

を超えるものに限る。） 



Ｄ 車いすを収容するために製造・変更されたＭ１カテゴリの車両 

Ｅ 防弾性能を有した車両 

Ｆ Ｍ３カテゴリの車両であって、ガソリンのみを燃料とするもの 

Ｇ 技術的最大許容質量が2.5トン以下のＮ１カテゴリの車両で、排気量が660cc以下、最高出力を

技術的最大許容質量で除した値が35kW/t以下、フロントアクスル中心とＲポイントとの水平距

離が1100㎜未満のもの 

Ｈ Ｎ１カテゴリ及びＮ１カテゴリから派生したＭ１カテゴリの車両であって、技術的最大許容質

量が2.5トン以下、Ｒポイントの地上高さが800㎜以上、前軸中心から原動機重心までの水平距

離が300～1500㎜の間にあり、排気量が660ccを超え1495cc未満であって後輪駆動のもの 

 

騒音諸元値は細目告示技術基準「近接排気騒音の測定方法」、「定常走行騒音の測定方法」及び「加速走行

騒音の測定方法」に基づいて測定した場合は測定値又は設計値を記入する。 

また、協定規則第41号又は協定規則第51号に基づいて測定した場合は測定値又は設計値（近接排気騒音を

除く。）を記載する。この場合、近接排気騒音の測定値は整数位までとし、小数第１位を四捨五入する。 

なお、定常走行騒音は指定速度（整数値）（複数ある場合は最大の速度）を（ ）書で、近接排気騒音にあ

っては測定時の原動機回転数を付記する。 

また、平成28年騒音規制より前に協定規則第41号が適用されるものにあっては、騒音値及び定常走行騒音

の指定速度を省略してもよく、平成28年騒音規制が適用されるものにあっては、近接排気騒音以外の騒音値

及び定常走行騒音の指定速度を省略してもよい。 

 

近接排気騒音欄の記載例 

規制区分及び騒音値 記載例 

平成28年騒音規制が適用されるもの 近接排気騒音値（測定値）を記載 

平成28年騒音規制より前に協定規則第41号が適用されるもの 近接排気騒音値（測定値又は設計値）を記載する

場合 

騒音値の記載を省略する場合 

上記以外の自動車 近接排気騒音値（測定値又は設計値）を記載

 

１－33  排出ガス重量 

表題欄の試験モード名の行に、類別毎に細目告示技術基準「重量車排出ガスの測定方法」及び「軽・中量

車排出ガスの測定方法」に基づく試験モード名を記載し排出ガス成分欄の（ ）内に単位を記載すること。 

細目告示技術基準「重量車排出ガスの測定方法」及び「軽・中量車排出ガスの測定方法」に基づいて測定

した排出ガスの重量の値を次の各号により記入する。なお、記入値は、細目告示又は適用関係告示に規定す

るそれぞれの排出ガスに係る規制値の桁数までとし、その直近下位の数値を四捨五入する。 

(1)ガソリン、ＬＰＧ又はＣＮＧを燃料とする自動車であってJC08H＋JC08Cモード試験法が適用されるものに

ついて、一酸化炭素、非メタン炭化水素、窒素酸化物及び粒子状物質の１キロメートル当たりの排出量をｇ



の単位で表した値をそれぞれ該当する試験モードのＣＯ、ＮＭＨＣ、ＮＯx及びＰＭの欄に記入する。ただ

し、ＰＭの欄についてはガソリンを燃料とする吸蔵型窒素酸化物還元触媒を装着した直接噴射式の原動機を

有する自動車であって、平成２１年排出ガス規制以降の規制の適用を受ける場合に限り記入する。 

(2) ガソリン、ＬＰＧ又はＣＮＧを燃料とする自動車であってJE05モード試験法が適用されるものについて、

一酸化炭素、非メタン炭化水素、窒素酸化物及び粒子状物質の１時間の仕事量当たりの排出量をｇの単位で

表した値をそれぞれ該当する試験モードのＣＯ、ＮＭＨＣ、ＮＯx及びＰＭの欄に記入する。ただし、ＰＭの

欄についてはガソリンを燃料とする吸蔵型窒素酸化物還元触媒を装着した直接噴射式の原動機を有する自動

車であって、平成２１年排出ガス規制以降の規制の適用を受ける場合に限り記入する。 

(3)軽油を燃料とする自動車であってJC08H＋JC08Cモード試験法が適用されるものについて、一酸化炭素、非メ

タン炭化水素、窒素酸化物及び粒子状物質の走行１キロメートル当たりの排出量をｇの単位で表した値をそ

れぞれ該当する試験モードのＣＯ、ＮＭＨＣ、ＮＯx及びＰＭの欄に記入する。 

(4)軽油を燃料とする自動車であってＷＨＴＣモード及びＷＨＳＣモード及びＪＥ０５モード試験法が適用される

ものについて、一酸化炭素、非メタン炭化水素、窒素酸化物及び粒子状物質の１時間の仕事量当たりの排出

量をｇの単位で表した値をそれぞれ該当する試験モードのＣＯ、ＮＭＨＣ､ＮＯx及びＰＭの欄に記入する。 

(5)ガソリンを燃料とする自動車であって二輪車モード試験法又はWMTCモード試験法が適用されるものについて、

該当するモード試験法による一酸化炭素、炭化水素及び窒素酸化物の１キロメートル当たりの排出量をｇの単

位で表した値をそれぞれ該当する試験モードのＣＯ、ＨＣ及びＮＯxの欄に記入する。 

 

２ 原動機（内燃機関） 

２－１ 種類 

 ガソリン、ディーゼル、電気、ＬＰＧ、ＣＮＧ、ＣＮＧ・ガソリン等の別及びサイクル数の別を記入する。 

 例 ガソリン・４サイクル 

２－２ 気筒配列、気筒数及び配置 

 直列、Ｖ型、水平対向等の別、気筒数及び横置、縦置等の別を記入する。 

 例 直６縦置、直４横置、Ｖ８縦置、水対４縦置 

２－３ 内径×行程 

 小数第１位まで記入し、第２位以下を切り捨てる。 

 なお、ロータリ・エンジンにあっては、トロコイド長軸及び短軸の長さ並びにロータ・ハウジングの幅を記入し、「（ロ

ータリ）」と付記する。 

 

３ 原動機（電動機）（電気自動車及び燃料電池自動車の場合に限る） 

  ３－１  取付位置及び個数                                                    

      前、後、床下、座席下、後車軸等の別及び電動機の数を記入する。            

  ３－２  種類                                                                

      直流電動機、交流誘導電動機、交流同期電動機等の別を記入する。            

３－３  定格電圧                                                            

     製作者の定める定格電圧を記入する。記入値は整数位までとし、小数第１位以下を切り捨てる。     



３－４ 定格出力 

ハイブリッド自動車の電動機にあっては、１時間定格出力を記入する。記入値は小数第１位までとし、第２位以下

を切り捨てる。ただし、１kW未満のものにあっては、小数第２位までとし、第３位以下を切り捨てる。 

３－５ 最高出力 

ハイブリッド自動車の電動機にあっては、審査事務規程別添の試験規程に基づいて測定した全負荷運転における最

高出力の値（以下本項において「測定値」という。）を記入する。ただし、当分の間、ECE規則、EEC指令、ISO規格

又はDIN規格の試験方法によることができる。記入値は測定値が10kW未満にあっては小数第１位までとし第２位を

四捨五入し、10kW以上にあっては整数位までとし小数第１位を四捨五入する。なお、最高出力時の回転速度を付記

する。 

３－６ 最大トルク 

ハイブリッド自動車の電動機にあっては、審査事務規程別添の試験規程に基づいて測定した全負荷運転における最

大トルクの値（以下本項において「測定値」という。）を記入する。ただし、当分の間、ECE規則、EEC指令、ISO

規格又はDIN規格の試験方法によることができる。記入値は測定値が、10Ｎ･ｍ未満のものにあっては小数第１位ま

でとし、第２位を四捨五入し、10Ｎ･ｍ以上のものにあっては整数位までとし、小数第１位を四捨五入する。なお、

最大トルク時の回転速度を付記する。                                          

  ３－７  冷却方式                                                            

    空冷、油冷等の冷却方式及び冷却装置の駆動装置について次の例により記入する。 

      例 空冷 Ｖベルト駆動ファン 

３－８ ステータ寸法                                                        

      ステータ径（エアーギャップは除く。）及びステータ又はロータの軸方向長さ（小さい方）の値を記入する。記入

値は整数位までとし、小数第１位以下を切り捨てる。                             

  ３－９ ステータ内容積                                                      

      次の式により求めた値を記入する。記入値は整数位までとし、小数第１位以下を切り捨てる。                                                             

                    π                 １                                

            Ｖ  ＝  ―  × Ｄ2   × Ｌ × ―                               

                   ４                 103                              

                                                                                  

               Ｖ ： ステータ内容積（cm3）                                    

            Ｄ ： ステータ径(mm)エアーギャップは除く）                     

               Ｌ ： ステータ又はロータの軸方向長さの小さい方の値(mm)         

               π ： 円周率（3.1416とする。）                                

                                                                                  

４ 原動機（電動機）用制御装置（電気自動車及び燃料電池自動車の場合に限る）                           ４－１  主

制御装置形式                                                      

      トランジスタ・チョッパー式、トランジスタ・インバータ式等の別を記入する。 

  ４－２  主制御装置制御方式                                                  

      前進３段後進１段接点切替式、定周波数可変パルス幅式等の別を記入する。    



  ４－３ 作動電圧 

   通常の作動時又は回路開放状態においてあらゆる導電性の部分の間に発生する可能性のある最大電位差であって、

製作者が定めた数値を記入する。記入値は整数値までとし、小数第１位以下を切り捨てる。 

                                                                                

５ 原動機（電動機）用電源装置（電気自動車及び燃料電池自動車の場合に限る）                         

５－１  主電池                                                              

    (1)  種類及び型式                                                          

       鉛蓄電池、ニッケル・水素電池、リチウムイオン電池等の別及び製作者等が呼ぶ型式を次の例により記入する。                 

例 鉛蓄電池、ＳＥＲ６３                                              

    (2) 電圧                                                                  

        電池単体の公称電圧を記入する。                                        

    (3) 容量                                                                  

        電池単体の公称容量を記入し、放電時間率を（ ）書で次の例により付記する。 

       例 １００（５）                                                      

    (4) 数及び総電圧                                                          

        電池（セル）の数とそれらの総電圧を記入する。ただし、直・並列切り替え式の場合には、最大電圧時の総電圧

を次の例により記入する。                          

        例 ２０、２４０Ｖ                                                   

５－２ 過電流保護デバイスの形式 

   ヒューズ式、サーキットブレーカ式等の別を記入する。 

５－３  充電装置                                                            

    (1) 形式                                                                  

        主電池用の車載充電装置を備えていないものにあっては、「別置形」と記入し備えたものにあっては、「車載形」

と記入する。主電池用の充電装置を備えており、かつ、車両外部より電力の供給を受けることができるものにあ

っては、「車載・別置併用形」と記入する。なお、ポータブル形充電装置は「別置形」とする。また、接続方式

が誘導式のものにあっては、「（インダクティブ）」、接触式であって、接地された外部電源と接続されるものに

あっては「（コンダクティブ・接地）」、接触式であって、接地されていない外部電源のみと接続されるものにあ

っては「（コンダクティブ・非接地）」と記入する。 

      例 車載形                                                            

            別置形（インダクティブ）                                          

      車載・別置併用形（コンダクティブ・接地） 

    (2) 制御方式                                                              

        定電流、定電流・定電圧充電等の別を記入する。                          

   (3) 交流入力電源                                                          

        供給する電源の単相又は３相の別、電圧、電流を記入する。電流値については必要最大電流値を整数で記入し、

小数第１位以下を切り上げる。              

        例 単、２００Ｖ、２５Ａ                                              



    (4) 直流入力電源                                                          

        供給する電源の電圧で製作者が定める値及び直流充電をする場合に入力可能な最大電流値を記入する。なお、記

入値は整数位までとし、小数第１位以下を切り上げる。                  

        例 ２００Ｖ、２５Ａ                                                  

    (5) 発電用内燃機関                                                        

        車載充電装置として内燃機関を備えるものにあっては、当該内燃機関の型式、総排気量、水冷、空冷等の冷却方

式の別、４サイクル、２サイクルの別を次の例により記入する。 

       例 ガソリン機関：ＣＢ型、０．５４３L、水冷、４サイクル               

  ５－４ 燃料電池                                                             

    (1) 種類及び型式                                                           

        固体高分子形等の別及び製作者等が呼ぶ型式を次の例により記入する。         

       例 固体高分子形、ＡＡＡ                                               

    (2) 数及び総電圧並びに定格出力                                                           

        燃料電池の数とそれらの総電圧及び定格出力を記入する。                         

       例 １、２４０Ｖ、５０ｋＷ 

 ５－５  絶縁抵抗低下モニタの形式 

        絶縁抵抗低下モニタによる警報方式（灯火式、音響式等の別）を記入する。 

６ 燃料装置 

６－１  燃料タンク 

(1) 材質 

 燃料タンクの材質を記入する。 

 なお、気体を封入する燃料タンクにあっては、次の例により記載する。 

 例 アルミ合金ＦＲＰ繊維巻付補強 

(2) 容量 

 タンク毎の容量を「＋」の記号を間に入れて記入する。燃料タンク容量は注入口までを含み、実車状態で燃料タンク

本体に注入できる全容量を記載する。ただし、空気室及びフューエルチューブは除く。また、製作者が呼ぶ設計値

を記入してもよい。 

 記入値は整数位までとし、小数第１位以下を切り捨てる。ただし、容量が10Ｌ未満のものにあっては小数第１位まで

記入し、第２位以下を切り捨てる。 

 なお、気体を封入する燃料タンクにあっては、最高充填圧力をMPa 単位により小数第２位まで記載し、小数第３位を

四捨五入する。 

 例  50＋50 

６－２  気化器型式 

 製作者が呼ぶ型式を記入する。 

６－３  燃料噴射装置形式 

 ガソリンエンジンの場合には、機械式、電子式等の別を記入する。コモンレール式ディーゼルエンジンの場合には電子

式（コモンレール）と記入する。 



６－４  高圧ガス減圧装置形式 

 蒸発方式、減圧段数、一次室圧力、高圧側圧力を記入する。一次室圧力又は高圧側圧力の記入値は整数位までとし、小

数第１位以下を切り捨てる。 

 例 ○○型２段  39kPa 

 

７ 電気装置 

７－１ 点火装置 

 (1) 断続器形式 

 フル・トランジスタ式以外の場合に限り、接点式、無接点式等の別を記入する。 

 

８ 動力伝達装置 

８－１ クラッチ 

 (1) 倍力装置形式 

 油圧式クラッチに操作の倍力装置が取り付けられている場合には、その形式を記入する。 

 例 真空式 

８－２ 変速機、副変速機 

(1) 形式 

 ギヤ式、流体変速機、遊星歯車式、ベルト式、静油圧変速機等の別を記入する。 

(2) 操作方式 

 ハンドル・チェンジ式、フロア・チェンジ式、押ボタン式、足動式等の別及びパワー・シフト付であるときはその旨

を記入する。 

(3) 変速比 

 変速比を小数第３位まで記入し、第４位以下を切り捨てる。シンクロ機構をもつものは「（シンクロ）」と付記する。

ただし、静油圧変速機にあっては、容積効率（ポンプ吐出量とモータ吸入量の比の範囲）を記入する。 

 また、無段変速機の場合には１速の欄に、最大と最小の変速比の範囲を記入する。 

変速比の範囲を段階的に変更できる機構を備えた無段変速機はその旨を変速比の後に記載する。 

なお、８速以上の変速を有するものにあっては、欄を追加し記載することができる。 

 例 ２.３２６～０.４３４：無段変速 

   ２.３２６～０.４３４（ﾏﾆｭｱﾙﾓｰﾄﾞ付)：無段変速 

８－３ 推進軸の長さ・外径 

 機関から減速機までの動力の伝達される順に従って、第１、第２及び第３推進軸のそれぞれについて、自在継手間の

長さ及び軸部断面の外径を、次の例により記入する。ただし、中間軸受を有するものにあっては、中間軸受の前後

の長さを（ ）書で長さの後に付記する。記入値は、長さについては整数位までとし、小数第１位以下を切り捨て

る。また、外径については小数第１位までとし、第２位以下を切り捨てる。 

 また、四輪駆動方式等の自動車にあっては、前後の別も明示するものとする。 

 例 801×65.0 

   801 (400 ＋401)×65.0 



   前 801×65.0 

   後 790×65.0 

８－４ 減速機減速比 

 記入値は、小数第３位までとし、第４位以下を切り捨てる。 

 

９ 走行装置 

９－１  輪距 

空車状態における左右タイヤ踏面の路面との接触面の中心間の距離（カタピラ式にあっては、左右のカタピラの

中心間の距離）を記入する。ただし、複輪にあっては、複輪の中心間の距離、タイヤ・ローラにあっては左右の最

外側に備えられたタイヤの中心間の距離、ロード・ローラにあっては左右輪の中心間の距離をそれぞれ輪距とする。 

記入値は小数第３位までとし、末尾を０又は５に丸める。 

９－２  タイヤの呼び 

(1) 専ら乗用の用に供する自動車、貨物の運送の用に供する自動車、被けん引自動車、二輪自動車、側車付二輪自動

車及び三輪車にあっては、タイヤの呼び（「自動車用タイヤの取扱いについて」（昭和５７年６月２８日自車第５

０２号）に基づく日本自動車タイヤ協会規格（以下「ＪＡＴＭＡ規格」という。）、ＥＴＲＴＯ規格（The European 

Tyreand Rim Technical Organisation。欧州のタイヤ規格）又はＴＲＡ規格（The Tire and Rim Association。米

国のタイヤ規格）（以下「タイヤ規格」という。）に定められたものであって断面幅の呼び、偏平比の呼び、タイ

ヤ構造記号、リム径の呼び、負荷能力指数、速度区分記号、用途記号等からなるものをいう。以下同じ。）、タイ

ヤ製作者の商号又は商標及びトレッドパターンを表す記号等を次の例により記入する。 

なお、装着されている装置が指定装置等にあってはタイヤ製作者の商号又は商標及びトレッドパターンを表す記

号等の代わりに「（指定装置等）」と記入する。 

また、２種類以上のタイヤを選択使用するときは、タイヤの呼びを併記することができる。 

例  195/60R14 86H ＡＡ ＢＢＢ 

  195/65RF14 89S ＡＡ ＢＢＢ 

195/65R16 106/104L LT ＡＡ ＢＢＢ 

  255/70R22.5 143/140J ＡＡ ＢＢＢ 

  275/40ZR19 (105Y) EXTRA LOAD ＡＡ ＢＢＢ 

  P245/65R17 105S ＡＡ ＢＢＢ 

  7.50R16-10PR LT ＡＡ ＢＢＢ 

  10.00R20-14PR ＡＡ ＢＢＢ 

  130/70R17 62H （指定装置等） 

  205/65R15 94S 215/55R16 91V （指定装置等） 

 

(2) (1)以外の自動車にあっては、ＪＡＴＭＡ規格に定められたタイヤの呼びを次の例により記入する。ただし、ロー

ド・ローラにあってはロールの外径及び幅を、カタピラを有する自動車にあってはカタピラの幅をそれぞれ記入す

る。 

なお、２種類以上のタイヤを選択使用するときは、タイヤの呼びを併記することができる。 



例  16.00-25-24PR（OR) 

12.4R24119A8(AG) 

275/85D20 152 A5（I） 

９－３ タイヤの空気圧 

 第２号様式の車両諸元要目表を提出する自動車は記載を要しない。 

自動車等の製作者が定める空気圧を整数位まで記入し、末尾を０に丸めるか、又は小数第１位を四捨五入する。

ただし、タイヤ規格に定めがある場合は、これに基づき記入する。 

 なお、空車状態及び積車状態についてそれぞれ定めている場合には、積車状態について定めた空気圧を記入する。 

９－４  許容限度 

許容限度は、貨物を運送する自動車、乗車定員11人以上の乗合自動車及び大型特殊自動車について、当該

自動車又は車台に許容できるそれぞれの軸重及び車両総重量の限度を次の各号に留意して記入する。ただし、

大型特殊自動車にあっては、記入を省略して差し支えない。 

記入値は整数位までとし、末尾を０に丸める。 

(1)許容限度は、限度内で最大の諸元の自動車が製作された場合においても、当該自動車の構造・装置が細目

告示第11条第２項、第13条第２項（協定規則第79号の規則5.1.4.に限る。）、第15条第２項第１号（協定規則第13号

の規則5.1.1.1及び5.1.1.2に限る。）、第５項第１号）、第６項第１号（協定規則第13号の規則5.1.1.1及び5.1.1.2に

限る。）、第17条第２項及び第22条第１項１号（車体を除く）の規定に適合するものであること。 

(2)許容限度は、当該自動車の車台の構造・装置に変更を加えない場合におけるものであること。この場合にお

いて、使用するタイヤの推奨荷重は考慮しないものとする。 

(3)許容限度は、当該自動車の構造・装置を総合的に考慮のうえ、安定性及び操縦性が確保される範囲内で定め

られたものであること。 

(4)車体の形状により許容限度が相違する場合には、それぞれの限度を併記し、それぞれの形状を付記すること。 

(5)同一型式の自動車又は車台であって、構造・装置が相違することにより許容限度が異なる場合には、限度を

併記し、それぞれの構造・装置の状態を付記すること。 

(6)複軸を有する自動車の軸重については、それぞれの軸重の許容限度の合計を記入すること。 

なお、それぞれの軸に係る許容限度が相違する場合には、それぞれの許容限度を付記すること。 

 

10 かじ取装置 

10－１ ハンドル 

(1) 位置 

右、左又は中央の別を記入する。 

(2) 軸及び継手形式 

軸形式については、調整式、普通形の別を記入し、衝撃吸収式のものについてはコラプシブル式と付記する。

（保安基準第11号第２項の規定を適用する自動車に限る。） 

 

11 盗難防止装置 

 11－１ 施錠装置 



ステアリング・ロック、ミッション・ロック、ドライブホイール・ロック等の別を記入する。 

  11－２ イモビライザ 

    イモビライザの有無を記入する。 

 ただし、細目告示第14条に適合した装置を備える場合に限る。 

  11－３ 盗難発生警報装置 

盗難発生警報装置（細目告示第67条に適合した装置を備える場合に限る。）について、音響式・灯火式等の別を記

入する。 

 

12 制動装置 

12－１ 主ブレーキ 

(1) 形式 

ブレーキの作動方式、本体の形式等を記入する。 

 なお、装着されている装置が指定装置等にあっては、「指定装置等」と付記することができる。 

 例 空気式 前２リーディング 後リーディング・トレーリング 

    油圧式 前ディスク 後リーディング・トレーリング 

    空気油圧複合式 前ディスク 後デュオ・サーボ 

    慣性機械式 ２リーディング 

   油圧式 前ディスク 後リーディング・トレーリング（指定装置等） 

(2) 作動系統及び制動車輪 

配管系統の数を記入するとともに、配管系統毎の制動輪について、全輪制動、後２輪制動、後前軸、後後軸４

輪制動等の別を次の例により記入する。 

  例 １－全輪制動 

    ２－前２輪 後２輪制動 

   ２－前左輪・後右輪 前右輪・後左輪制動 

(3) ライニング又はパッドの材質 

ウーブン、モールド、焼結合金等の別を記入する。 

(4) ライニング又はパッドの寸法 

ライニング又はパッド１個の長さ、幅及び厚さを記入する。記入値は小数第１位までとし、第２位以下を切り

捨てる。 

(5) ライニング又はパッドの面積 

ライニング又はパッド１個の面積を記入し、各軸毎の数を併記する。記入値は整数位までとし、小数第１位以

下を切り捨てる。 

なお、この場合の面積とは、ドラム・ブレーキにあってはライニングがドラムに接触する部分の面積又はライ

ニングの投影面積を、ディスク・ブレーキにあってはパッドがディスクに接触する部分の面積又はパッドの投影

面積をいう。 

  例  115×２枚×２輪 

            154×１枚 
  

×２輪   



            184×１枚 
  
  

(6) ブレーキの胴径又はディスク有効径 

ドラム・ブレーキの場合にはドラムの内径を、ディスク・ブレーキの場合にはディスクの有効径をそれぞれ記

入する。この場合において、ディスクの有効径は、ホイール・シリンダ中心又はディスク・パッドの当たる面の

外径及び内径の平均値とする。記入値は整数位までとし、小数第１位以下を切り捨てる。 

(7) マスタ・シリンダ又はブレーキ弁の形式 

シングル形、タンデム形、デュアル形等の別を記入する。 

(8) マスタ・シリンダ内径 

シリンダの内径を記入する。記入値は小数第１位までとし、小数第２位以下を切り捨てる。 

(9) サプライ・タンク形式 

一体形、分離形の別及び各系統別の容量(ml)を次の例により記入する。記入値は整数位までとし、小数第１位

以下を切り捨てる。サプライ・タンクをマスタ・シリンダ本体から離して車体等に取り付けたものにあっては、

取付場所を( )書で付記する。 

なお、装着されている装置が指定装置等にあっては容量の記載を要しない。 

例 一体形(車体取付)   36  ＋  26  ＋ 120 

             (前輪)    (後輪)    (共用) 

 

   一体形(車体取付)  (前輪) ＋ (後輪) ＋ (共用)     

(10) ホイール・シリンダの内径又はブレーキ室膜版径 

  内径のほか、必要に応じてその形式を付記する。記入値は小数第１位までとし、第２位以下を切り捨てる。なお、

複数ある場合は各々について径の大きい順に記載する。 

 例 22.2 

    14.0クランプ・リング式 

   51.1＋48.8 

   51.1＋51.1 

   51.1×２ 

(11) 制動倍力装置 

  (ｱ) 形式 

真空倍力式、空気倍力式、油圧倍力式等の別を記入する。 

(ｲ) 倍率 

倍力装置の作動時の圧力と非作動時の圧力の比を記入し、測定時の踏力（Ｎ）を単位を含め（ ）書で付記

する。記入値は整数位までとし、１０Ｎ未満は切り捨てる。 

 例 5.0（200N） 

(12) 空気圧縮機等 

第２号様式の車両諸元要目表を提出する自動車は記載を要しない。 

 (ｱ) 真空又は空気圧 

調整圧力の上限及び下限を記入する。真空圧の場合には、単位はkPa を用い、記入値は小数第１位までとし、



小数第２位以下を切り捨てる。空気圧の場合には単位は、MPa を用い、記入値は小数第２位までとし、第３位

以下を切り捨てる。 

なお、低圧警報装置の装着義務付けの無い車両については、下限の記入を省略する 

ことができる。 

(ｲ) 真空ポンプ又は空気圧縮機形式 

往復式、回転式、遠心式等の別及び水冷式、空冷式等の別を記入する。 

(ｳ) タンク容量 

タンク毎の容量を「＋」の記号を間に入れて次の例により記入する。 

なお、タンクの内部が仕切られているものは、仕切られた部分のそれぞれの容量を「＋」の記号を間に入れ

て（ ）書で記入する。記入値は整数位までとし、小数第１位以下を切り捨てる。 

例 (13＋13)＋20 

 (13) 制動力制御装置形式 

 アンチロックブレーキシステム（ＡＢＳ）、プロポーショニング装置、ロード・センシング装置等の制動力制御装置

を備えている場合には、次の例により記入する。 

 例 ＡＢＳ 

   プロポーショニング（ロード・センシング） 

(14) 制動警報装置形式及び性能 

 (ｱ) 検出部 

液面レベル式、ストローク式、差圧式、圧力式等の別及び警報開始時の空気タンク等の圧力、ブレーキ液の

残留量（細目告示第15条第２項及び第３項に規定する自動車であって、サプライタンク内に隔壁があるものを

除く。）又は正常系統と故障系統との間の差圧を（保安基準第12条第２項並びに細目告示第15条第４項、第５項、

第６項及び第７項に規定する自動車を除く。）記入する。 

      (ｲ) 表示部 

灯火式、音響式の別及びワット数又は音の大きさ（ｄＢ）を記入する。 

(15) 安全装置形式 

第２号様式の車両諸元要目表を提出する自動車は記載を要しない。 

ブレーキ装置に備えられている安全装置を次の例により記入する。 

 作動圧については、単位はkPa を用い、記入値は整数位までとし、１０kPa 以下は切り捨てる。 

 例 セフティ・シリンダ（前及び後配管中） 

    ２９０kPa 作動 エマジェンシ・バルブ（後輪制動） 

    ２９０kPa 作動 プロテクション・バルブ（トレーラ接続配管中） 

12－２ 駐車ブレーキ 

(1) 形式 

機械式推進軸制動内部拡張形、機械式推進軸制動外締めバンド形、機械式車輪制動形、空気式車輪制動形スプ

リングブレーキ等の別を記入する。 

なお、機械式車輪制動形にあっては、ディスク式、ドラム式等の別を（ ）書で付記する。ただし、本項(3)

において､主ブレーキと共用した場合は省略することができる。 



 例 機械式車輪制動形（ディスク式） 

(2) 制動車輪 

後輪、前輪、後前軸２輪等制動する車輪を記入する。 

(3) ライニング又はパッド 

主ブレーキと共用するものにあっては、この項の各記入欄に「主ブレーキと共用」と記入することができる。 

(ｱ) 材質 

９－１(3)に同じ。 

(ｲ) 寸法 

９－１(4)に同じ。 

(ｳ) 面積 

９－１(5)に同じ。 

(4) ブレーキの胴径又はディスク有効径 

 ９－１(6)に同じ。なお､主ブレーキと共用するものにあっては、この項の記入欄に「主ブレーキと共用」と

記入することができる。 

12－３ 補助ブレーキ形式 

第２号様式の車両諸元要目表を提出する自動車は記載を要しない。 

制動する箇所、種類等を次の例により記入する。 

また、複数の補助ブレーキを有するものにあっては、個々の補助ブレーキについて記入する。 

 例 推進軸制動渦電流式リターダ 

   排気管開閉弁式排気ブレーキ 

   推進軸制動渦電流式リターダ及び排気管開閉弁式排気ブレーキ 

12－４ 非常ブレーキ形式 

第２号様式の車両諸元要目表を提出する自動車は記載を要しない。 

制動する箇所、種類等を次の例により記入する。駐車ブレーキと兼用のものにあっては、「駐車ブレーキと兼用」

と記入する。 

 例 後車輪制動 スプリング・ブレーキ 

12－５ 分離ブレーキ形式 

第２号様式の車両諸元要目表を提出する自動車は記載を要しない。 

制動する箇所、種類等を次の例により記入する。他の制動装置と兼用のものにあっては、他の装置と兼用である

旨を（ ）書で付記する。 

 例 後輪制動リレー・エマジェンシ・バルブ式エア・ブレーキ 

   非常弁付中継弁式エア・ブレーキ（兼用） 

   後前輪２輪制動スプリング・ブレーキ 

 

13  緩衝装置 

13－１ 前輪、後輪 

(1) 懸架方式 



車軸式、ウイッシュボーン式、マクファーソン式、トレーリング・アーム式、スイング・アーム式、オレオ式、

ボトム・リンク式、テレスコピック式等の別を記入する。 

(2) ばね形式 

半楕円板ばね、コイルばね、円形ベローズ空気ばね、円形スリーブ空気ばね等の別を記入する。２以上の形式

を有している場合には、それらを併記する。 

(3) 主ばね寸法 

次の例により記入する。記入値は整数位までとし、小数第１位以下を切り捨てる。ただし、コイルばねの有効

巻数については小数第１位までとし、第２位以下を切り捨てる。 

なお、左右のばね寸法等が異なるものにあっては、それぞれについて記入する。 

板ばねの場合 長さ×幅×厚さ－枚数 

 例 1,180×70×９－７ 

なお、テーパ・リーフにあっては、厚さは中央部のものとし、「(テーパ)」と、また、材質が鋼以外のものにあ

っては、その旨を（ ）書でそれぞれ付記する。 

 例 1,180×70×９－７（テーパ） 

   1,180×70×９－２，20－１(樹脂) 

コイルばねの場合 線径×中心径－有効巻数 

 例 14×104－7.0 

   (14～22)×104－7.0 

トーション・バーの場合 直径×有効長さ 

 例 21×972 

空気ばねの場合 空気ベローズの有効径×山数－個数 

      スリーブの有効径×高さ－個数 

 例 200× ４－２ 

   230×230－２ 

(4) 補助ばね寸法 

第２号様式の車両諸元要目表を提出する自動車は記載を要しない。 

10－１(3)に同じ。 

なお、ゴムの場合には、外径及び高さを次の例により記入し、「(ゴム)」と付記する。 

 例 80×125（ゴム） 

 

14 車わく 

14－１ 形式 

梯子形、Ａ形、一体構造、バックボーン、クレードル等の別を記入する。 

14－２ 断面形状 

最大の断面を有する箇所について、コ形、Ｉ形、箱形等の別を記入する。ただし、一体構造である場合は記入を

要しない。 

 例 コ 



 

15 車体 

「構造・装置の概要説明書」に当該装置の詳細を記載するものについては、それぞれ該当する装置の記載を省略する

ことができる。また、15－１及び15－２にあっては、第２号様式の車両諸元要目表を提出する自動車は記載を要しない。 

15－１ 前部潜り込み防止装置形式 

  本体中央部断面形状及び寸法、材質等を次の例により記入する。 

  なお、寸法については、丸形（パイプ）の場合には外径×板厚を、異形の場合には縦×   

 横（奥行き）×板厚をｍｍ単位により記入する。記入値は小数第１位までとし、第２位を４捨５入する。 

   例 ［ 280.0×180.0×1.6  鋼 

    また、前部潜り込みを防止する車体構造にあっては次の例により記入する。 

         例 前部潜り込みを防止する車体構造 

15－２ 巻込防止装置形式 

  本体の断面の形状、断面の寸法、材質等を次の例により記入する。 

  なお、寸法については、丸形（パイプ）の場合には外径×板厚を、角形の場合には縦×横×板厚をｍｍ単

位により記入する。記入値は小数第１位までとし、第２位を四捨五入する。 

 例 パイプ 27.2×2.8  鋼管３本 

15－３ 突入防止装置形式 

  本体の断面の形状、断面の寸法、材質等を次の例により記入する。 

  なお、寸法については、丸形（パイプ）の場合には外径×板厚を、角形の場合には縦×横×板厚をｍｍ単

位により記入する。記入値は小数第１位までとし、第２位を四捨五入する。 

 例 コ 120.0×40.0×2.3  鋼 

また、本項に記入する内容については、構造・装置の概要説明書に記載することにより省略することがで

きる。この場合は次の例により記入する。 

例 構造・装置の概要説明書に記載 

なお、突入を防止する車体構造にあっては次の例により記入する。 

例 突入を防止する車体構造 

 

  16  上部構造支持台 

     カタピラを有する大型特殊自動車以外の自動車等は記載を要しない。 

原動機が搭載される車わく（旋回式車台にあっては、旋回ベアリングに載る上部旋回体の底部。）全体の長さ及び幅

を次の例により記入する。記入値は小数第３位までとし、末尾を０又は５に丸める。 

 なお、寸法については、機械への昇降用ステップ、ボルト・ナット等の車わくへの付加物及び突起物並びに可動部

は含まない。 

 例 ３．３７５×２．８００ 

 

17 連結装置 

 第２号様式の車両諸元要目表を提出する自動車は記載を要しない。 



17－１ 連結器形式 

  第５輪方式、ピントル・フック式、ボール・カップリング式等の別を記入する。 

  なお、ＪＩＳ、ＩＳＯ又はＪＡＳＯの規格によるものは、その規格名を（ ）書で付記する。(１７－２及

び１７－３も同じ) 

17－２ 電気配線連結器形式 

  ７極端子、４極端子等の別を記入する。 

17－３ ブレーキ・ホース連結器形式 

  合わせ形、さしこみ形等の別を記入する。 

17－４ キング・ピンの径 

  第５輪方式のものは、キング・ピンの径（呼び）、ヒッチ・ボールの径を記入する。記入値は小数第１位ま

でとし、第２位以下を切り捨てる。 

 

18 乗車装置 

18－１ 座席形式 

  前席、後席等に分けて、次の例により座席の形式を記入する。 

  なお、脱着式座席については、その旨を（ ）書で付記する。 

 例 前セパレート式 後ベンチ式 

   前セパレート式 後ベンチ式（脱着式） 

18－２ 座席ベルト取付装置等 

(1) 形式 

 前席、後席等に分けて、次の例により座席ベルト取付装置の種類（第一種、第二種の別）及び年少者用補助乗車装置

取付具（細目告示第32条に適合した取付具を備える場合に限る。）を記入する。この場合、第一種、第二種の「第」

は省略して差し支えない。（20－３(1)も同じ。）また、年少者用補助乗車装置取付具については、「ISO FIX」と記

入する。 

 例 座席ベルト取付装置 前二種 後二種・一種 

   年少者用補助乗車装置取付具 後 ISO FIX 

(2) 数 

 前席、後席等に分けて、前号の記入例の順に、次の例により座席ベルト取付装置の形式毎及び年少者用補助乗車装置

取付具の数を記入する。 

 例 座席ベルト取付装置 前２ 後２・１ 

   年少者用補助乗車装置取付具 後２ 

18－３ 座席ベルト 

(1) 形式 

 前席、後席等に分けて、次の例により座席ベルトの種類（第一種、第二種の別）及び座席ベルト非装着時の警報装置

の種類（灯火式、音響式の別）を記入するとともに、巻取装置を有するものにあっては、その形式（非ロック式巻

取装置（ＮＬＲ）､自動ロック式巻取装置（ＡＬＲ）､緊急ロック式巻取装置（ＥＬＲ）の別）を記入（この場合、

「ＮＬＲ」､「ＡＬＲ」､「ＥＬＲ」の略号を用いてもよい。）する。また、ベルト・テンショナ、フォースリミッ



タ、ヒューズ付きのものにあっては、その旨を( )書で付記する。 

  例 前二種ＥＬＲ  後二種ＥＬＲ・一種ＮＬＲ 

   前二種ＥＬＲ（ベルト・テンショナ、フォースリミッタ付き） 後二種ＥＬＲ 

   警報装置：灯火式及び音響式 

(2) 数 

 前席、後席等に分けて、前号の記入例の順に、次の例により座席ベルトの形式毎の数を記入する。 

 例 前２ 後２・１ 

   前２ 後２ 

18－４ 頭部後傾抑止装置 

(1) 形式 

 頭部後傾抑止装置（細目告示第31条に適合した装置を備える場合に限る。）の種類について、シートバック差し込み

式、シートバックまたがり式、シートバック一体式等の別を記入する外、穴あき式、穴あき梯子式等のものにあっ

てはその旨をも記入する。 

 例 シートバック一体式 

   シートバック差し込み式・穴あき梯子式 

(2) 数 

 頭部後傾抑止装置の数を前席、後席等に分けて記入する。 

18－5 エアバッグ容量及びインフレータ出力 

  エアバッグ容量は、エアバッグ毎に整数位まで記入し、小数第１位以下を切り捨てる。また、インフレー

タ出力は、エアバッグ毎に整数位まで記入し、１０kPa 未満を切り捨てる。 

   例 運転者席：前面： ６０、160 

      運転者席：側面： ２０、 70 

      助 手 席：前面：１４０、440 

      助 手 席：側面： ２０、 70 

18－6 乗降扉の形式  扉の種類（引戸、折戸、開戸等）、扉数、扉のロック方式（ラック・ピニオン式、ピ

ン・ホーク式等）及び動力式開閉装置を備えている場合にあってはその種類を記入する。 

 

19  ガラス 

19－１ 前面ガラスの種類 

  合わせガラス、部分強化ガラス、ガラス－プラスチック等の別を記入し、ＪＩＳ、ＥＣＥ又はＦＭＶ Ｓ

Ｓの規格によるものは、その規格名を（ ）書で付記する。 

  なお、一部着色ガラス等（可視光線透過率が70％未満の部分があるものに限る。）にあってはその旨 を（ ）

書で付記する。 

  また、装着されているガラスが指定装置等であって、車両取付においても指定装置等である場合には 「指

定装置等」と付記する。 

 例 合わせガラス（ＪＩＳ） 

   合わせガラス（一部着色）（ＥＣＥ） 



   ガラス－プラスチック等（ＦＭＶＳＳ） 

      合わせガラス（指定装置等） 

19－２ 前面ガラス以外のガラスの種類 

  側面、後面及び上面の別に合わせガラス、強化ガラス、ガラス－プラスチック、有機ガラス等の別を次の

例により記入すし、ＪＩＳ、ＥＣＥ又はＦＭＶＳＳの規格によるものは、その規格名を（ ）書で付記する。 

  なお、一部着色ガラス等（可視光線透過率が70％未満の部分があるものに限る。）にあってはその旨 を（ ）

書で付記する。 

  また、装着されているガラスが指定装置等であって、車両取付においても指定装置等である場合には「指

定装置等」と付記する。 

 例 前席側面－強化ガラス（ＪＩＳ）、後席側面－有機ガラス（ＪＩＳ）、 

   後面－強化ガラス（ＥＣＥ）、ガラス－プラスチック（ＥＣＥ）、 

有機ガラス（ＥＣＥ）、上面－合わせガラス（着色）（ＦＭＶＳＳ）、 

ガラス－プラスチック（ＦＭＶＳＳ）、有機ガラス（ＦＭＶＳＳ） 

後面－強化ガラス（指定装置等）、ガラス－プラスチック（指定装置等） 

 

20 騒音防止装置 

  消音器 

 (1) 型式 

製作者の呼ぶ型式を記入する。 

(2) 個数 

消音器の数（プリサイレンサーの数を含む。）を記入する。 

 例 主２ 副２ 

協定規則51号を適用する自動車であって、排出ガス発散防止装置が消音器の機能を兼ねるものにあっては、

型式に「排出ガス発散防止装置と兼用」等を記載し、個数の記載は要しない。 

 

21 排出ガス発散防止装置 

21－１ ブローバイ・ガス還元装置形式 

  クローズド式、シールド式等の別を記入する。 

21－２ 燃料蒸発ガス抑止装置形式 

  キャニスタ方式、クランクケース・ストレージ方式等の別を記入する。 

  なお、細目告示第４１条第４項の適用を受ける自動車にあっては、キャニスタの個数及び容量（Ｌ）を記

入すること。 

記入値は小数第１位までを記入し、第２位以下を切り捨てる。ただし、容量が0.1未満となる場合にあっては、小数

第２位まで記入し、第３位以下を切り捨てる。 

  例 キャニスタ方式 １個 O.8Ｌ 

21－３ 触媒 

(1) 種類及び形式 



 種類は三元触媒、酸化触媒等の別を記入し、形式はモノリス、ペレットの別を（ ）書で付記する。 

 例 三元触媒（モノリス） 

(2) 個数、容量及び主要成分 

 容量は触媒毎に小数第２位まで記入し、第３位以下を切り捨てる。 

 主要成分は白金(Pt)、ロジウム(Rh)、パラジウム(Pd)等の別を記入する。 

 なお、主要成分は元素記号のみにより記載してもよい。 

 例  １、1.46、パラジウム 

   １、1.46、Ｐｄ 

   １、1.46、パラジウム－ロジウム 

   １、1.46、Ｐｄ－Ｒｈ 

   １、1.46、白金－パラジウム－ロジウム 

   １、1.46、Ｐｔ－Ｐｄ－Ｒｈ 

21－４ その他の装置の形式 

  排気ガス再循環装置、二次空気導入装置、連続再生式ＤＰＦ等を記入する。なお、該当する装置が複数装

着される場合には、個数を付記し、ディーゼル微粒子除去装置（ＤＰＦ等）については、容量を（ ）書で

付記する。 

   例 二次空気供給装置２ 

     排気ガス再循環装置、連続再生式ＤＰＦ（8.0）強制再生機構付 

21－５ 警報装置 

  点火装置の断続器形式が無接点式の自動車であっても、細目告示第４１条第２項第３号で規定する警報装

置が装着されている場合には、警報装置欄に記載することができる。 

(1) 表示部形式 

触媒の温度が異常に上昇した場合に作動する警報装置の表示部について、灯火式、音響式等の別を記入する。 

(2) 検出部 

(ｱ) 形式 

熱電対式、サーミスタ式、ヒューズ式等の別を記入する。 

(ｲ) 個数 

備えている個数を記入する。 

 

22  灯火装置等 

 側方灯及び室内照明灯にあっては、第２号様式の車両諸元要目表を提出する自動車は記載を要しない。 

(１) 個数 

(ｱ)兼用灯火の場合には、その旨を付記する。また、「非常点滅表示灯」の欄にあっては、方向指示器と非常点滅表示

灯が兼用灯火である場合は、兼用である旨記入することで個 

数の記入を省略することができる。 

例 2、尾灯と兼用 

方向指示器と兼用 



(ｲ)前照灯にあっては走行用、すれ違い用毎に記入する。 

 例 走行用：２、白色、６０Ｗ すれ違い用：２、５５Ｗ 

(ｳ)配光可変型前照灯にあっては、灯火ユニット総数を左右ともに記入する。 

例 走行用：左２右１：白色、左３５Ｗ＋５５Ｗ、右３５Ｗ 

すれ違い用：左右：２、３５Ｗ 

(２) 色 

灯火の色を記入し、色電球の場合にはその旨を付記する。 

(３) 性能 

(ｱ)ワット数（必要に応じてカンデラ数を付記してもよい。）を記入する外、細目告示第２節において照明部、指示

部又は反射部の面積が定められている灯火器にあってはその有効面積（側面方向指示器については、車両中心面

への投影面積及び車両中心面と45°に交わる鉛直面（前方及び後方）への投影面積）をc㎡単位で記入する。ただ

し、装着されている装置が指定装置等にあっては、ワット数のみの記載とすることができる。また、点滅式灯火

にあっては毎分の点滅回数を付記する（ただし、「方向指示器」又は「非常点滅表示灯」であって、「前面」、「後

面」、「側面」及び「補助方向指示器」の灯火の点滅回数が同一となる構造のものにあっては、「前面」の項の記入

欄に数値を付記することによって、他の項の記入欄への付記を省略することができる。）。 

(ｲ) ＣＰ表示の灯火については、相当するワット数を「32ＣＰ（23Ｗ）」の例により記入してもよい。 

(ｳ) 発光ダイオードを用いたものにあっては、その旨及び素子数を（ ）書で付記する。 

 例 ６Ｗ、91c㎡、（ＬＥＤ、76個） 

(ｴ) 兼用灯火の場合には、その旨を付記する。また、「非常点滅表示灯」の欄にあっては、方向指示器と非常点滅表

示灯が兼用灯火でありその性能が同一である場合は、兼用である旨記入することでワット数、有効面積及び点滅回

数の記入を省略することができる。 

 例 25Ｗ、86c㎡、尾灯と兼用 

方向指示器と兼用 

(ｵ) 減速度が 1.3m/s２以下の自動車で当該自動車に備える補助ブレーキを作動させた場合に制動灯が点灯するもの

にあっては、制動灯の「個数及び性能」の欄にその旨を付記する。 

 例 ２、20Ｗ、110c㎡（補助ブレーキ作動時点灯） 

(ｶ) 装着されている装置が指定装置等にあっては、「指定装置等」と付記する。 

(ｷ）車幅灯の機能を満たしているとみなすことができる走行用前照灯、すれ違い用前照灯及び前部霧灯の点灯時に車

幅灯が消灯する構造のものにあっては、車幅灯の「個数、色及び性能」欄にその旨及び車幅灯の機能を満たしてい

るとみなすことができる灯火器の型式を（ ）書きで付記する。 

 

        例 （すれ違い用前照灯(1234-567）の点灯時には消灯） 

              （前部霧灯(1234-567）の点灯時には消灯） 

(ｸ）連鎖式点灯により点滅する方向指示器を備えるものにあっては、方向指示器の「個数及び性能」の欄にその旨を

付記する。 

例 2、10Ｗ、20cm2、85回/分（連鎖式点灯） 

 



23  視野確保装置 

23－１ 後写鏡、直前確認鏡、直左確認鏡 

(1) 形式 

車体への取付方法（固定式、脱落式、可倒式、可撓式等）、飛散及び眩惑防止の措置等を記入する。なお、その

他装置を備えている場合にあっては、その旨を次の例により記入する。 

例 カメラ装置 

(2) 寸法 

鏡面の形状及び有効寸法を記入する。記入値は整数位までとし、小数第１位以下を切り捨てる。 

23－２ 窓ふき器の個数 

  ブレードの個数を記入する。 

 

24 消火器 

第２号様式の車両諸元要目表を提出する自動車は記載を要しない。 

(1) 形式 

薬剤の種類、ノズルの種類等を記入する。 

(2) 性能 

薬剤量、放射時間、能力単位等を記入する。ただし、消防法)昭和23年法律第186号）第21条の４の規定により型

式承認を受けているものにあっては、その旨を記入することにより記載を省略して差し支えない。 

 

25 内圧容器 

  第２号様式の車両諸元要目表を提出する自動車は記載を要しない。 

(1) 容量 

タンク毎の容量を「＋」の記号を間に入れて次の例により記入する。 

なお、タンク内部が仕切られているものは、仕切られた部分のそれぞれの容量を「＋」の記号を間に入れて（ ）

書で記入する。記入値は整数位までとし、小数第１位以下を切り捨てる。 

 例 (13＋13)＋20 

(2) 最高使用圧力 

最高使用圧力を記入する。 

記入値は、小数第２位まで記載し、小数第３位を四捨五入する。 

26 性能 

26－１ 最高速度 

記入値は整数位までとし、小数第１位以下を切り捨てる。ただし、最高速度50キロメートル毎時以上の自動車（大

型トラクタの速度制限装置を備えた自動車を除く。）等にあってはその末尾を０又は５に切り捨て、最高速度が16キ

ロメートル毎時未満の特殊自動車にあっては小数第１位までを記入し、第２位以下を切り捨てる。 

なお、計算によるときは「（推定）」と付記する。 

また、保安基準第８条第４項の規定に基づく速度抑制装置を備えた自動車にあっては「（速度抑制装置）」と付記

し、けん引自動車にあっては、主としてけん引する被けん引自動車と連結した状態の値を「○○○型と連結時80」



の例により併記する。 

さらに、前進よりも後進の方の最高速度が高い自動車等にあっては､「(後進20)」の例により併記する。 

(km/h)（ ）書で（政令で定める速度に満たない自動車にあっては、その最高速度） 

26－２ 制動停止距離 

(1) 乗用自動車（細目告示第15条第３項に規定する自動車）又は貨物自動車（細目告示第15条第２項ただし書きの

規定により同条第３項の規定を適用する自動車に限る。）にあっては細目告示技術基準「乗用車の制動装置の技術

基準」、貨物自動車等（細目告示第15条第２項（同項ただし書きの規定により同条第３項の規定を適用する場合を

除く。）及び第６項に規定する自動車）にあっては「協定規則第１３号の技術的要件」による常温時制動試験に基

づいて積載状態で測定した制動停止距離又は平均飽和減速度を記入し制動初速度を（ ）書で付記する。ただし、

設計値を記入してもよい。 

なお、記入値は、制動停止距離の場合には整数位までとし、小数第１位を切り上げ、平均飽和減速度の場合に

は小数第２位までとし、第３位以下を切り捨てる。 

  例 56(100) 

    6.70 m/s２(100) 

(2) 二輪自動車等にあっては、「協定規則第７８号の技術的要件」による常温時制動試験に基づいて測定した制動停

止距離又は平均飽和減速度を記入し、制動初速度を（ ）書で付記する。ただし、設計値を記入してもよい。 

なお、記入値は、制動停止距離の場合には整数位までとし、小数第１位を切り上げ、平均飽和減速度の場合に

は小数第１位までとし、第２位以下を切り捨てる。 

また、１個の操作装置で前輪及び後輪の制動装置を同時に作動させることができない二輪自動車等にあっては、

前輪の制動装置のみを作動させた場合及び後輪の制動装置のみを作動させた場合の値を各々記載し、１個の操作

装置で前輪及び後輪の制動装置を同時に作動させることができる連動式又分配式の制動装置を備えた二輪自動車

等にあっては、主たる操作装置で制動装置を作動させた場合の値及び連動式にあっては、主たる操作装置以外の

操作装置で制動装置を作動させた場合の値を各々記載する。 

例 前：２５（60），後：４１（60） 

前：3.9m/s２(60) ，後：2.3m/s２(60) 

連動：２５（60），補助：４１（60） 

連動：3.9m/s２(60) ，補助：2.3m/s２(60) 

分配：２５(60) 

分配：3.9m/s２(60) 

(3) 大型特殊自動車等（保安基準第12条第２項並びに細目告示第15条第５項及び第７項に規定する自動車）にあっ

ては、審査事務規程別添の試験規程に基づいて測定した値を記入し、制動初速度を（ ）書で付記する。ただし、

設計値を記入してもよい。記入値は小数第１位までとし、末尾を０又は５に切り上げる。この場合において、け

ん引自動車又は被けん引自動車についての測定は、それぞれ被けん引自動車又はけん引自動車と連結した状態で

行う。ただし、フル・トレーラをけん引するけん引自動車にあっては、けん引自動車単体の状態についても測定

する。 

  例 12.0 (50) 

    18.0 (50) 、○○○型と連結時19.5(50) 



     4.5 (最高速度14.1㎞/h） 

26－３ 最小回転半径 

第２号様式の車両諸元要目表を提出する自動車は記載を要しない。 

最大かじ取角で徐行する場合（このとき二輪車は空車状態とする。）の外側タイヤの接地面中心の軌跡の最大半径

を記入する。この場合において、被けん引自動車にあっては、主としてけん引されるけん引自動車と連結した状態の

値を記入するものとし、車体外側の軌跡による値を例により（ ）書で付記する。記入値は小数第１位までとし、第２

位を切り上げる。 

なお、けん引自動車にあっては、連結状態の値は記入しなくてもよい。 

例 ○○○型と連結時6.5（車体7.4） 

26－４ 主ブレーキ 

 効きおくれ時間 

第２号様式の車両諸元要目表を提出する自動車は記載を要しない。 

細目告示第15条第２項に規定するトラクタ及び第６項に規定するトレーラは、「協定規則第１３号の技術的要

件」による応答時間試験に基づいて測定した圧力が飽和値の７５％に達するまでの応答時間を記入する。ただし、

設計値を記入してもよい。 

なお、記入値は小数第１位までとし、第２位を四捨五入する。 

26－５ 排出ガス濃度又は排出ガス重量 

細目告示技術基準「ディーゼル特殊自動車排出ガスの測定方法」に基づいて測定した排出ガスの重量又は濃度の

値を次の各号により記入する。 

なお、記入値は、細目告示又は適用関係告示に規定するそれぞれの排出ガスに係る規制値の桁数までとし、その

直近下位の数値を四捨五入する。 

 (1) ８モード黒煙 

軽油を燃料とする自動車であって８モード黒煙試験法が適用されるものについて、黒煙の濃度（各モードのう

ちで最も大きなものとする。）を％の単位で表した値を記入し、運転モードを（ ）書で付記する。 

26－６  その他 

自動車の構造が特殊なもの等であって、性能欄項目以外の性能を記載する必要がある場合は、本欄に記入するも

のとする。 

 

27  その他（構造、装置に係る事項） 

余白の欄には、下記に掲げる装置であって装着しているものを記入する。 

また、装着されている装置が指定装置等にあっては、「指定装置等」と付記する。 

      例  (1)  前照灯照射方向調節装置 

         (2)  曲線道路用配光可変型前照灯 

         (3)  配光可変型前照灯（ＣＴ,Ｖ,Ｅ,Ｗ） 

                (4)  前照灯洗浄器 

        (5)  低速走行時側方照射灯 

                (6)  緊急制動表示灯 



        (7)  後部反射器以外の反射器 

                (8)  路肩灯 

        (9)  その他の灯火 

                (10) その他の反射物 

        (11) シート組込式年少者用補助乗車装置 

        (12) 車高調節装置 

        (13) 自動速度制御装置 

        (14) 車間距離制御機能付定速走行装置 

        (15) 車線逸脱警報装置 

        (16) 夜間視界補助装置 

        (17) 作業用補助制動装置 

        (18) タイヤ空気圧監視装置 

        (19) 車両接近通報装置 

28  備考（仕様等に係る事項） 

備考欄には、次に掲げる項目に該当する事項をそれぞれの例により記入する。 

なお、当該欄に「別添参照」と記載することにより、当該欄の記載内容を別添とすることができる。 

(1) 改善措置事項 

(2) その他 

(ｱ)ダンプの荷台容積 

単位はｍ を用い、小数第１位まで記載し、小数第２位を切り捨てる。 

(ｲ)クレーン車の吊上能力 

(ｳ)前又は後に２以上の軸を有する自動車の重量分布の計算式 

(ｴ)タンク車の積載液体の名称及びタンクの容積 

(ｵ)けん引自動車のけん引能力 

(ｶ)組合せ可能なけん引自動車又は被けん引自動車の車名及び型式 

(ｷ)コンクリート・ミキサー及びアジテータ・トラックにあっては、ドラム及び水タンクの容量 

(ｸ)タイヤ・ローラ、ロード・ローラ等で転圧作業を行うために必要な散水タンクを備えるものにあっては、散

水用水タンクの容量 

(ｹ)タイヤ・ローラ、ロード・ローラ等で転圧作業を行うために必要な水、金属等のバラストを有するものにあ

っては、バラストの重量 

(ｺ)タイヤの呼びに負荷能力指数及び速度区分記号の表示がないものは、当該タイヤの荷重値（タイヤ製作者又

は自動車製作者が定める最大負荷能力をいう。以下同じ。）及び対応速度。ただし、ＪＡＴＭＡ規格に定めら

れているタイヤに関しては記載を要しない。 

   また、ＪＡＴＭＡ規格の暫定規格に記載されたタイヤにあっては、当該タイヤの荷重値及び空気圧。 

 



附則５の２ 電子申請を行う場合の車両諸元要目表等の書面の作成要領 

 

第１  総則 

電子申請による届出を実施する場合の車両諸元要目表等の添付書面の作成要領を定める。作成にあたっては、附則５

「車両諸元要目表の記載要領」による他、この要領に定められている記載方法により行うこととする。 

 

第２  電子申請を行う際の添付書面の様式等 

１  電子申請を行う際の添付書面は別紙１ 「電子申請を行う際の添付書面作成要領」に規定する書面毎に電子的方式、磁

気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理

の用に供されるもの（ 以下、「電磁的記録」という。）により作成する。 

  この場合において、添付書面の１ファイルあたりの容量は、５メガバイトを超えないものとする。 

２  ＰＤＦ形式とは、AdobeR PDF(Portable Document Format)形式をいう。作成にあたっては、原則、ワープロソフト又

は表計算ソフト等を用いて作成した電磁的記録をＰＤＦ形式で記録するものとする。また、ワープロソフト又は表計算

ソフト等を用いて作成することができない場合にあっては、画像ソフト等を用いて作成し、ＰＤＦ形式で記録した電磁

的記録でもよいものとする。この場合において、イメージスキャナーにより画像等を読み取る際の解像度は２００dpi

とする。 

３  ＴＸＴ形式とは、カンマ区切り形式（ 以下、「ＣＳＶ形式」という。） の電磁的記録をいう。作成にあたっては別紙

２「ＣＳＶ形式による車両諸元要目表の記載要領」による。 

また、記載項目のうち、不要な項目があるときは当該項目コードを省略して差し支えない。 

 

第３  電子申請時の細部取扱い 

１  電子申請を行う際の添付書面の欄には、該当する添付書面番号ごとに「１」を記入することとする。 

２  電子申請時に添付出来ない電磁的記録については、郵送又は持参により提出することができる。また、複数の電磁的

記録を同時に提出する場合には電子申請を行った際に通知された到着番号名のフォルダーを作成し、その中に電磁的記

録を格納し、提出する電磁的記録の一覧表を添えて提出すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別紙１ 

電子申請を行う際の添付書面作成要領 

 

１  審査・リコール課関係の申請等に係る添付書面を下表の５６に分けて分類する。 

２  各申請等に必要な添付書面のみ提出すること。 

３  電子申請時に添付するファイル名は下記のとおり（ 半角、小文字） とする。 

４  ４５及び５５の添付書面については、縮小は行わず原寸大のものを添付すること。 

 

 添付書面名 
ファイル 

形式 
ファイル名 

1 提出書面一覧表 PDF形式 teishutsuichiran 

2 諸元表（ＴＸＴ） TXT形式 syogen1 

3 諸元表（ＰＤＦ） PDF形式 syogen2 

4 外観図 PDF形式 gaikanzu 

5 構造・装置の概要説明書 PDF形式 gaiyousetsumei 

6 走行性能曲線図 PDF形式 soukoukyokusen 

7 原動機性能曲線図 PDF形式 gendoukikyokusen 

8 車台番号の打刻届出書（ 写し） PDF形式 shadaidakoku 

9 原動機の型式の打刻届出書（ 写し） PDF形式 gendoukidakoku 

10 外観写真 PDF形式 gaikansyashin 

11 保安基準に適合することを証する書面 PDF形式 hoantekigou 

12 指定装置等一覧表 PDF形式 souchiichiran 

13 装置指定通知書等又は認定証の写し PDF形式 souchitsuuchisyo 

14 最高速度の計算書 PDF形式 saikousokudo 

15 農耕作業用自動車等機能証明書 PDF形式 noukousyoumei 

16 農耕作業用自動車等機能確認書 PDF形式 noukoukakunin 

17 騒音及び排出ガスの品質管理説明書 PDF形式 souonsetsumei 

18 構造変更経緯書 PDF形式 henkoukeiisyo 

19 完成検査及び装置の検査の業務組織を記載した書面 PDF形式 kankensoshiki 

20 完成検査及び装置の検査の実施要領－ 完成検査の項目等 
PDF形式 kankenkoumoku 

 

21 
完成検査及び装置の検査の実施要領－ 装置の検査の項目

等 

PDF形式 kankensouchikoumoku 

 

22 
完成検査及び装置の検査の実施要領－ 完成検査のチェッ

クシート 

PDF形式 kankencheck 

 

23 
完成検査及び装置の検査の実施要領－ 完成検査ライン工

程図 

PDF形式 kankenkouteizu 

 

24 完成検査及び装置の検査の実施要領－ 品質保証体系図 
PDF形式 kankentaikeizu 

 

25 
完成検査及び装置の検査の実施要領－ 共同申請の場合の

業務分担 

PDF形式 kankenkyoudoubuntan 

 



26 
完成検査及び装置の検査の実施要領－ 完成検査の一部委

託の場合の委託先等－ 委託先及び委託業務の範囲 

PDF形式 kankenichibuhani 

27 完成検査及び装置の検査の実施要領－ 完成検査の一部委

託の場合の委託先等－ 委託先の業務実施体制 

PDF形式 kankenichibutaisei 

   

28 
完成検査及び装置の検査の実施要領－ 完成検査の一部委

託の場合の委託先等－ 委託業務に関する指導監督方法 

PDF形式 kankenichibushidou 

 

29 
自動車検査用機械器具の管理要領－ 自動車検査用機械器

具の一覧表 

PDF形式 kiguichiran 

 

30 
自動車検査用機械器具の管理要領－ 保守管理体制又は保

守管理体制図 

PDF形式 kigutaiseizu 

 

31 完成検査終了証の発行要領を記載した書面 PDF形式 kankenhakkou 

32 点検整備方式を記載した書面 PDF形式 tenken 

33 契約書の写し PDF形式 keiyakusyo 

34 
品質管理に係る業務組織及び品質管理の実施要領を記載

した書面 

PDF形式 hinkan 

 

35 特定装置を取り付けることができる自動車の範囲 PDF形式 souchihani 

36 特別な表示の表示位置及び表示方式を記載した図面 PDF形式 tokubetsuzumen 

37 型式認定番号標取付図 PDF形式 katashikitoritsukezu 

38 原動機総排気量表示図 PDF形式 gendoukitoritsukezu 

39 その他自動車の構造、装置及び性能に関して必要な書面 
PDF形式 shiken1 

40 
申請に係る構造又は装置に関し、保安基準の適用の除外を

受ける事項及びその理由を記載した書面 

PDF形式 shiken2 

 

41 
申請に係る構造又は装置を有する自動車の安全性の確保

及び環境対策について記載した書面 

PDF形式 shiken3 

 

42 試験運行によるデータ収集項目を記載した書面 PDF形式 shiken4 

43 
申請に係る自動車又は構造及び装置の開発状況と普及の

見通しを記載した書面 

PDF形式 shiken5 

 

44 
認定を申請する者と申請に係る自動車との関係を表す書

面 

PDF形式 shiken6 

 

45 車台番号又は原動機の型式の打刻届出書（ＰＤＦ書面） 
PDF形式 dakokutodoke 

 

46 打刻がないことの証明書 PDF形式 dakoku1 

47 補修用シリンダブロックに打刻する証明書 PDF形式 dakoku2 

48 打刻に係る証明書 PDF形式 dakoku3 

49 登記簿等業とする旨を証する書面 PDF形式 dakoku4 

50 自動車通関証明書の写し等 PDF形式 dakoku5 

51 印鑑・署名（ 完成検査終了証の印鑑・署名の届出書 ） PDF形式 shinseiinkan 

52 申請者の経歴の概要（ 打刻指定申請書 ） PDF形式 shinseikeireki 

53 打刻業務に関する組織（ 打刻指定申請書 ） PDF形式 shinseigyoumu 

54 取扱内規（ 打刻指定申請書 ） PDF形式 shinseinaiki 

55 打刻様式及び打刻字体（ 輸入自動車等の打刻届出書 ） 
PDF形式 shinseijitai 

 

56 その他書面 PDF形式 sonota 

 



 

 

 

別紙２ 

ＣＳＶ形式による車両諸元要目表の記載要領 

 

ＣＳＶ形式により、車両諸元要目表（ 第２号様式、第２号様式の１、第２号様式の２）を提出する場合の作成要領は、以

下のとおりとする。 

別表１－１の型式データ項目及び別表１－２の類別データ項目を１ ．レコードの構成に従い、ファイルを作成し、２ ．

ファイルの構成に従い、ファイル名を付けファイルを作成する。 

 

１．レコードの構成 

(1) 型式項目管理レコード 

 (2) 型式データレコードの見出しとなるレコードで、各型式項目に一意に付与された型式項目コードを、必要な項目数 

 分、羅列したレコード。（ 型式項目コードは、別表１－１参照） 

型式項目 

コード１ 

区 

切 

り 

型式項目 

コード２ 

区 

切 

り 

以下、型式項目コード、カンマ区切りの順で必要数

繰り返し 

 

RM010 , RM020 , ． ． ． 

 

(2) 型式データレコード 

 (1) 型式項目管理レコードの各型式項目に対応する、実データを羅列したレコード。各実データは""（ダブルクォーテ 

 ーション）で囲み設定する。 

型式 

データ１ 

区 

切 

り 

型式 

データ２ 

区

切 

り 

以下、型式データ、カンマ区切りの順で必要数繰り

返し 

 

"999" , "A-ABC" , ． ． ． 

 

(3) 類別項目管理レコード 

 (4)類別データレコードの見出しとなるレコードで、各類別項目に一意に付与された類別項目コードを、必要な項目数分、 

 羅列したレコード。（ 類別項目コードは、別表１－２参照） 

類別項目 

コード１ 

区 

切 

り 

類別項目 

コード２ 

区

切 

り 

以下、類別項目コード、カンマ区切りの順で必要数

繰り返し 

 

RV010 , RV020 , ． ． ． 

 

(4) 類別データレコード 

 (3)類別項目管理レコードの各類別項目に対応する、実データを羅列したレコード。各実データは、""（ダブルクォーテ 

 ーション）で囲み設定する。 



類別 

データ１ 

区 

切 

り 

類別 

データ２ 

区

切 

り 

以下、類別データ、カンマ区切りの順で必要数繰り

返し 

 

"999" , "A-ABC" , ． ． ． 

２．ファイルの構成 

ファイル構成については、次の(1)又は(2)のどちらか選択出来るものとする。 

ファイルの拡張子は「． ｔｘｔ」とし、使用するエディタについては特に規定しない。 

 

(1) 型式データを先に、続けて類別データを記載する構成 

 

型式項目管理レコード 

型式１データレコード 

型式２データレコード 

： 

類別項目管理レコード 

型式１類別１データレコード 

型式１類別２データレコード 

： 

型式２類別１データレコード 

型式２類別２データレコード 

： 

 

(2) 型式データ、類別データを交互に記載する構成 

 

型式項目管理レコード 

型式１データレコード 

類別項目管理レコード 

型式１類別１データレコード 

型式１類別２データレコード 

： 

型式項目管理レコード 

型式２データレコード 

類別項目管理レコード 

型式２類別１データレコード 

型式２類別２データレコード 

： 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

別表１－１ 

車両諸元要目表ＣＳＶ化レコード項目一覧表（型式データ項目） 

項番 車両諸元要目表項目名 
車両諸元要目表項目 

細分化項目名 

項目 

コード 
バイト 属性 ① ② ③ 内 容 

１ 

車名及び型式 

車名コード RM010 ３ 半角 ◎ ◎ ◎ 

・ 半角数字３桁で設定する。 

・ 自動車登録検査業務電子情報処理システム

（以下「ＭＯＴＡＳ」という。）で管理している

車名コードを準用して設定する。 

２ 型式 RM020 １５ 半角 ◎ ◎ ◎ ・ 半角英数ハイフン１５桁以内で設定する。 

３ 車体の名称 車体の名称 RM030 ８０ 全角 ◎ ◎ ◎ ・ 全角文字４０桁以内で設定する。 

４ 

車台の名称及び型式 

車台の名称 M0010 ８０ 全角 ○ ○ ○ ・ 全角文字４０桁以内で設定する。 

５ 車台の型式 M0020 １８ 半角 ○ ○ ○ ・ 半角英数ハイフン１８桁以内で設定する。 

６ 車台番号の打刻様式 車台番号打刻様式 M0030 ６０ 混在 ○ ○ ○ 

・ 混在文字６０バイト以内で設定する。 

・ 複数存在する場合は、区切り文字（半角＃）

を使用して設定する。なお、「概要説明書を参照」

等記載し車台番号の打刻様式を別添としてもよ

い。 

７ 車台番号の打刻位置 車台番号打刻位置 M0040 ９０ 全角 ○ ○ ○ 

・ 全角文字４５桁以内で設定する。 

・ 複数存在する場合は、区切り文字（全角＃）

を使用して設定する。 

８ 届出者の氏名又は名称 届出者の氏名又は名称 M0060 ８０ 全角 ◎ ◎ ◎ ・ 全角文字４０桁以内で設定する。 

９ 自動車の製作者名 自動車の製作者名 M0070 ８０ 全角 ○ ○ ○ ・ 全角文字４０桁以内で設定する。 

10 自動車の種別 自動車の種別 M0080 ３０ 全角 ○ ○ ○ ・ 全角文字１５桁以内で設定する。 

11 （車種） 車種具体名 M0090 １２ 全角 ◎ ◎ ◎ 

・ 全角文字６桁以内で下記のいずれかを設定す

る。 

  建設機械 

  普通貨物 

  乗合 

  普通乗用 

  小型貨物 

  小型乗用 

  小型３輪貨物 

  小型３輪乗用 

  特種用途車 

  特殊車 

  二輪車 

  軽乗用 

   軽貨物 

  軽特種用途車 

12 燃料の種類 燃料の種類（主燃料） M0100 ２０ 全角 ○ ○ ○ 

・ 全角文字１０桁以内で下記のいずれかを設定

する。（燃料をもたない場合は設定不要） 

  メタノール 

  ガソリン 

  軽油 



13 燃料の種類（併用） M0110 ２０ 全角 ○ ○ ○ 

  ＬＰＧ 

  灯油 

  電気 

  ガソリン△ＬＰＧ 

  ガソリン△灯油 

  ＣＮＧ 

  ＬＮＧ 

14  

燃料の種類３ 

（混合又は併用される

燃料） 

M0120 ２０ 全角 ○ ○ ○ 

  ＡＮＧ 

  圧縮水素 

  ガソリン・電気 

  ＬＰＧ・電気 

  軽油・電気 

 

※「△」は全角スペース 

15 

原動機の型式 

原動機の型式 M0130 １２ 半角 ○ ○ ○ 
・ 半角英数字ハイフン１２桁以内で設定する。 

  （原動機がない場合は設定不要） 

16 原動機製作者名 M0140 ８０ 全角 ○ ○ ○ 

・ 全角文字４０桁以内で設定する。 

・ 原動機の製作者が自動車の製作者と異なる場

合にのみ設定する。 

17 
原動機の型式の打刻様

式 

打刻様式／内燃機関、 

電動機１、電動機２ 
M0150 ６０ 半角 ○ ○ ○ 

・ 半角文字６０桁以内で設定する。 

・ 内燃機関、電動機１、電動機２の別に区切り

文字（半角＃)を使用して設定する。 

18 
原動機の型式の打刻位

置 

打刻位置／内燃機関、 

電動機１、電動機２ 
M0160 ９０ 全角 ○ ○ ○ 

・ 全角文字４５桁以内で設定する。 

・ 内燃機関、電動機１、電動機２の別に区切り

文字（全角＃)を使用して設定する。 

19 

総排気量(L)又は定格出

力(kw) 

原動機区分（ロータ数） M0180 １ 半角 ◎ ◎ ◎ 

・ 半角数字１桁で設定する。 

・ ロータリエンジンの場合はロータ数を、それ

以外の場合は「０」を設定する。 

20 単室容積 M0190 ５ 半角 ○ ○ ○ 

・ 半角数字５桁以内（小数点含む）で設定する。 

  （原動機がない場合は設定不要） 

・ Ｌ単位で設定する。 

・ ロータリエンジンの場合のみ設定する。 

21 総排気量又は定格出力 M0200 ６ 半角 ○ ○ ○ 

・ 半角数字６桁以内で設定する。 

  （原動機がない場合は設定不要） 

・ レシプロエンジンの場合は総排気量（立法ｃ

ｍ単位）を設定する。 

・ 電気自動車及び燃料電池自動車の場合は定格

出力（Ｗ単位）を設定する。 

・ ロータリエンジンの場合は「単室容積×ロー

タ数」を立方ｃｍ単位で設定する。 

22 （様式種別） 様式種別 M0270 ２ 半角 ◎ ◎ ◎ 

・ 半角数字２桁で下記のいずれかを設定する。 

   ０７ ： ＰＨＰ（第２号様式） 

  ０８ ： ＰＨＰ（第２号様式の１） 

  ０９ ： ＰＨＰ（第２号様式の２） 

※「車両諸元要目表項目名」に括弧がある項目は、車両諸元要目表の記載を要しない。 

① ＰＨＰ（第２号様式）            ◎ ： 必ず項目コード及び内容を設定 



② ＰＨＰ（第２号様式の１）          ○ ： 該当する場合に項目コード及び内容を設定 

③ ＰＨＰ（第２号様式の２）           



別表１－２ 

車両諸元要目表ＣＳＶ化レコード項目一覧表（類別データ項目） 

項番 諸元項目名 
車両諸元要目表項目 

細分化項目名 

項目 

コード 
バイト 属性 ① ② ③ 内 容 

1 

（車名及び型式） 

車名コード RV010 ３ 半角 ◎ ◎ ◎ 

・ 半角数字３桁で設定する。 

・ ＭＯＴＡＳで管理している車名コードを準用

して設定する。 

2 型式 RV020 １５ 半角 ◎ ◎ ◎ 
・ 半角英数大字ハイフン１５桁以内で設定す

る。 

3 （車体の名称） 車体の名称 RV030 ８０ 全角 ◎ ◎ ◎ ・ 全角文字４０桁以内で設定する。 

4 車体の型式 車体の型式 V0010 １８ 半角 ○ ○ ○ ・ 半角英数ハイフン１８桁以内で設定する。 

5 （諸元情報引渡区分） 諸元情報引渡区分 V0020 １ 半角 ◎ ◎ ◎ 

・ 半角数字１桁で下記のいずれかを設定する。 

  １ ： ＭＯＴＡＳに渡す必要あり 

  ２ ： 軽自動車検査協会に渡す必要あり 

  ９ ： ＭＯＴＡＳ・軽自動車検査協会に渡す

必要なし（トレーラに限る。） 

6 類別区分番号 類別区分番号 V0030 ４ 半角 ◎ ◎ ◎ ・ 半角数字４桁以内で設定する。 

7 通称名 通称名 V0040 ４０ 全角 ◎ ◎ ◎ ・ 全角文字２０桁以内で設定する。 

8 

仕様 

類別仕様説明(1) V0050 ６０ 混在 ○ ○ ○ 

・ 混在文字（半角／全角）６０バイト以内で設

定する。 

・ 類別仕様説明（１）～（２０）の合計バイト

数が２５０バイト以内で設定する。 

9 類別仕様説明(2) V0060 ６０ 混在 ○ ○ ○ 

10 類別仕様説明(3) V0070 ６０ 混在 ○ ○ ○ 

11 類別仕様説明(4) V0080 ６０ 混在 ○ ○ ○ 

12 類別仕様説明(5) V0090 ６０ 混在 ○ ○ ○ 

13 類別仕様説明(6) V0100 ６０ 混在 ○ ○ ○ 

14 類別仕様説明(7) V0110 ６０ 混在 ○ ○ ○ 

15 類別仕様説明(8) V0120 ６０ 混在 ○ ○ ○ 

16 類別仕様説明(9) V0130 ６０ 混在 ○ ○ ○ 

17 類別仕様説明(10) V0140 ６０ 混在 ○ ○ ○ 

18 類別仕様説明(11) V0150 ６０ 混在 ○ ○ ○ 

19 類別仕様説明(12) V0160 ６０ 混在 ○ ○ ○ 

20 類別仕様説明(13) V0170 ６０ 混在 ○ ○ ○ 

21 類別仕様説明(14) V0180 ６０ 混在 ○ ○ ○ 

22 類別仕様説明(15) V0190 ６０ 混在 ○ ○ ○ 

23 類別仕様説明(16) V0200 ６０ 混在 ○ ○ ○ 

24 類別仕様説明(17) V0210 ６０ 混在 ○ ○ ○ 



25 類別仕様説明(18)  V0220 ６０ 混在 ○ ○ ○ 

26 類別仕様説明(19) V0230 ６０ 混在 ○ ○ ○ 

27 類別仕様説明(20) V0240 ６０ 混在 ○ ○ ○ 

28 用途 用途（車両カテゴリー） V0250 ２８ 全角 ○ ○ ○ ・ 全角文字１４桁以内で設定する。 

29 

旅客運送事業用自動車 

としての適否 

旅客運送事業用適否 V0260 ２ 全角 ◎ ◎ ◎ 

・ 全角文字１桁で下記のいずれかを設定する。 

  適 ： 事業用へ適合する場合 

  否 ： それ以外の場合 

30 
旅客運送事業用適否 

（詳細説明） 
V0270 ５０ 全角 ○ ○ ○ 

・ 全角文字２５桁以内で設定する。 

  （乗合に限る。） 

・ 旅客運送事業用適否が「否」の場合に設定す

る。 

31 車体の形状 車体の形状コード V0280 ３ 半角 ◎ ◎ ◎ 

・ 半角数字３桁で設定する。 

・ ＭＯＴＡＳで管理している車体の形状コード

を準用して設定する。 

32 軸距 軸距 V0350 ２４ 半角 ○ ○ ○ 

・ 半角文字２４桁以内で設定する。 

・ ｍ単位で設定する。 

（例：９.９９９+９.９９９+９.９９９=９９.９

９９） 

33 長さ 全長 V0360 ６ 半角 ◎ ◎ ◎ 

・ 半角数字５～６桁（××.×××又は×.×

××の形式）で設定する。 

・ ｍ単位で設定する。 

34 幅 全幅 V0370 ５ 半角 ◎ ◎ ◎ 
・ 半角数字５桁（×.×××）で設定する。 

・ ｍ単位で設定する。 

35 高さ 全高（空車時） V0380 ５ 半角 ◎ ◎ ◎ 
・ 半角数字５桁（×.×××）で設定する。 

・ ｍ単位で設定する。 

36 

荷台の内側

の寸法 

長さ 

荷台内側長さ V0390 ６ 半角 × ○ ○ 

・ 半角数字５～６桁（××.×××又は×.×

××の形式）で設定する。 

・ ｍ単位で設定する。 

37 
荷台内側（最多乗員時） 

長さ 
V0400 ６ 半角 × ○ ○ 

・ 半角数字５～６桁（××.×××又は×.×

××の形式）で設定する。 

・ ｍ単位で設定する。 

38 

幅 

荷台内側幅 V0410 ５ 半角 × ○ ○ 

・ 半角数字５桁（×.×××の形式）で設定す

る。 

・ ｍ単位で設定する。 

39 
荷台内側（最多乗員時） 

幅 
V0420 ５ 半角 × ○ ○ 

・ 半角数字５桁（×.×××の形式）で設定す

る。 

・ ｍ単位で設定する。 

40 

高さ 

荷台内側高さ V0430 ５ 半角 × ○ ○ 

・ 半角数字５桁（×.×××の形式）で設定す

る。 

・ ｍ単位で設定する。 

41 
荷台内側（最多乗員時） 

高さ 
V0440 ５ 半角 × ○ ○ 

・ 半角数字５桁（×.×××の形式）で設定す

る。 

・ ｍ単位で設定する。 

42 

荷台オフセット 

荷台内側オフセット V0450 ６ 半角 × ○ ○ 

・ 半角数字記号５～６桁（×.×××又は-×.

×××の形式）で設定する。 

・ ｍ単位で設定する。 

43 
荷台内側（最多乗員時） 

オフセット 
V0460 ６ 半角 × ○ ○ 

・ 半角数字記号５～６桁（×.×××又は-×.

×××の形式）で設定する。 

・ ｍ単位で設定する。 

44 車両重量 前軸重 
空車重量（前軸重） 

（前前軸重） 
V0470 ５ 半角 ○ ○ ○ 

・ 半角数字２～５桁（×××××の形式）で

設定する。 

・ ｋｇ単位で設定する。（２輪以外は末尾を０

に丸める） 



45 空車重量（前後軸重） V0480 ５ 半角 × × ○ 

・ 半角数字２～５桁（×××××の形式）で

設定する。 

・ ｋｇ単位で設定する。（２輪以外は末尾を０

に丸める） 

46 

後軸重 

空車重量（後前軸重） V0490 ５ 半角 × × ○ 

・ 半角数字２～５桁（×××××の形式）で

設定する。 

・ ｋｇ単位で設定する。（２輪以外は末尾を０

に丸める） 

47 
空車重量（後軸重） 

（後前軸重） 
V0500 ５ 半角 ○ ○ ○ 

・ 半角数字２～５桁（×××××の形式）で

設定する。 

・ ｋｇ単位で設定する。（２輪以外は末尾を０

に丸める） 

48 計 空車重量（計） V0510 ５ 半角 ○ ○ ○ 

・ 半角数字２～５桁（×××××の形式）で

設定する。 

・ ｋｇ単位で設定する。（２輪以外は末尾を０

に丸める） 

49 

乗車定員 

乗車定員数 V0520 ２ 半角 ◎ ○ ○ 

・ 半角数字２桁以内で設定する。 

・ 乗合の場合「客席+立席+乗務員」の計算結果

を設定する。 

・ 幼児専用車の場合「０」を設定する。 

50 
乗車定員数（最多乗員

時） 
V0530 ２ 半角 ◎ ○ ○ 

・ 半角数字２桁以内で設定する。 

・ 乗車装置を最大にしたときの定員数を設定す

る。（定員が変わらない車の場合には最少乗

員時と同様の値を設定する） 

・ 幼児専用車の場合「０」を設定する。 

51 
幼児専用車における大

人定員 
V0540 ２ 半角 ○ ○ ○ 

・ 半角数字２桁以内で設定する。 

  （幼児専用車の場合以外は設定不要） 

52 乗車定員数（幼児） V0550 ２ 半角 ○ ○ ○ 
・ 半角数字２桁以内で設定する。 

  （幼児専用車の場合以外は設定不要） 

53 乗車定員数（客席） V0560 ２ 半角 × ○ ○ 
・ 半角数字２桁以内で設定する。 

  （乗合の場合以外は設定不要） 

54 乗車定員数（立席） V0570 ２ 半角 × ○ ○ 
・ 半角数字２桁以内で設定する。 

  （乗合の場合以外は設定不要） 

55 乗車定員数（乗務員） V0580 ２ 半角 × ○ ○ 
・ 半角数字２桁以内で設定する。 

  （乗合の場合以外は設定不要） 

56 

最大積載量 

最大積載量 V0590 ５ 半角 × ○ ○ 

・ 半角数字２～５桁（×××××の形式）で

設定する。 

・ ｋｇ単位で設定する。 

57 
最大積載量（最多乗員

時） 
V0600 ５ 半角 × ○ ○ 

・ 半角数字２～５桁（×××××の形式）で

設定する。 

・ ｋｇ単位で設定する。 

・ 最小乗員時と同じ場合には最少乗員時と同様

の値を設定する。 

58 
最大積載量（保安基準緩

和／海コン） 
V0610 ５ 半角 × ○ ○ 

・ 半角数字２～５桁（×××××の形式）で

設定する。 

・ ｋｇ単位で設定する。 

59 

車両総重量 

（ 前 軸

重） 

（ 前 前

軸重） 

車両総重量ＦＦ V0620 ５ 半角 ○ ○ ○ 

・ 半角数字２～５桁（×××××の形式）で

設定する。 

・ ｋｇ単位で設定する。 

60 
車両総重量ＦＦ 

（最多乗員時） 
V0630 ５ 半角 × ○ ○ 

・ 半角数字２～５桁（×××××の形式）で

設定する。 

・ ｋｇ単位で設定する。 

61 
車両総重量ＦＦ（保安基

準緩和／海コン） 
V0640 ５ 半角 × ○ ○ 

・ 半角数字２～５桁（×××××の形式）で

設定する。 

・ ｋｇ単位で設定する。 

62 
（ 前 後

軸重） 
車両総重量ＦＲ V0650 ５ 半角 × × ○ 

・ 半角数字２～５桁（×××××の形式）で

設定する。 

・ ｋｇ単位で設定する。 



63 
車両総重量ＦＲ 

（最多乗員時） 
V0660 ５ 半角 × × ○ 

・ 半角数字２～５桁（×××××の形式）で

設定する。 

・ ｋｇ単位で設定する。 

64 

（ 後 前

軸重） 

車両総重量ＲＦ V0670 ５ 半角 × × ○ 

・ 半角数字２～５桁（×××××の形式）で

設定する。 

・ ｋｇ単位で設定する。 

65 
車両総重量ＲＦ 

（最多乗員時） 
V0680 ５ 半角 × × ○ 

・ 半角数字２～５桁（×××××の形式）で

設定する。 

・ ｋｇ単位で設定する。 

66 
車両総重量ＲＦ（保安基

準緩和／海コン） 
V0690 ５ 半角 × × ○ 

・ 半角数字２～５桁（×××××の形式）で

設定する。 

・ ｋｇ単位で設定する。 

67 

（ 後 軸

重） 

（ 後 後

軸重） 

車両総重量ＲＲ V0700 ５ 半角 ○ ○ ○ 

・ 半角数字２～５桁（×××××の形式）で

設定する。 

・ ｋｇ単位で設定する。 

68 
車両総重量ＲＲ 

（最多乗員時） 
V0710 ５ 半角 × ○ ○ 

・ 半角数字２～５桁（×××××の形式）で

設定する。 

・ ｋｇ単位で設定する。 

69 
車両総重量ＲＲ（保安基

準緩和／海コン） 
V0720 ５ 半角 × ○ ○ 

・ 半角数字２～５桁（×××××の形式）で

設定する。 

・ ｋｇ単位で設定する。 

70 

計 

車両総重量合計 V0730 ５ 半角 ○ ○ ○ 

・ 半角数字２～５桁（×××××の形式）で

設定する。 

・ ｋｇ単位で設定する。 

71 
車両総重量合計 

（最多乗員時） 
V0740 ５ 半角 × ○ ○ 

・ 半角数字２～５桁（×××××の形式）で

設定する。 

・ ｋｇ単位で設定する。 

72 
車両総重量合計（保安基

準緩和／海コン） 
V0750 ５ 半角 × ○ ○ 

・ 半角数字２～５桁（×××××の形式）で

設定する。 

・ ｋｇ単位で設定する。 

73 

 

 

最大安定傾

斜角度 

右 

最大安定傾斜角（右） V0760 ２ 半角 × ○ ○ ・ 半角数字２桁以内で設定する。 

74 
最大安定傾斜角（右－連

結時） 
V0770 ２ 半角 × ○ ○ ・ 半角数字２桁以内で設定する。 

75 

左 

最大安定傾斜角（左） V0780 ２ 半角 × ○ ○ ・ 半角数字２桁以内で設定する。 

76 
最大安定傾斜角（左－連

結時） 
V0790 ２ 半角 × ○ ○ ・ 半角数字２桁以内で設定する。 

77 

前 提 条

件 

最大安定傾斜角（計算値

／測定値） 
V0800 １ 半角 × ○ ○ 

・ 半角数字１桁で下記のいずれかを設定する。 

  １ ： 計算値の場合 

  ２ ： 測定値の場合 

・ 傾斜角度が計算値なのか測定値なのかを設定

する。 

78 
最大安定傾斜角（連結時

条件） 
V0810 １５ 半角 × ○ ○ 

・ 半角英数ハイフン１５桁以内で設定する。 

・ けん引されるけん引自動車の型式を設定す

る。 

79 
最大安定傾斜角（連結

時）（計算値／測定値） 
V0820 １ 半角 × ○ ○ 

・ 半角数字１桁で下記のいずれかを設定する。 

  １ ： 計算値の場合 

  ２ ： 測定値の場合 

・ 傾斜角度が計算値なのか測定値なのかを設定

する。 

80 車輪配列 車輪配列 V0840 ２８ 全角 ○ ○ ○ ・ 全角文字１４桁以内で設定する。 



81 

最高出力(kw/rpm) 

最高出力 V0850 ４ 半角 ○ ○ ○ 

・ 半角数字４桁以内（××××又は×.×の形

式）で設定する。 

  （原動機がない場合は設定不要） 

・ ｋW単位で設定する。 

・ １０ｋW未満は小数点第１位まで、１０ｋW

以上は整数値で記載する。 

82 
最高出力 回転速度（最

小） 
V0860 ５ 半角 ○ ○ ○ 

・ 半角数字５桁以内で設定する。 

・ ｒｐｍ単位で設定する。 

83 
最高出力 回転速度（最

大） 
V0870 ５ 半角 ○ ○ ○ 

・ 半角数字５桁以内で設定する。 

・ ｒｐｍ単位で設定する。 

・ 範囲指定を行わない場合は設定不要とする。

（「最高出力回転速度（最小）」に設定） 

84 最高出力 試験方法 V0880 ６ 全角 ○ ○ ○ 
・ 全角文字３桁以内で設定する。 

（例：ネット、グロス、ＳＡＥ、ＥＥＣ、ＩＳＯ） 

85 

最大トルク(N・m/rpm) 

最大トルク  V0890 ４ 半角 ○ ○ ○ 

・ 半角数字４桁以内（××××又は×.×の

形式）で設定する。 

（原動機がない場合は設定不要） 

・ Ｎm単位で設定する。 

・ １０Nm未満は小数点第１位まで、１０Nm以上

は整数値で記載する。 

86 
最大トルク 回転速度

（最小） 
V0900 ５ 半角 ○ ○ ○ 

・ 半角数字５桁以内で設定する。 

・ ｒｐｍ単位で設定する。 

87 
最大トルク 回転速度

（最大） 
V0910 ５ 半角 ○ ○ ○ 

・ 半角数字５桁以内で設定する。 

・ ｒｐｍ単位で設定する。 

・ 範囲指定を行わない場合は設定不要とする。

（「最大トルク回転速度（最小）」に設定する。） 

88 最大トルク 試験方法 V0920 ６ 全角 ○ ○ ○ 
・ 全角文字３桁以内で設定する。 

（例：ネット、グロス、ＳＡＥ、ＥＥＣ、ＩＳＯ） 

89 

騒音 

騒音規制区分 V0930 ９ 半角 ○ ○ ○ 
・ 半角英数字（大文字）ハイフン９桁以内で設

定する。（例：Ｈ１４、Ｈ２８―Ｍ１Ａ１Ａ等） 

90 騒音諸元値－近接排気 V0940 ３ 半角 ○ ○ ○ 
・ 半角数字３桁以内で設定する。 

・ ｄＢ単位で設定する。 

91 
原動機回転数－近接排

気 
V0950 １１ 半角 ○ ○ ○ 

・ 半角数字１１桁以内で設定する。 

・ ｒｐｍ単位で設定する。 

・ 平成２８年規制以降で過回転防止装置機能を

備える場合は、区切り文字（半角＃）を使用し

て近接排気騒音測定回転数の後に過回転防止

装置作動回転数を設定する。 

（例 ３５００、３５００＃３８００等） 

92 騒音諸元値－定常 V0960 ３ 半角 ○ ○ ○ 
・ 半角数字３桁以内で設定する。 

・ ｄＢ単位で設定する。 

93 指定速度－定常 V0970 ３ 半角 ○ ○ ○ 
・ 半角数字３桁以内で設定する。 

・ ｋｍ/ｈ単位で設定する。 

94 騒音諸元値－加速 V0980 ３ 半角 ○ ○ ○ 
・ 半角数字３桁以内で設定する。 

・ ｄＢ単位で設定する。 

95 排出ガス試験モード 
排出ガス試験モード 

（その１） 
V1035 １ 半角 ○ ○ × 

・半角数字１桁で下記のいずれかを設定する。 

１：10･15+11 

２：10･15+JC08C 

３：JC08H+JC08C 

（平成17年排出ガス規制の乗用車及び軽中量車

並びに平成19年排出ガス規制の軽貨物車に限

る。） 

96 排出ガス試験モード 
排出ガス試験モード 

（その２） 
V1036 １ 半角 ○ ○ × 

・半角数字１桁で下記のいずれかを設定する。 

１：二輪車モード 

２：WMTCモード 

（平成18年排出ガス規制及び平成19年排出ガス

規制の二輪自動車及び原動機付自転車に限

る。） 



97 
排出ガス重量： 

モードＣＯ値 
モードＣＯ値 V1040 ６ 半角 ○ ○ ○ 

・ 半角数字６桁以内（小数点含む）で設定する。 

・ 附則５に定める桁数で設定する。 

98 
排出ガス重量： 

モードＨＣ値 
モードＨＣ値 V1060 ５ 半角 ○ ○ ○ 

・ 半角数字５桁以内（小数点含む）で設定する。 

・ 附則５に定める桁数で設定する。 

99 
排出ガス重量： 

モードＮＭＨＣ値 
モードＮＭＨＣ値 V1080 ５ 半角 ○ ○ ○ 

・ 半角数字５桁以内（小数点含む）で設定する。 

・ 附則５に定める桁数で設定する。 

100 
排出ガス重量： 

モードＮＯｘ値 
モードＮＯｘ値 V1100 ５ 半角 ○ ○ ○ 

・ 半角数字５桁以内（小数点含む）で設定する。 

・ 附則５に定める桁数で設定する。 

101 
排出ガス重量： 

モードＰＭ値 
モードＰＭ値 V1120 ６ 半角 ○ ○ ○ 

・ 半角数字６桁以内（小数点含む）で設定する。 

・ 附則５に定める桁数で設定する。 

102 
排出ガス重量： 

１１モード：ＣＯ 

モードＣＯ値 

（１１モード） 
V1140 ６ 半角 ○ ○ × 

・ 半角数字６桁以内（小数点含む）で設定する。 

・ 附則５に定める桁数で設定する。 

103 
排出ガス重量： 

１１モード：ＨＣ 

モードＨＣ値 

（１１モード） 
V1160 ５ 半角 ○ ○ × 

・ 半角数字５桁以内（小数点含む）で設定する。 

・ 附則５に定める桁数で設定する。 

104 
排出ガス重量： 

１１モード：ＮＭＨＣ 

モードＮＭＨＣ値 

（１１モード） 
V1180 ５ 半角 ○ ○ × 

・ 半角数字５桁以内（小数点含む）で設定する。 

・ 附則５に定める桁数で設定する。 

105 
排出ガス重量： 

１１モード：ＮＯｘ 

モードＮＯｘ値 

（１１モード） 
V1200 ５ 半角 ○ ○ × 

・ 半角数字５桁以内（小数点含む）で設定する。 

・ 附則５に定める桁数で設定する。 

106 

原動機の型式 

原動機の型式 V1300 12 半角 〇 〇 〇 

・ 半角英数字ハイフン１２桁以内で設定する。

（同一型式内に複数設定する場合にのみ設定

する。） 

107 原動機製作者名 V1310 80 全角 〇 〇 〇 

・ 全角文字４０桁以内で設定する。（同一型式

内に複数設定する場合にのみ設定する。） 

 

・ 原動機の製作者が自動車の製作者と異なる場

合にのみ設定する。 

※「車両諸元要目表項目名」に括弧がある項目は、車両諸元要目表の記載を要しない。 

① ＰＨＰ（第２号様式）                              ◎ ： 必ず項目コード及び内容を設定 

② ＰＨＰ（第２号様式の１）                          ○ ： 該当する場合に項目コード及び内容を設定 

③ ＰＨＰ（第２号様式の２）                          × ： 項目コード及び内容の設定 



平成28年10月31日改訂版 

 

             PHP 00-別添 輸入車特別取扱制度 

－ 111 － 

附則６ 自動車等の外観図の記載要領 

 

１．本要領の適用 

 本要領は、輸入自動車特別取扱要領による届出を行う場合に添付する外観図の記載に適用

する。 

 

２．図面の記載方法 

(1) 自動車等の外観図は、当該自動車等の前面、後面、側面及び平面の４図とし、１枚に表

わした４面図とする。 

(2) 図面の大きさは、日本工業規格Ａ列４番又は３番とする。ただし、同規格Ａ列３番を使

用した場合は、折りたたんだ状態で同規格Ａ列４番とする。 

(3) 自動車等の図は、その外観が明瞭に示されており、かつ、寸法記入部位が明確に読み取

れるものとする。なお、自動車等の一部を透視図により表してもよい。 

(4) 寸法記入部位には、少なくとも別表に掲げる部位がすべて含まれているものであるこ

と。 

 ただし、全ての寸法を外観図寸法一覧表として添付した場合には、寸法記入を省略する

ことができる。 

  また、別記様式の灯火器類取付一覧表を添付した場合には、灯火器類の寸法

記入を省略することができる。 

(5) 灯火器類については、その名称を外観図に記入する。 

(6) 同一型式であって外観上一部が異なる場合は、当該部分の部分図、寸法の併記等の方法

により示してもよい。 

(7) 寸法は、㎜の単位により記入する。 

(8)  灯火器類の取付位置に係る寸法については、審査事務規程別添の試験規程に定める「諸

元測定試験」を適用する灯火器類はその旨を外観図余白又は灯火器類取付一覧表の備考欄

に記載すること。 

 

別表 

区 別 

 

 

 

 

項 目 

対   象 

備     考 

専ら乗用

の用に供

する乗車

定員10人

以下の自

動車 

その他の

自動車 
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寸 
 

法 

長さ（全長） 

 

幅（全幅） 

 

高さ（全高） 

 

軸距 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

数値の前に「（全長）」と付

記すること。 

数値の前に「（全幅）」と付

記すること。 

数値の前に「（全高）」と付

記すること。 

数値の前に「（軸距）」と付

記すること。  

輪距 

 

 

 

○ 

 

数値の前に「（輪距）」と付

記すること。  

フロント・オーバハング 

（車体） 

リヤ・オーバハング（車体） 

連結装置中心から車両後端まで

の寸法 

 

 

 

 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

 

 

 

セミトレーラに限る。 

 

乗
車
装
置 

乗車位置 

座席幅 

座席奥行 

座席間隙 

○ 

 

 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

荷
台
・
客
室 

荷台又は客室の内側の寸法 

（長さ、幅、高さ） 

荷台オフセット 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

灯
火
器
類 

灯火器類の取付位置に係る規 

定のあるものについては、そ 

の寸法 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

後

写

鏡

等 
後写鏡の取付高さ並びに前車軸

からの距離 

直前確認鏡の取付け高さ 

直左確認鏡の取付け高さ 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

○ 
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ト

ラ

ッ

ク

の

キ

ャ

ブ

幅

等

 

トラック・キャブ幅 

トラック・リヤボデー幅 

バン後部開口部の寸法 

（長さ、幅、高さ） 

（有効長さ、有効幅） 

 

 

 

前部潜り込み防止装置、巻込防止

装置及び突入防止装置の取付位

置関係寸法等 

 ○ 

○ 

○ 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

数値に「（開口部長さ）」、

「（開口部幅）」、「（開口部

高さ）」、「（有効長さ）」、

「（有効幅）」、と付記するこ

と。 

 
「前部潜り込みを防止する

車体構造」及び｢突入を防止

する車体構造｣の場合にあ

っては、該当する装置の取

付位置関係寸法の記載を要

しない。また、構造・装置

の概要説明書に記載するこ

とにより突入防止装置の取

付位置関係寸法の記載を省

略することができる。 
     

バ
ス
の
乗
降
口 

バス乗降口開口部高さ 

バス乗降口開口部幅 

バス非常口寸法 

バス立席に係る寸法 

バスの座席ピッチ 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

等 バス乗降口踏段高さ 

バス乗降口踏段奥行 
 

○ 

○ 
 

連
結
装
置
等 

連結装置の高さ及び後車軸から

の距離 

連結車両の前・後まわり半径 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

（注）１．項目の内容については、審査事務規程別添の試験規程に定める「諸元測定試験」を参

照すること。 

      ただし、灯火器にあっては、試験方法の適用範囲に応じて細目告示技術基準「灯火

器及び反射器並びに指示装置の取付装置の技術基準」又は「二輪自動車等の灯火器及び

反射器並びに指示装置の取付装置の技術基準」を参照し、前記試験方法によらない灯火

器にあっては審査事務規程別添の試験規程に定める「諸元測定試験」を参照すること。 

２．対象欄の○印は、寸法記入部位を有する自動車外観図の場合に記入を要する箇所を示

す。ただし、車種により不要なものがある場合は、寸法記入を省略することができる。 

３．外観図寸法一覧表の提出がある場合は、寸法記入部位の外観図への記載を省

略することができる。 

 

別記様式（灯火器類取付一覧表）（第２項関係）（用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とする。） 

                灯火器類取付一覧表           （単位：㎜） 
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類 別 

項 目 
   

すれ違い用前照
灯 

取付高さ 
上 縁    
下 縁    

車両最外側からの距離    

前部霧灯 
取付高さ 

上 縁    
下 縁    

車両最外側からの距離    

側方照射灯 

取付高さ 
上 縁    

下 縁    

車両前端からの距離    

車両前端最外側からの距離    

後退灯 取付高さ 
上 縁    

下 縁    

車幅灯 
取付高さ 

上 縁    
下 縁    

車両最外側からの距離    

昼間走行灯 
取付高さ 

上 縁    
下 縁    

内縁間隔    

前部反射器 
取付高さ 

上 縁    
下 縁    

車両最外側からの距離    

側方灯 
（前部） 

取付高さ 
上 縁    
下 縁    

車両前端からの距離    

隣接する後方にある側方灯等と
の距離 

   

側方灯 
（中央部） 

取付高さ 
上 縁    
下 縁    

隣接する前方・後方にある側方灯
等との距離 

   

側方灯 
（後部） 

取付高さ 
上 縁    
下 縁    

車両後端からの距離    
隣接する前方にある側方灯等と
の距離 

   

側方反射器 
（前部） 

取付高さ 
上 縁    
下 縁    

車両前端からの距離    

隣接する後方にある側方反射器
等との距離 

   

側方反射器 
（中央部） 

取付高さ 
上 縁    
下 縁    

隣接する前方・後方にある側方反
射器等との距離 
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側方反射器 
（後部） 

取付高さ 
上 縁    
下 縁    

車両後端からの距離    

隣接する前方にある側方反射器
等との距離 

   

尾灯 
取付高さ 

上 縁    
下 縁    

車両最外側からの距離    

後部霧灯 
取付高さ 

上 縁    
下 縁    

制動灯からの距離    

駐車灯 
前面 車両最外側からの距離    
後面 車両最外側からの距離    

後部反射器 
取付高さ 

上 縁    
下 縁    

車両最外側からの距離    

後部反射器以外
の反射器 

取付高さ 
上 縁    

下 縁    
車両最外側からの距離    

大型後部 
反 射 器 

取付高さ 上 縁    

制動灯 
取付高さ 

上 縁    
下 縁    

車両最外側からの距離    

補助制動灯 

取付高さ 下 縁    
窓下端からの距離    
車両中心面からの距離    

方向指示器・非常
点滅表示灯（前
面） 

取付高さ 
上 縁    
下 縁    

内縁間隔    
車両最外側からの距離    

方向指示器 
(側面・前部) 

取付高さ 
上 縁    
下 縁    

車両前端からの距離    

方向指示器 
（側面・中央部） 

取付高さ 
上 縁    
下 縁    

客室等の外側後端からの距離    

方向指示器・非常
点滅表示灯（後
面） 

取付高さ 
上 縁    
下 縁    

内縁間隔    
車両最外側からの距離    

補助方向指示器 取付高さ 
上 縁    
下 縁    

速度表示灯 
取付高さ 中 心    
取付間隔 中 心    

再帰反射材 
（側面） 
 

長さ識別の反射材長さ    
最も短い反射材長さ    
反射材間の最大間隔    



平成28年10月31日改訂版 

 

             PHP 00-別添 輸入車特別取扱制度 

－ 116 － 

 取付高さ 下 縁    

再帰反射材 
（後面） 
 
 

幅識別の反射材長さ    
最も短い反射材長さ    
反射材間の最大間隔    

取付高さ 下 縁    

(注) １ 適用関係告示により中心の高さに係る規定が適用される灯火器類については、「上縁」

を「中心」と読み替える。 

２ 取付けのない灯火器類に係る項目及び取付位置に係る規定が適用されない項目につい

ては、記載項目から除くことができ、複数備える灯火器類については、記載事項を追加す

ることができる。 

３ 側方灯（中央部）及び側方反射器（中央部）の前方・後方については、該当しないもの

を抹消する。 

４ 二輪車の方向指示器・非常点滅表示灯（後面）については、「内縁間隔」を「灯火中心間

隔」と読み替える。 
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附則７ 輸入自動車特別取扱制度における仕様の相違が軽微なものの取扱要領 

 

１．輸入自動車特別取扱要領第１第４項の規定による「仕様の相違が軽微なもの」の例は、別

表に掲げる事項が相違した場合の自動車とする。ただし、その内容が附則１「自動車等の同

一型式判定要領」別表第１に掲げる「型式を区別する事項」のいずれかに該当することとな

ったとき又は取扱要領別表の４（２）に掲げる試験成績表の記載事項に影響を与えることと

なったときは、この限りでない。 

 

２．前項の規定は、取扱要領第６ただし書きの規定による「軽微な変更」の例の場合に準用す

る。 

 

別表 （仕様の相違が軽微な場合の例） 

 車両諸元要目表、外観図、外観写真の項目 

諸元要目表 

 
 
 
 
 

改善措置事項中の操縦装置識別表示及び非常信号用具 

長さ 

幅 

高さ 

輪距 

室内又は荷台の内側の寸法 

車両重量（±50㎏以内でかつ、同一等価慣性重量ランク内に限る。） 

車両総重量（車両重量の変更に伴うものに限る。） 

原動機（始動方式に限る。） 

動力伝達装置（クラッチの操作方式及び倍力装置形式、変速機の操作方式及

び後退変速比並びに副変速機の操作方式に限る。） 

走行装置 

かじ取装置（倍力装置形式に限る。） 

施錠装置形式 

制動装置（主ブレーキの真空圧力及び真空ポンプ形式に限る。） 

緩衝装置（ショック・アブソーバ形式及びスタビライザ形式に限る。） 

ガラス 

灯火装置等（車幅灯、側方灯、尾灯、駐車灯、制動灯、補助制動灯、方向指示

器、非常点滅表示灯及び後部反射器に限る。） 

計器 

その他（側方照射灯を除く。） 

外観写真 

外観図 

 

 

 

 

 

灯火器の取付寸法（車幅灯、側方灯、尾灯、駐車灯、制動灯、補助制動灯、方

向指示器、非常点滅表示灯及び後部反射器に限る。） 

フロント・オーバーハング、リヤ・オーバーハング、最低地上高、ヘッド・ク

リアランス 

サンルーフ、エア・スポイラ、サイド・モールの有無及び形状 

フロント・グリル、リヤ・パネル、バンパの形状 

前面自動車登録番号標の取付位置 
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附則９ 製作者試験に係る実施要領 

本要領は、輸入自動車特別取扱要領第１第３項における製作者が確認者による立会いの下で実施

する騒音試験、ガソリン自動車排出ガス試験、ディーゼル自動車排出ガス試験及び熱害試験（以

下「製作者試験」という。）に係る必要事項について定める。 

１．確認者の指定 

審査・リコール課長は、４．に規定する製作者試験の確認を行う者（以下「確認者」という。）

として、道路運送車両法に基づく国の自動車審査業務に関し十分な技術的能力を有する公的機

関を指定することができるものとする。 

２．試験実施の届出 

 製作者又はその者と当該型式の自動車について販売契約を締結している者は、製作者試験を

希望する場合には、原則として製作者試験を希望する３週間前までに確認者に対して、次に掲

げる事項について届出を行うこととする。 

（１）試験項目 

（２）試験実施予定（年月日及び時刻） 

（３）試験に係る自動車の車名及び型式 

（４）試験の実施予定事業場の名称及び所在地 

（５）試験に使用する設備並びに当該設備の製造者名、型式及び仕様 

（６）研究所が事前に設備を確認していることを証する書面 

３．製作者試験の実施方法等  

  製作者は、製作者試験の実施にあたり、次に掲げる事項を遵守するものとする。 

（１）細目告示技術基準及び審査事務規程別添の試験規程（以下「試験方法」という。）に従い試験

を実施すること。 

（２）確認者の立ち会いを認めること。 

（３）製作者試験成績表を試験方法に従って作成し、確認者に提示すること。この場合、備考欄に

当該試験における主な対策装置の名称及び個数等を記載すること。 

４．確認者による製作者試験の確認等 

（１）確認者は、製作者試験が２．の届出どおりに、かつ、試験方法どおりに実施されたことを確

認するものとする。 

（２）確認者は、（１）が確認できた場合に限り、製作者から提示された試験成績表に立会い者によ

る署名を行った上、製作者に試験成績表を返付するものとする。 

（３）確認者は、製作者試験の立会いを行った場合には、当該立会い後１ヶ月以内に、審査・リコ

ール課長及び研究所に対して、次の項目について報告するものとする。ただし、輸入自動車特

別取扱要領第３第２項の規定による場合については、研究所への報告を要しない。  

ア．試験項目  

イ．試験を実施した年月日 

ウ．試験に係る自動車の車名及び型式並びに車両の識別番号 

エ．立会い者の氏名  
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オ．その他特記事項 
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附則10 製作者試験における確認者 

 附則９「製作者試験に係る実施要領」に基づき指定された公的機関は下記の者とする。 

 

記 

 

１．名 称：JAPAN AUTOMOBILE STANDARDS INTERNATIONALIZATION CENTER, 

    WASHINGTON OFFICE 

住 所：1015,18TH STREET, NW, SUITE 505 WASHINGTON, D.C.20036,U.S.A.  

電 話：(202)887-4830 

ＦＡＸ：(202)887-4834 

E-Mail：jasicw@jasic.org 

確認できる試験の範囲：騒音試験（細目告示技術基準「近接排気騒音の測定方法」、「定常走

行騒音の測定方法」及び「加速走行騒音の測定方法」に限る。）、排

出ガス試験、熱害試験 

 

２．名 称：公益財団法人 日本自動車輸送技術協会 昭島研究室 

住 所：〒196-0001 東京都昭島市美堀町4-2-2  

電 話：(042)544-1004 

ＦＡＸ：(042)544-1015 

E-Mail：request_php@ataj.or.jp 

確認できる試験の範囲：騒音試験（細目告示技術基準「近接排気騒音の測定方法」、「定常走

行騒音の測定方法」及び「加速走行騒音の測定方法」に限る。）、排

出ガス試験（エンジンダイナモメータで試験する場合に限る。） 
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附則11 輸入自動車特別取扱要領別表の４（２）の公的な試験機関等として 

    認められる機関等 

 この通達の別紙「輸入自動車特別取扱要領」別表の４（２）の公的な試験機関等として認め

られる機関は下記の機関とし、実施できる試験項目等は下表の範囲とする。 

 

記 

 

名称：日本自動車輸入組合 

住所：東京都港区芝３－１－１５ 

   芝ポートビル 

 

試  験  項  目 試 験 実 施 場 所 

自動車騒音試験 

  定常走行騒音（TRIAS 30-J039） 

  加速走行騒音（TRIAS 30-J040） 

  近接排気騒音（TRIAS 30-J038） 

一般財団法人  日本自動車研究所 城里テストセンター 

        走行音試験路(ISO路面) 

茨城県東茨城郡城里町大字小坂字高辺多１３２８番２３ 
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附則12 輸入自動車の試験成績書を提出する場合に認められる外国の試験方

法 

 

 輸入自動車の試験成績書を提出する場合に認められる外国の試験方法は、別表のとおりであ

る。 

 



平成28年10月31日改訂版 

 

             PHP 00-別添 輸入車特別取扱制度 

－ 123 － 

 別表 

保安基準、

細目告示及

び適用関係

告示 

告示条項 

技  術  基  準 

同等と認められる外国の

試験方法 

 

最終確認年月日 

細目告示 

第11条第 3項 

第 1号 

 

細目告示 

第11条第 3項 

第 2号 

 

細目告示 

第11条第 3項 

第 3号 

 

適用関係告示 

第 7条第 3項 

 

 

細目告示 

第13条第 2項 

 

細目告示 

第14条第 1項 

 

乗用車用空気入タイ

ヤの技術基準 

 

 

トラック、バス及び

トレーラ用空気入タ

イヤの技術基準 

 

二輪車用空気入タイ

ヤの技術基準 

 

 

衝撃吸収式かじ取装

置の技術基準 

※ 

 

衝撃吸収式かじ取装

置の技術基準 

 

二輪車等の施錠装置

の技術基準 

 

ECE 30 

 

 

 

ECE 54 

 

 

 

ECE 75 

 

 

 

FMVSS 203/93 

ECE 12/Add.24/Rev.3 

 

 

ECE 12 

 

 

ECE 62 

 

 

平成18年 1月 4日 

 

 

 

平成16年 4月20日 

 

 

 

平成16年 4月20日 

 

 

 

平成15年 7月 7日 

〃 

 

 

平成17年12月21日 

 

 

平成15年 7月 7日 

 

 

細目告示 

第14条第 1項 

 

細目告示 

第14条第 2項 

 

適用関係告示

第 9条第 2項 

 

 

 

四輪自動車等の施錠

装置の技術基準 

 

イモビライザの技術

基準 

 

乗用車の制動装置の

技術基準 ※ 

 

 

 

ECE 18 

ECE 116 

 

ECE 97 

ECE 116 

 

FMVSS 135（駐車制動装置

の動的性能試験に係る部

分を除く） 

1997.9.5 

ECE 13-H(E/ECE/324 ･

平成17年 4月 6日 

〃 

 

平成17年 4月 6日 

〃 

 

平成10年 8月11日 

 

 

 

平成10年 8月11日 
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細目告示 

第15条第 3項 

 

 

 

 

 

乗用車の制動装置の

技術基準 

 

E/ECE/TRANS/505/Rev.2/

Add.12H) 

1997.7.15 

 

ECE 13H 

 

 

 

 

 

 

平成14年 9月 1日 

 

 

細目告示 

第15条第 2項

及び第 5項 

 

 

 

 

 

保安基準 

第12条第 2項 

細目告示 

第15条第 6項

及び第 7項並

びに第16条 

 

 

 

 

 

 

トラック及びバスの

制動装置の技術基準 

 

 

 

 

 

 

トレーラの制動装置

の技術基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ECE 13-07 E/ECE/324 ･

E/ECE/TRANS/505-Rev.1/ 

Add.12/Rev.3/Amend.1 

(Annex13を除く｡) 

1990.11.20 

EEC  71/320/EEC(ANNEX 

Xを除く｡)1971.7.26 

 

ECE 13 E/ECE/324 ･

E/ECE/TRANS/505-Rev.1/

Add. 

12/Rev.3/Amend.1 

(5.2.2.1項、5.2.2.2項､ 

5.2.2.8.1項及びAnnex13 

を除く) 

1990.11.20 

EEC  71/320/EEC(ANNEX

を除く。) 

1971.7.26 

 

平成14年 9月 1日 

 

 

 

 

 

 

 

平成14年 9月 1日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

細目告示 

第15条第 4項 

 

 

 

細目告示 

第15条第 2項

第 5号及び第

16条第 7項 

 

細目告示 

第18条第 1項 

 

二輪車の制動装置の

技術基準 

 

 

 

アンチロックブレー

キシステムの技術基

準 

 

 

乗用車用プラスチツ

ク製燃料タンクの技

術基準 

EEC  78 E/ECE/324･E/EC 

E/TRANS/505-Rev.1/Add. 

77/Amend.2 

1995.3.20 

 

ECE 13 Annex 13 並びに

EEC 85/647ANNEX Ⅹ 

及び EEC88/194 ANNEX 

Ⅹ 

 

ECE 34/Rev.1/Add.33/ 

Amend. 

平成14年 9月 1日 

 

 

 

 

平成14年 9月 1日 

 

 

 

 

平成15年 7月 7日 
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細目告示 

第18条第 2項 

 

 

 

 

衝突時等における燃

料漏れ防止の技術基

準（圧縮水素ガスを

燃料とする自動車を

除く。） 

 

FMVSS 301 

ECE 34 

（前面衝突の方法に係る

部分に限る｡) 

 

 

平成15年 7月 7日 

      〃 

 

 

 

 

細目告示 

第22条第 2項 

第 1号 

 

細目告示 

第22条第 2項 

第 1号 

 

細目告示 

第22条第 2項 

第 1号 

 

外装の技術基準 

 

 

 

外装の手荷物積載

用部品の技術基準 

 

 

外装の電波送受信

用アンテナの技術

基準 

 

ECE 26 

 

 

 

ECE 26 

 

 

 

ECE 26 

 

 

 

平成13年 6月30日 

 

 

 

平成13年 6月30日 

 

 

 

平成13年 6月30日 

 

 

 

細目告示 

第22条第 8項 

 

 

 

 

 

 

 

前面衝突時の乗員保

護の技術基準 

 

 

 

 

 

 

 

FMVSS 208/91 

（S5.1の衝突時の乗員保

護要件（試験法は、試験

自動車の衝突方向に対し

垂直なバリアに衝突させ

るものに限る｡)に係る部

分であって、座席ベルト

を装着した場合に限る｡) 

 

平成15年 7月 7日 

 

 

 

 

 

 

 

 

細目告示 

第22条第10号 

 

側面衝突時の乗員保

護装置の技術基準 

 

ECE 95 平成15年 7月 7日 

 

 

 

 

適用関係告示

第17条第 1項 

第 2号 

 

突入防止装置の技術

基準 ※ 

 

 

ECE 58  

EEC 79/490､ EEC 81/333

により改正されたEEC 70 

/221( 荷重負荷試験の方

平成 3年11月18日 

     〃 
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細目告示 

第24条第 1項 

 

細目告示 

第24条第 1項 

 

細目告示 

第 24 条 の 2

第1項 

 

 

細目告示 

第26条第 2項 

 

細目告示 

第26条第 3項 

 

 

 

 

突入防止装置の技術

基準 

 

突入防止装置取付装

置の技術基準 

 

前部潜り込み防止装

置及び前部潜り込み

防止取付装置等の試

験 

 

内装材料の難燃性の

技術基準 

 

インストルメントパ

ネルの衝撃吸収の技

術基準 

 

法に係る部分に限る｡) 

 

ECE 58 

 

 

ECE 58 

 

 

ECE 93 

 

 

 

 

FMVSS 302/71 

EEC 95/28 

 

FMVSS 201 

ECE 21 

 

 

 

 

平成16年 4月20日 

 

 

平成16年 4月20日 

 

 

平成19年1月30日 

 

 

 

 

平成15年 7月 7日 

      〃 

 

平成15年 7月 7日 

      〃 

 

 

適用関係告示

第19条第 1項 

第 6号 

 

細目告示 

第28条第6

項 

 

適用関係告示

第19条第 1項 

第 7号 

 

 

 

 

 

 

 

 

座席及び座席取付装

置の技術基準 ※ 

 

 

座席及び座席取付装

置の技術基準 

 

 

シートバック後面の

衝撃吸収の技術基準 

 ※ 

 

 

 

 

 

 

 

 

FMVSS 207 

ECE 17 

 

 

ECE 17 

 

 

 

FMVSS 201/91 

ECE 17/Rev.1/Add.16/ 

    Rev.3/Amend.1 

ECE 21/Rev.1/Add.20/ 

  Rev.2 

ECE 25/Rev.1/Add.24/ 

  Rev.2/Amend.1 

（衝撃方向が頭部後傾抑

止装置の上方又は後面上

方からのものに限る｡) 

 

昭和50年10月 6日 

      〃 

 

 

平成14年 7月15日 

 

 

 

平成 6年 9月30日 

    〃 

 

      〃  

 

     〃 

 

 

 

 

 

細目告示 座席ベルト取付装置 FMVSS 210 平成15年 7月 7日 
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第30条第 2項 

 

の技術基準 

 

ECE 14 

 

      〃 

 

細目告示 

第30条第 3項 

 

 

 

 

細目告示 

第30条第 4項 

 

 

適用関係告示

第21条第 1項 

 

 

 

細目告示 

第32条 

 

 

 

細目告示 

第32条 

 

 

適用関係告示

第24条第 1項 

第 4号 

 

細目告示 

第35条第 2項 

 

座席ベルトの技術基

準 

 

 

 

 

運転者席の座席ベル 

トの非装着時警報装

置の技術基準 

 

頭部後傾抑止装置の

技術基準 ※ 

 

 

 

頭部後傾抑止装置の

技術基準 

 

 

 

年少者用補助乗車装

置の技術基準 

 

 

とびらの開放防止の

技術基準※ 

 

 

とびらの開放防止の

技術基準 

 

FMVSS 209/91(プリテン

ショナ装置に係る部分を

除く。) 

ECE 16/Rev.1/Add.15/ 

  Rev.3 

 

FMVSS 208/91 

（S7.3の警報装置に係る

部分に限る｡) 

 

ECE 25 

ECE 17 

（頭部後傾抑止装置を装

着した場合に限る｡) 

 

ECE 25 

ECE 17 

（頭部後傾抑止装置を装

着した場合に限る｡) 

 

FMVSS  213/88 

ECE 44/Rev.1/Add.43 

Corr.1 

 

FMVSS 206 

ECE 11 

 

 

ECE 11 

 

 

平成15年 7月 7日 

 

 

    〃 

 

 

平成15年 7月 7日 

 

 

 

昭和58年10月 1日 

平成 4年11月24日 

 

 

 

平成14年 7月15日 

〃 

 

 

 

平成15年 7月 7日 

     〃 

 

 

平成15年 7月 7日 

      〃 

 

 

平成16年 4月20日 

 

 

細目告示 

第39条第 1項 

、第 2項及び

第 3項 

 

 

 

窓ガラスの技術基準 

 ※ 

 

 

 

 

 

FMVSS 205/92 

ECE 43/Rev.1/Add.42/ 

Rev.1 

（「Toughened  glass 

windsscreens」、 

「Uniformly-toughen- 

ed glass panes」及び 

平成15年10月 1日 

      〃 
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「Laminated-glass p- 

anes other than win- 

dscreens」に係る基準に

あっては、前面ガラス以

外のガラス及び大形特殊

自動車に備える前面ガラ

スに係る技術基準に限

る。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

細目告示 

第41条第 2項

第 4号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

細目告示 

第41条第２項 

第4号 

 

 

 

 

 

 

 

 

自動車のばい煙、

悪臭のあるガス、

有害なガス等の発

散防止装置の係る

車載式故障診断装置

の技術基準（Ｊ－Ｏ

ＢＤⅠ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自動車のばい煙、悪

臭のあるガス、有害

なガス等の発散防止

装置の係る車載式故

障診断装置の技術基

準（Ｊ－ＯＢＤⅡ） 

 

 

 

 

 

CALFORNIA CODE OF RE 

GULATION, Title 13, 

Division 3, Chapter  

1,Article 2,§ 1968. 

(1985年11月15日改訂) 

CALFORNIA CODE OF RE 

GULATION, Title 13, 

Division 3, Chapter  

1,Article 2,§ 1968.1. 

(1997年9月25日改訂) 

CFR, Chapter 1,Title 

40,Part 86,Subpart A 

(1998年12月22日改訂) 

70/220/EEC Annex XI 

(1998年12月28日改訂) 

又はRegulation（ EC）

No.715/2007 に 基 づ く

Regulation （ EC ）

No.692/2008 AnnexⅩⅠ 

 

CALFORNIA CODE OF 

REGUATION,Title13, 

Division3,Chapter1, 

Article 2,§1968．1 

(1999年10月28日改訂) 

 

CALFORNIA CODE OF 

REGUATION,Title13, 

Division3,Chapter1, 

Article 2,§1968．2 

(2003年4月21日改訂) 

平成15年10月 1日 

 

 

 

 

    〃 

 

 

 

 

     〃 

 

 

     〃 

 

平成21年 8月 1日 

 

 

 

 

平成18年11月 1日 
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細目告示第41

条第2項第4号 

 

 

 

 

 

 

細目告示第41

条第2項第4号 

 

 

 

 

細目告示第41

条第2項第5号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

細目告示 

第41条第 4項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自動車のばい煙、悪

臭のあるガス、有害

なガス等の発散防

止装置の係る車載

式故障診断装置(デ

ィ ー ゼ ル 重 量 車

J-OBDⅡ)の技術基

準 

 

二輪車のばい煙、悪臭

のあるガス、有害なガ

ス等の発散防止装置

の係る車載式故障診

断装置(二輪車 J-OBD

Ⅰ)の技術基準 

 

オフサイクル時のデ

ィーゼル重量車排出

ガスの制御に関する

技術基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

CFR Title 40, 

Part86,Subpart S 

(2005年12月20日改訂）  

 

70/220/EEC Annex XI 

(2003年8月11日改訂) 

又はRegulation（ EC）

No.715/2007 に 基 づ く

Regulation （ EC ）

No.692/2008 AnnexⅠ（エ

バポシステムの不良に係

る機能診断に関する規定

に限る。）及びⅩⅠ 

 

ECE 49/Rev.6          

595/2011/EC 

 

 

 

 

 

 

 

134/2014/EC 

 

 

 

 

 

 

ECE 49/Rev.6 

582/2011/EC 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成21年 8月 1日 

 

 

 

 

 

 

 

平成27年７月１日 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成27年９月９日 

 

 

 

 

 

 

平成27年７月１日 
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細目告示第41

条第4項 

 

 

 

 

 

 

細目告示 

第42条第 8項 

 

細目告示 

第42条第 9項 

 

 

細目告示 

第43条 

 

細目告示 

第44条 

 

 

 

細目告示 

第45条 

 

燃料蒸発ガスの測定

方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

二輪車の燃料蒸発ガ

スの測定方法 

 

 

 

 

 

 

前照灯洗浄器の技術

基準 

 

前照灯洗浄器及び前

照灯洗浄器取付装置

の技術基準 

 

前部霧灯の技術基準 

 

 

側方照射灯の灯光の

色、明るさ等に関す

る技術基準 

 

 

CFR Title 40,Chapter 

1, Part 86, Subpart B 

(平成7年8月23日発行分) 

California Evaporative 

Emission Standards and 

Test Procedures for 19 

78and Subsequent Model 

Motor Vehicles 

(平成8年4月24日発行分) 

70/220/EEC Annex Ⅵ 

(平成10年12月28日発行

分) 

又はRegulation（ EC）

No.715/2007 に 基 づ く

Regulation （ EC ）

No.692/2008 AnnexⅥ 

 

134/2014/EC 

Califoruia Evaporative 

Emission Standards and 

Test Procedures for 2001 

and Subsequent Model 

Motor Vehicle 

（平成22年9月27日発行

分） 

 

ECE 45 

 

 

ECE 45 

 

 

 

ECE 19 

 

 

ECE 119 

 

 

 

 

平成15年10月 1日 

 

 

〃 

 

 

 

 

 

〃 

 

 

平成21年 8月 1日 

 

 

 

 

平成27年９月９日 

 

 

 

 

 

 

 

平成15年 6月13日 

 

 

平成15年 6月13日 

 

 

 

平成14年 9月 1日 

 

 

平成17年 4月 6日 
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細目告示 

第46条 

 

細目告示 

第47条 

 

細目告示 

第48条第 1項 

 

細目告示 

第47条第 3項 

 

細目告示 

第49条 

 

車幅灯の技術基準 

 

 

前部上側端灯の技術

基準 

 

前部反射器の技術基

準 

 

側方灯の技術基準 

 

 

側方反射器の技術基

準 

 

番号灯の技術基準 

 

 

ECE 7 

 

 

ECE 7 

 

 

ECE 3 

 

 

ECE 91 

 

 

ECE 3 

 

 

FMVSS 108/76 

（番号灯試験に限る｡) 

 

平成14年 9月 1日 

 

 

平成14年 9月 1日 

 

 

平成14年 9月 1日 

 

 

平成15年 6月13日 

 

 

平成14年 9月 1日 

 

 

平成14年 9月 1日 

 

 

細目告示 

第50条 

尾灯の技術基準 

 

ECE 7 

 

平成14年 9月 1日 

 

 

細目告示 

第51条 

 

 

後部霧灯の技術基準 

 

 

 

ECE 38 

 

 

 

平成14年 9月 1日 

 

 

細目告示 

第52条 

 

細目告示 

第53条 

 

駐車灯の技術基準 

 

 

後部上側端灯の技術 

基準 

 

ECE 77 

 

 

ECE 7 

 

 

平成15年 6月13日 

 

 

平成14年 9月 1日 

 

 

細目告示 

第54条 

 

後部反射器の技術基

準 

 

ECE 3 

 

 

平成14年 9月 1日 

 

 

細目告示 

第55条の2 

 

細目告示 

第56条 

再帰反射材の技術基

準 

 

制動灯の技術基準 

 

ECE 104 

 

 

ECE 7 

 

平成17年12月21日 

 

 

平成14年 9月 1日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



平成28年10月31日改訂版 

 

             PHP 00-別添 輸入車特別取扱制度 

－ 132 － 

細目告示 

第57条 

 

補助制動灯の技術基

準 

 

ECE 7 

 

 

平成14年 9月 1日 

 

 

細目告示 

第58条 

後退灯の技術基準 

 

ECE 23 

 

平成14年 9月 1日 

 

 

細目告示 

第59条 

 

方向指示器の技術基

準 

 

ECE 6 

 

 

平成14年 9月 1日 

 

 

細目告示 

第42条第 3項 

第 6項及び第

7項、 

第43条第 2項 

第44条第 2項 

第45条第 2項 

第46条第 2項 

第47条第 2項 

第48条第 2項 

及び第 4項、 

第49条第 2項 

第50条第 2項 

第51条第 2項 

第52条第 2項 

第53条第 2項 

第54条第 2項 

第55条第 2項 

第56条第 2項 

第57条第 2項 

第58条第 2項 

第59条第 3項 

第60条第 2項 

第61条第 2項 

 

細目告示 

第63条第 1項 

 

 

灯火器及び反射器並

びに指示装置の取付

装置の技術基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

警音器の警報音発生

装置の技術基準 

 

 

ECE 48 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ECE 28 

 

 

 

平成16年12月 2日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成15年 7月 7日 

 

 

細目告示 

第63条第 2項 

警音器の技術基準 ECE 28 

 

平成15年 7月 7日 
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細目告示 

第66条 

 

停止表示器材の技術

基準 

 

ECE 27 

 

 

平成15年 7月 7日 

 

 

細目告示 

第67条 

 

細目告示 

第68条第 1項

第 2号 

 

盗難発生警報装置の

技術基準 

 

衝撃緩和式後写鏡の

技術基準 

 

 

ECE 97 

ECE 116 

 

EEC 71/127 

 

 

 

平成17年 4月 6日 

〃 

 

平成15年 7月 7日 

       

 

 

細目告示 

第68条第 1項

第 3号 

 

細目告示 

第68条第 3項 

 

車室内後写鏡の衝撃

緩和の技術基準 

 

 

二輪自動車の後写鏡

の技術基準 

 

FMVSS 111 

EEC 71/127 

 

 

ECE 81 

 

 

平成15年 7月 7日 

    

 

 

平成15年 7月 7日 

 

 

細目告示 

第68条第 4項 

 

 

二輪自動車の後写鏡

及び後写鏡取付装置

の技術基準 

 

ECE 81 

 

 

 

平成15年 7月 7日 

 

 

 

細目告示 

第69条第 2項

第 3号 

 

細目告示 

第69条第 1項

第 1号及び第 

2項第 1号 

バス及びトラックの

洗浄液噴射装置の技

術基準 ※ 

 

乗用車等の窓ふき器

及び洗浄液噴射装置

の技術基準 ※ 

 

FMVSS 104/71 

 

 

 

FMVSS 104/71 

EEC 78/318 

 

 

平成15年10月 1日 

 

 

 

平成15年10月 1日 

      〃 

 

 

 

細目告示 

第69条第 2項

第 3号 

 

 

デフロスタの技術基

準 ※ 

 

 

 

FMVSS 103/92 

EEC 78/317 

 

 

 

平成15年10月 1日 

      〃 

 

 

細目告示 

第69条第 3項 

 

細目告示 

第70条 

サンバイザの衝撃吸

収の技術基準 ※ 

 

速度計の技術基準 

 

FMVSS 201 

ECE 21 

 

ECE 39 

 

平成15年10月 1日 

      〃 

 

平成15年 7月 7日 
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備考 １ 「ＦＭＶＳＳ」とは、米国連邦自動車安全基準をいう。 

      ２ 「ＥＣＥ」とは、国際連合欧州経済委員会統一規則を示す。 

      ３ 「ＥＥＣ」とは、欧州経済共同体指令を示す。 

     「ＥＥＣ 85/647 ANNEX X 」とは、ＥＥＣ 74/132､ＥＥＣ75/524､ ＥＥＣ 79/489 及

びＥＥＣ 85/647 により改正されたＥＥＣ 71/320 のANNEX X を示し､｢ＥＥＣ 88/194 

ANNEX X ｣ とは、ＥＥＣ 74/132､ＥＥＣ75/524､ ＥＥＣ79/489､ ＥＥＣ85/647及びＥ

ＥＣ88/194により改正されたＥＥＣ 71/320 ANNEX X を示す。 

      ４ 「ＣＦＲ」とは、米国連邦法規総覧をいう。 

   ５ 「※」印が技術基準名の後に付く技術基準は旧技術基準を示す。 
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附則13 外国の自動車試験機関による試験結果の活用 

 

 国土交通大臣は、外国自動車試験機関による試験結果を活用して業務を実施することができ

る。 
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附則15 輸入自動車特別取扱届出済書の交付 

 

 輸入自動車特別取扱届出済書の交付は、輸入自動車特別取扱要領（以下「取扱要領」という。）

第３及び第４によるほか、以下により取り扱うものとする。 

 

１．届出者は、取扱要領第３第２項及び第４の規定による所定の試験成績表を提出する際、別

記様式１に試験成績表を添付し、国土交通省自動車局審査・リコール課（以下「審査・リコ

ール課」という。）へ提出するものとする。この場合、部数は１部とする。 

 

２．審査・リコール課の長（以下「審査・リコール課長」という。）は、取扱要領第６の規定に

より変更届出（騒音の大きさ又は排出ガスの排出量に影響を与える構造・装置の変更に係る

ものに限る。ただし、二輪自動車であって、騒音防止装置の装置指定通知書等又は認定証の

写しを提出する場合を除く。）があったときは、当該変更届出をした者（以下「変更届出者」

という。）に対し、所定の試験成績表が１部提出されるごとに新たな輸入自動車特別取扱届出

済書（以下「届出済書」という。）を50部交付するものとする。この場合、届出済書の交付を

受けた者は、未使用の届出済書の部数から当該届出済書の仕様に係る未販売の自動車の台数

分の部数を差し引いた部数の届出済書を速やかに返納するものとする。この場合において、

施行規則第３６条第７項第３号の規定に基づき登録された機関、附則１１「輸入自動車特別

取扱要領別表の４（２）の公的な試験機関等として認められる機関等」に定める機関若しく

は附則１３「外国の自動車試験機関による試験結果の活用」に定める試験機関による試験結

果又は附則９「製作者試験に係る実施要領」に基づき指定された者の立会いの下で実施した

試験結果を記載した書面をもって、当該試験成績表として活用することができる。 

 

３．審査・リコール課長は、前項以外の構造・装置の変更に係る変更届出があったときは、変

更届出者に対し、未使用の届出済書の部数から当該届出済書の仕様に係る未販売の自動車の

台数分の部数を差し引いた部数の届出済書について提示を求め、当該届出済書に追加記載の

修正を行うものとする。 

 

４．審査・リコール課長は、輸入自動車特別取扱届出書の記載事項（届出者の氏名又は名称に

係る変更に限る。）の変更に係る輸入自動車特別取扱届出書の提出があったときは、変更届出

者に対し、未使用の届出済書の提示を求め、当該届出済書の記載事項の修正を行うものとす

る。 

 

５．取扱要領第３第３項の規定による未使用の届出済書の返納は、未使用の届出済書の部数か

ら当該届出済書の仕様に係る未販売の自動車の台数分の部数を差し引いた部数の届出済書に

ついて行うものとする。 
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６．届出者は、届出済書の使用状況を別記様式２により四半期ごとに取りまとめ、日本自動車

輸入組合を経由して審査・リコール課長に報告するものとする。 

     日本自動車輸入組合は、電子申請により当該報告を行うことができ、その際は届出者

毎に電子申請の代理申請により報告を行うこととする。 
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別記様式１（「輸入自動車特別取扱届出済書」追加交付願） 

 
 

                          「輸入自動車特別取扱届出済書」追加交付願 
 
 
  国土交通省自動車局 

      審査・リコール課長 殿 
 
 
                                                年    月    日 

 

                                        願い出を行う者の氏名又は名称 
 
 

                                                            印 
 
 
                                        住所                    
 
 

〔記載例〕 

 「輸入自動車特別取扱制度について」（平成10年11月12日付け、自審第1255号）別紙輸入

自動車特別取扱要領第３第２項の規定に基づき、別添の排出ガス試験成績表及び騒音試験

成績表を提出しますので、当該試験成績表に係る自動車の輸入自動車特別取扱届出済書に

ついて下記に掲げる交付願枚数の追加交付方よろしくお願いします。 

 なお、追加交付された自動車については、輸入自動車特別取扱届出書に添付した「排出

ガス及び騒音の品質管理説明書のとおり道路運送車両の保安基準（昭和26年運輸省令第67

号）の規定に適合したもののみを販売いたします。 

 

記 

  

  １．追加交付の願い出を行う自動車の車名、型式等 

      車名・型式（ＰＨＰ番号）                    

     決裁番号（国自審第  号）、年月日 

               国自審第  号 、平成 年 月 日 

               自審第  号 、平成 年 月 日 

                自審第  号 、平成 年 月 日 

 

  ２．届出済書の追加交付枚数等 

      交付願枚数                         枚 

      年間販売予定台数                   台 

      年間既交付枚数                     枚 

      総既交付枚数                       枚 

 

（日本工業規格Ａ列４番） 
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別記様式２（「輸入自動車特別取扱届出済書」使用報告書） 

 

 

「輸入自動車特別取扱届出済書」使用報告書 

 

（平成  年度  ／  半期分） 

 

  国土交通省自動車局 

      審査・リコール課長 殿 

 

                                        平成    年    月    日 

                                        報告者の氏名又は名称 

 

                                                            印 
 
 
                                        住所                    

 車名             
 
 

型 式 届出年月日 決裁番号 交付部数 
前期までの 

使用枚数 

今期の  

使用部数 
残余部数 返却部数 備 考 
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Ｈ１５．１２．４改正 

附則なし 

 

Ｈ１６．４．２０改正 

附則 

 １ 本改正規定は平成１６年４月２０日から施行する。 

 ２ 車両諸元要目表の様式については、電子申請による届出を行う場合を除き、平成１６年１

０月１日までは従前の例により行うことができる。 

 ３ 附則５「６－４ タイヤの呼び」の記載については平成１６年１２月３１日まで従前の例

により行うことができる。 

 

Ｈ１６．１０．２９改正 

附則なし 

 

Ｈ１６．１２．２改正 

附則なし 

 

Ｈ１７．３．３改正 

附則なし 

 

Ｈ１７．４．１改正 

附則なし 

 

Ｈ１７．４．６改正 

附則なし 

 

Ｈ１７．８．２６改正 

附則 

 １ 本改正規定は平成１７年８月２６日から施行する。 

 

Ｈ１７．８．２９改正 

附則なし 

  

Ｈ１７．１２．２１改正 

附則なし 

  

Ｈ１８．３．２７改正 
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附則（適用期日） 

  本改正規定は、公布の日から施行する。ただし、平成１８年１２月３１日以前に申請するも

のについては改正後の附則６の規定にかかわらず、なお従前の例によることができる。 

 

Ｈ１８．４．２８改正 

附則なし 

 

Ｈ１８．１１．１改正 

附則（適用期日） 

  １．本改正規定は、「道路運送車両の保安基準の細目を定める告示の一部を改正する告示（平

成１８年国土交通省告示第１２６８号」の施行の日から施行する。 

 

Ｈ１９．３．２９改正 

附則（適用期日） 

  １．本改正規定は平成１９年４月１日から施行する。 

  ２．本改正規定は平成１９年４月１日以降申請されるものに適用する。ただし、附則６．２

「図面の記載方法」（９）については、本改正施行後３ヶ月以内に適用させるものとする。 

 

Ｈ１９．８．３１改正 

附則 

（適用時期） 

１．本改正規定は平成１９年９月１日より施行する。ただし、別添１別表４（２）⑨及び

附則４別表第２ ４（４）⑨の改正規定は、細目告示第４１条第１項第６号又は第８号の

自動車であって、平成２０年６月３０日以前に輸入自動車特別取扱届出をした場合につ

いては、なお従前の例によることができるものとする。 

 

Ｈ２０．２．１改正 

附則 

（適用時期） 

１．本改正規定は平成２０年２月３日より施行する。 

（経過措置） 

２ １ 別添１別表第１関係４(２)○27 、○28 及び○29 並びに附則４別表第２ ４（４）○27 、○28 及

び○29 の改正規定は、専ら乗用の用に供する自動車であって乗車定員十人未満のもののう

ち、平成２０年１２月３１日以前に製作されたものについては、なお従前の例によるこ

とができるものとする。 

（２）附則５第２ ２８の改正規定は、専ら乗用の用に供する自動車であって乗車定員十

人未満のもの又は貨物の運送の用に供する自動車であって車両総重量3.5t以下のものの
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うち、平成２１年１０月９日以前に輸入自動車特別取扱届出をした場合については、な

お従前の例によることができるものとする。 

（３）別添１別表（第１関係）４（２）○23 及び○24 、別添１第３号様式、附則４別表第２ ４

（４）○23 及び○24 並びに附則５第２ ４及び５の改正規定は、平成２４年６月３０日以前に

製作された自動車については、なお従前の例によることができるものとする。 

 

Ｈ２０．１０．２４改正 

附則 

（適用時期） 

１．本改正規定は、公布の日より施行する。 

（経過措置） 

２．附則４別表第２ ４（４）に係る改正規定については、道路運送車両の保安基準第２

章及び第３章の規定の適用関係の整理のため必要な事項を定める告示第９条第９項に

基づき、改正前の規定を適用する二輪自動車等にあっては、なお従前の例によること

ができるものとする。 

３．附則５第２ ２８－２（イ）の改正規定については、道路運送車両の保安基準第２章

及び第３章の規定の適用関係の整理のため必要な事項を定める告示に基づき、細目告

示「別添１０ トラック及びバスの制動装置の技術基準」又は細目告示「別添１２ 乗

用車の制動装置の技術基準」を適用する二輪自動車等（三輪自動車に限る。）にあって

は、附則５第２ ２８－２（ア）の例によること。 

 

Ｈ２１．３．３１改正 

附則 

（適用時期） 

１．本改正規定は、公布の日より施行する。 

 

Ｈ２１．７．３０改正 

附則 

（適用時期） 

１．本改正規定は、平成２１年８月１日から施行する。 

２．なお、附則５については、施行日以降に変更承認申請又は変更届出を行う場合に限り、改正

項目に該当する記載内容の変更がない場合にあっては、この限りではない。 

 

Ｈ２１．１０．２３改正 

附則 

（適用時期） 

１．本改正規定は、平成21年10月24日から施行する。 
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Ｈ２２．１０．２８改正 

附則 

（適用時期） 

１．本改正規定は、平成２２年１０月２８日から施行する。 

 

Ｈ２３．６．２９改正 

附則 

（適用時期） 

１．本改正規定は、平成２３年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２．平成２３年１２月３１日以前に申請する場合における附則４に定める提出書類については、

改正後の規定にかかわらず、従前の例によることができる。 

 

Ｈ２４．２．８改正 

附則 

（適用時期） 

１．本改正規定は、平成２４年２月８日から施行する。 

２．ただし、平成２４年３月３１日以前に申請するものについては、改正後の別紙及び附

則５に定める規定にかかわらず、従前の例によることができる。 

 

Ｈ２４．６．２８改正 

附則 

（適用時期） 

１．本改正規定は、平成２４年７月１日から施行する。 

 

Ｈ２４．１１．１５改正 

附則 

（適用時期） 

１．本改正規定は、平成２４年１１月１８日から施行する。 

 

Ｈ２５．１．２５改正 

附則 

（適用時期） 

１．本改正規定は、平成２５年１月２７日から施行する。 

２．ただし、平成２５年３月３１日以前に申請するものについては、改正後の別紙、附則

４及び附則５に定める規定にかかわらず、従前の例によることができる。 
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Ｈ２５．５．１０改正 

附則 

（適用時期） 

１．本改正規定は、平成２５年５月１０日より施行する。 

 

Ｈ２５．８．３０改正 

附則 

（適用時期） 

１．本改正規定は、平成２５年８月３０日から施行する。 

（経過措置） 

２．道路運送車両の保安基準第２章及び第３章の規定の適用関係の整理のため必要な事項

を定める告示に基づき、細目告示「別添１０ トラック及びバスの制動装置の技術基

準」又は細目告示「別添１５ トレーラの制動装置の技術基準」を適用する自動車に

あっては、なお従前の例によることができる。 

 

Ｈ２５．１０．２９改正 

附則 

（適用時期） 

１．本改正規定は、平成２５年１０月２９日より施行する。 

 

Ｈ２６．３．２４改正 

附則 

（適用時期） 

１．本改正規定は、平成２６年４月１日より施行する。 

 

 

Ｈ２６．６．１０改正 

附則 

（適用時期） 

１．本改正規定は、平成２６年６月１０日より施行する。 

２．第３号様式（諸元表）及び附則４については、平成２６年９月３０日までは、なお従

前の例によることができる。 

 

Ｈ２７．２．２０改正 

附則 

（適用時期） 

１．本改正規定は、平成２７年２月２０日より施行する。 
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２．本改正規定中、第３号様式、附則５及び附則６に係る改正規定については、平成２７

年８月３１日までは、なお従前の例によることができる。 

 

Ｈ２７．４．２７改正 

附則 

（適用時期） 

１. 本改正規定は、平成２７年４月２７日より施行する。 

（経過措置） 

２. 本改正規定中、附則５ 第２ １－２５及び１－２６に係る改正規定について、輸入自動車特

別取扱要領 第１ １項の届出は平成２８年３月３１日まで、変更届出は平成３０年８月３

１日まで、なお従前の例によることができる 

 

Ｈ２７．６．１５改正 

附則 

（適用時期） 

１. 本改正規定は、平成２７年６月１５日より施行する。 

 

Ｈ２７．１０．１９改正 

附則 

（適用時期） 

１. 本改正規定は、平成２７年１０月１９日より施行する。 

 

Ｈ２８．５．１２改正 

附則 

（適用時期） 

１． 本改正規定は、平成２８年５月１２日から施行する。 

 

Ｈ２８．６．１７改正 

附則 

（適用時期） 

１． 本改正規定は、平成２８年６月１８日から施行する。 

 

Ｈ２８．８．３１改正 

附則 

（適用時期） 

１． 本改正規定は、平成２８年８月３１日から施行する。 
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Ｈ２８．１０．７改正 

附則 

（適用時期） 

１． 本改正規定は、平成２８年１０月８日から施行する。 

 

Ｈ２８．１０．３１改正 

附則 

（適用時期） 

１． 本改正規定は、平成２８年１０月３１日から施行する。 


